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１. 検討経緯 

新潟県では、河川法に基づき治水及び利水対策を目的として、新保川生活貯水池再開発事業を

進めてきたが、国において「できるだけダムに頼らない治水」への政策転換が進められ、「今後の治

水対策のあり方に関する有識者会議」により、平成 22 年 9 月 27 日、ダム検証に関する「ダム事業の

検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」が国土交通大臣に提出された。同年9月28日には、

国土交通大臣から、同省が新たに定めた「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細

目（以下、「実施要領細目」という。）」に基づき、「ダム事業の検証に係る検討」を実施するよう要請が

あった。 

本県では、この個別ダム検証の進め方に沿って、関係地方公共団体からなる検討の場として「新

潟県ダム事業検証検討委員会」、「新潟県新保川流域懇談会」を設置し、学識を有する者、関係住

民、関係地方公共団体の長、関係利水者の意見を聴きながら、公開で検討を進めるとともに、主要

な段階では「パブリックコメント」、「にいがた県民電子会議室」を行い、広く意見を募集した。検討の

場を経てダム事業の対応方針（案）を作成し、新潟県公共事業再評価委員会の意見を聞いたうえで、

県の対応方針を決定した。 

 

表 １.１.1 新保川生活貯水池再開発事業の検証検討に係る経緯 

 

年 月 日 内 容 

平成 22 年 9月 27 日（月） 
・「今後の治水対策のあり方について中間とりまとめ」策定 
・「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」策定

平成 22 年 9月 28 日（火） 
・国土交通大臣から新潟県知事へ「ダム事業の検証に係る検討」の
要請 

平成 22 年 9月 30 日（木） 
・第 1 回新潟県ダム事業検証検討委員会（以下、「検証検討委員
会」）の開催（設立趣旨、進め方等確認） 

平成22年10月17日（日） ・第 2 回検証検討委員会の開催（現地調査、調査とりまとめ会議） 

平成22年11月 4日（木） 
・第 1 回新潟県新保川流域懇談会（以下、「流域懇談会」）の開催
（設立趣旨、進め方等確認、意見聴取） 

平成22年11月26日（金） 
・第 3 回検証検討委員会の開催 
（検証対象ダム事業等の点検、目的別対策案の立案） 

平成22年12月17日（金） ・第 4 回検証検討委員会の開催（目的別対策案の検討） 

平成 23 年 2 月 2 日（水） ・第 5 回検証検討委員会の開催（目的別の評価） 

平成 23 年 2 月 18 日（金） ・第 2 回流域懇談会の開催（委員会の評価に対する意見聴取） 

平成 23 年 2月 10 日（木） 
～3 月 4 日（金） 

・パブリックコメント 

平成 23 年 2月 14 日（月） 
～3 月 4 日（金） 

・にいがた県民電子会議室 

平成 23 年 5 月 20 日(金) 
・第 6 回検証検討委員会の開催 
（流域懇談会等における意見とその対応） 

平成 23 年 7 月 15 日(金) ・第 3 回流域懇談会の開催（新保川ダム検証検討の内容について）

平成 23 年 7 月 28 日(木) ・第 7 回検証検討委員会の開催（検証対象ダムの総合的な評価） 

平成 23 年 8 月 19 日(金) 
・第 8 回検証検討委員会の開催 
（平成 23 年７月新潟・福島豪雨の検証とその対応） 

平成 23 年 8 月 26 日(金) 
・検証検討委員会から新潟県知事に検討結果の報告、対応方針
（原案）提言 

平成 23 年 9 月 26 日(月) ・新潟県公共事業再評価委員会の意見聴取 

平成 23 年 9 月 27 日(火） ・新潟県知事から国土交通大臣へ検討結果及び対応方針の報告 
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１.１ 新保川生活貯水池再開発事業の検証に係る検討 

検証に係る検討では、「実施要領細目」に基づき、「事業の必要性等に関する視点」のうち、「事業を

巡る社会経済情勢等の変化、事業の進捗状況（検証対象ダム事業等の点検）」に関して、流域及び河

川の概要、検証対象ダム事業の概要について整理したうえで、検証対象ダム事業等の点検を行い、

「事業の投資効果」に関して、費用対効果分析を行った。 

流域及び河川の概要の整理結果は２．に、検証対象ダム事業の概要の整理結果については３．に

示すとおりである。 

検証対象ダム事業等の点検については、総事業費、工期、堆砂計画、計画雨量、利水計画、利水

容量の計画の前提となったデータについて詳細な点検を行った。その結果は、４．１に示すとおりであ

る。 

次に、「事業の進捗の見込みの視点、コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点」から、治水・新規

利水・流水の正常な機能の維持の目的別に複数の対策案を抽出・立案し、評価軸ごとの評価及び各

目的別の評価検討を行い、最終的に、検証対象ダムの総合的な評価を行った。結果は４．２から４．７

に示すとおりである。これらの検討の概要を以下に示す。 

１.１.１ 治水 

複数の治水対策の立案では、「実施要領細目」で示された 26 の方策について、河川整備計画と

同程度の目標を達成することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、

適用性の高い方策について、組み合わせを検討した。 

立案した対策案は「①ダム嵩上げ＋河道改修案」、「②河道改修案（掘削）」、「③河道改修案（引

堤）」、「④遊水池＋河道改修案（掘削）」、「⑤二線堤＋河道改修案（掘削）」の５案とした。検討結果

は、４．２から４．３に示すとおりである。 

５案の治水対策案について、７つの評価軸ごとに評価し、治水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．４から４．５に示すとおりである。 

１.１.２ 利水等 

（１） 新規利水 

検討にあたっては、治水と同様に「実施要領細目」に基づいて行った。 

まず、水道の利水参画者である佐渡市に対し、ダム事業参画継続の意志、開発量としての必要量

の確認を行った。 

複数の利水対策の立案では、「実施要領細目」で示された 17 の方策について、必要な開発量を

確保することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、適用性の高い

方策を立案した。 

立案した対策案は、上水道を目的とする対策案４案（「①ダム再開発案」、「②河道外貯留施設

案」、「③ため池案」、「④海水淡水化案」）とした。検討結果は４．６．３から４．６．４に示すとおりであ

る。 

４案の利水対策案について、６つの評価軸ごとに評価し、利水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．６．５から４．６．６に示すとおりである。 

（２）流水の正常な機能の維持（不特定） 

検討にあたっては、治水と同様に「実施要領細目」に基づいて行った。 

複数の対策案の立案では、「実施要領細目」で示された 17 の方策について、河川整備計画と同
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程度の目標を達成することを基本とし、流域における適用性についての概略評価を行ったうえで、

適用性の高い方策を立案した。 

立案した対策案は、２案（（「①ダム再開発案」、「②ため池案」）とした。検討結果は４．６．３から４．

６．４に示すとおりである。 

２案の利水対策案について、６つの評価軸ごとに評価し、利水対策案の総合評価を行った。評価

結果は４．６．５から４．６．６に示すとおりである。 

１.１.３ 総合的な評価 

各目的別の検討を踏まえ、新保川生活貯水池再開発事業に関する総合的な評価を行った。評価

結果及びその結果に至った理由は４．７に示すとおりである。 

 

１.１.４ 費用対効果分析 

費用対効果分析について、「治水経済調査マニュアル（案）」等に基づき、入手可能な最新データ

を用いて検討を行った。検討結果は４．８に示すとおりである。 

 

１.２ 情報公開、意見聴取等の概要 

「実施要領細目」の趣旨を踏まえ、また、本県において新保川生活貯水池再開発事業を含む４ダ

ム事業の検証に係る検討を効率的、衡平的に行うため、以下の枠組みにより検討を進めた。 

 

 
図 １.２.1 新潟県における検証検討の進め方 
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（１） 新潟県ダム事業検証検討委員会 

河川工学、環境、経済、農業水利、水文の学識経験者から構成される「新潟県ダム事業検証検討

委員会」を設置（表 １.２.1 参照）し、新保川生活貯水池再開発事業を含む県内４つの検証対象ダ
ム事業について検証検討を行った。委員会は計 8 回開催（表 １.１.1 参照）し、関係者や県民から
の意見を聴きながら検討したうえで、新保川生活貯水池再開発事業の対応方針（原案）提言を得た。

会議は全て報道機関及び一般に公開し、会議配付資料・議事要旨・議事録についても、会議

終了後、新潟県ホームページに公開した。結果は、５．１に示すとおりである。  

 

表 １.２.1 新潟県ダム事業検証検討委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 分 野 役 職 等 

◎大熊 孝 河川工学 新潟大学名誉教授 

崎尾 均 環境 新潟大学農学部フィールド科学教育研究センター教授 

中東 雅樹 経済 新潟大学経済学部経営学科准教授 

○三沢 眞一 農業水利 新潟大学農学部生産環境科学科教授 

陸  旻皎 水文 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

※ ◎：委員長、○：委員長代理 

 

（２）新潟県新保川流域懇談会 

関係住民、関係利水者、関係地方公共団体の長、及び検討主体から構成される「新潟県新

保川流域懇談会」を設置（表 １.２.2 参照）し、新保川生活貯水池再開発事業の検証検討内容
について意見聴取を行った。懇談会は計３回開催（表 １.１.1 参照）し、聴取した意見は新潟県
ダム事業検証検討委員会における検討の参考とした。会議は全て報道機関及び一般に公開し、傍

聴者からも意見を受け付けた。また、会議配付資料・議事要旨・議事録についても、会議終

了後、新潟県ホームページに公開した。結果は、５．２に示すとおりである。 

 

表 １.２.2 新潟県新保川流域懇談会 委員一覧（敬称略） 

 氏 名 役 職 等 

山城 利顯（加藤 建夫） 新保川水系委員長 

笹木 敏夫（橘 暢克） 大和田集落長 

髙橋 長右衛門（江口 謙二郎） 金井土地改良区理事長 

猪俣 孝一 国府川漁業協同組合 

関係住民 

山城 利顯（加藤 建夫） 新保川水系委員長 

関係利水者 甲斐 元也 佐渡市副市長 

関係地方公共団体の長 髙野 宏一郎 佐渡市長 

検討主体 佐野 裕（鈴木 興次） 
新潟県佐渡地域振興局 

地域整備部長 

※（ ）書きは第 3回流域懇談会にて変更となった委員 
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（３）パブリックコメント・にいがた県民電子会議室 

目的別の評価を行った段階で、検証検討内容について県民等から意見を聴取するために、

パブリックコメント及びにいがた県民電子会議室を実施（表 １.１.1 参照）した。実施にあた
っては、資料を新潟県ホームページに掲載するとともに、ホームページ以外でも県庁行政情

報センター及び県内 14 箇所の地域振興局（県民サービスセンター、地域整備部）に資料を備

え付けて閲覧可能とした。また、これら意見募集の実施について、新聞に掲載するなどして

広く周知した。結果は、５．３に示すとおりである。 

 

（４）新潟県公共事業再評価委員会 

事業評価監視委員会からの意見聴取は、新潟県の対応方針（案）を既設の「新潟県公共事

業再評価委員会」（表 １.２.3 参照）に本県の対応方針（案）を諮り、意見を聴取した。結果
は、５．４に示すとおりである。 

 
表 １.２.3 新潟県公共事業再評価委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 役 職 等 

秋山 三枝子 くびき野ＮＰＯサポートセンター理事長 

五十嵐 實 日本自然環境専門学校長 

今井 延子 農業法人(有)ビレッジおかだ取締役 

内山 節夫 (財)新潟経済社会リサーチセンター理事長 

◎ 大川 秀雄 新潟大学工学部長 

大塚 悟 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

岡田 史 新潟医療福祉大学社会福祉学部准教授 

鷲見 英司 新潟大学経済学部准教授 

丸山 智 (社)新潟県商工会議所連合会副会頭（長岡商工会議所会頭） 

○ 森井 俊広 新潟大学農学部教授 

※ ◎：委員長、○：委員長代理 

 
 



 

 ２-1

２. 流域及び河川の概要 

２.１ 流域の概要 

(1)流域の概要 

国府川水系新保川は、その源を新潟県佐渡市（旧金井町）の金北山に発し、国府川に合流する

流域面積 12.18km2の二級河川であり、昭和 48 年に洪水調節及び既得用水の確保のため新保川ダ

ムが完成している。 

佐渡地域の気候は日本海型気候区に属し、海洋性の特性により比較的温暖で、積雪は少なく、

年間を通じて降水量も少ない。しかし、梅雨期や台風期の集中豪雨により、大きな被害を伴う洪

水が発生している。年間総雨量は 1,400～1,600 ㎜、年平均気温 13～14℃である。 

新保川流域は、本州の日本海側地域に比べ年間の降水量が少ないうえ、降雨の流下時間も短い。

そのため地表水、地下水、伏流水とも恵まれておらず、農業用水確保のために、多くのため池が

建設されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.1 佐渡市旧市町村位置図 

新保川流域

新保橋基準点

新保川

国府川
凡例

新保川流域界新保川流域界

河川河川

ダム計画位置ダム計画位置

治水・利水基準点治水・利水基準点

市役所位置市役所位置

集水域集水域

旧市町村界旧市町村界

佐渡市役所

旧相川町 

旧佐和田町 

旧両津市

旧新穂村 

旧畑野町

旧真野町

旧金井町



 

 ２-2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.2 新保川流域一覧図 
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(2)地形・地質 

 新保川流域の地形の状況は、図 ２.１.3 に示すとおりであり、ダム計画地周辺の上流域は山地

が広がり、下流域には河岸段丘や段丘崖が広がっている。また、国府川との合流部付近では海岸

段丘が広く分布している。 

 また、新保川流域の地質の状況は図 ２.１.4 に示すとおりであり、ダム計画地周辺の上流域は

主に下戸層の砂岩・シルト岩、金北山層の石英安山岩類が分布し、下流域で主に中山層～鶴子層

の泥岩・シルト岩、段丘堆積層の礫・砂・泥が分布している。 
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図 ２.１.3 地形分類図（出展：土地分類基本調査 佐渡島 地形分類図） 
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図 ２.１.4 地質図（出展：土地分類基本調査 佐渡島 表層地質図） 
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(3)気候 

佐渡島は日本海型気候区に属するとともに、海洋性気候の特性を有するため、比較的高緯度

である割合には温暖で降雪が少ない。本州の日本海側地域に比べ、気温の差が小さく、降水量

は年間を通じて少なめである。 

佐渡地区とほぼ同緯度に位置する新潟市と比較すると、平均気温はほぼ同レベルであるが、

佐渡では新潟市に比べ冬季の気温が高く、一方、夏季の気温は低くしのぎやすい気候となって

いる。 

 
表 ２.１.1 佐渡島と新潟市の気象比較 

平均 最高 最低 平均 最大 平均 最高 最低 平均 最大

13.9 34.0 -3.2 5.0 22.4 1,213.5 2001 14.0 35.4 -3.9 3.7 16.1 1,708.0

14.2 34.9 -2.0 5.0 25.8 2,009.5 2002 14.2 37.0 -2.2 3.5 15.8 2,283.0

13.8 34.5 -2.9 4.8 27.5 1,439.0 2003 13.8 37.1 -4.2 3.4 16.2 1,688.0

14.7 36.6 -2.1 5.0 27.2 1,763.5 2004 14.7 37.0 -4.0 3.4 19.5 1,917.5

13.7 34.0 -2.2 5.5 26.1 1,551.5 2005 13.8 35.0 -3.6 3.4 15.8 1,813.0

13.8 36.7 -4.1 4.9 23.1 1,482.5 2006 13.9 38.0 -4.7 3.2 15.2 2,014.5

14.4 35.2 -2.3 4.8 24.9 1,244.0 2007 14.4 36.5 -1.8 3.1 14.7 1,748.5

14.4 32.2 -2.4 4.9 22.9 1,311.0 2008 14.2 34.8 -3.2 3.2 15.0 1,530.0

14.0 31.0 -1.9 4.8 23.6 1,561.5 2009 14.1 36.3 -4.1 3.2 14.3 1,792.5

14.5 34.9 -2.9 4.9 30.4 1,819.5 2010 14.4 35.1 -3.7 3.2 16.6 2,072.0

降水量
（mm）

相川測候所

気温（℃） 風速（m/s） 年

新潟地方気象台

気温（℃） 風速（m/s） 降水量
（mm）
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(4)土地利用状況 

新保川の流域の土地利用状況を図 ２.１.5 に示す。 

流域内において、最も多い土地利用形態は森林であり、約 80％の比率を占めている。田は 10％

を占めており、建物用地は 6.5％となっている。 

 

 

図 ２.１.5 土地利用状況の内訳 
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(5)人口 

平成17年の国勢調査によれば、佐渡市の人口は67,386人、世帯数は24,604世帯となっており、

人口は減少傾向であるのに対して、世帯数はほぼ 24,000～25,500 の間で推移している。 

 また、新保川の流域がある佐渡市金井地区においては、人口は漸減傾向であるのに対して、世

帯数は増加傾向となっている。 

 
表 ２.１.2 佐渡市の人口・世帯数の変遷（出展：国勢調査） 

（単位：人）

年 両津 相川 佐和田 金井 新穂 畑野 真野 小木 羽茂 赤泊 佐渡計

昭和35年 28,892 19,057 12,545 9,520 7,131 8,917 9,156 5,948 6,631 5,499 113,296

昭和40年 26,494 16,454 11,789 8,876 6,383 7,891 8,386 5,500 6,127 5,025 102,925

昭和45年 23,483 14,654 11,018 8,255 5,882 7,040 7,588 4,858 5,690 4,090 92,558

昭和50年 22,110 13,546 10,639 8,061 5,525 6,450 7,368 4,717 5,338 3,750 87,504

昭和55年 21,248 12,721 10,928 8,011 5,309 6,177 7,171 4,593 5,259 3,525 84,942

昭和60年 20,412 11,891 10,613 7,907 5,212 5,944 6,913 4,428 5,105 3,514 81,939

平成2年 19,432 11,121 10,108 7,509 4,964 5,611 6,709 4,210 4,905 3,492 78,061

平成7年 18,430 10,330 10,134 7,359 4,778 5,453 6,371 4,062 4,690 3,342 74,949

平成12年 17,394 9,669 10,343 7,278 4,559 5,362 6,134 3,858 4,455 3,121 72,173

平成17年 15,965 8,601 9,966 7,088 4,243 4,965 5,943 3,547 4,125 2,943 67,386  

（単位：世帯）

年 両津 相川 佐和田 金井 新穂 畑野 真野 小木 羽茂 赤泊 佐渡計

昭和35年 6,011 4,381 3,031 2,107 1,582 1,898 1,847 1,287 1,290 1,044 24,478

昭和40年 6,281 4,319 3,117 2145 1541 1857 1874 1272 1340 1030 24,776

昭和45年 6,290 4,238 3,262 2171 1552 1796 1,872 1230 1339 989 24,739

昭和50年 6,316 4,167 3,339 2,173 1569 1,758 1,870 1249 1282 978 24,701

昭和55年 6,366 4,091 3,574 2,299 1,562 1,758 1,909 1251 1,303 959 25,072

昭和60年 6,280 3,883 3,572 2,292 1,586 1,764 1,893 1233 1,271 951 24,725

平成2年 6,276 3,805 3,598 2,355 1,559 1,726 1,899 1220 1,259 931 24,628

平成7年 6,244 3,675 3,911 2,466 1,549 1,723 1,920 1,245 1,267 913 24,913

平成12年 6,228 3,641 4,161 2,549 1,552 1,868 1,929 1,298 1,295 897 25,418

平成17年 5,928 3,378 4,116 2,618 1,509 1,746 1,939 1,228 1,250 892 24,604  
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図 ２.１.6 佐渡市の総人口、世帯数の推移（出典：国勢調査） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.7 金井地区の総人口、世帯数の推移（出典：国勢調査） 
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(6)産業 

就業者数は平成 17 年国勢調査によると 36,277 人となっている。人口の減少に伴い就業人口も

減少しているが、産業別就業人口構成比は、第 1次産業 24.2％、第 2次産業 21.4％、第 3次産業

54.3％であり、第 3次産業が増加傾向にある。 

また、佐渡市においては、平成 22 年 12 月に石川県能登地域とともに日本初のジアス※1の認定

申請を行い、平成 23 年 6 月に両地域の登録が決定した。今後、農業振興だけでなく観光振興のき

っかけとしても期待されている。 

 

※1 ジアス（GIAHS：世界農業遺産）とは、FAO（国連食糧農業機関）が提唱している「Globally 

Important Agricultural Heritage Systems」の略称。後世に残すべき生物多様性を保全している

農業上の土地利用方式や景観について、FAO が認定するもの。（出典：佐渡市ホームページ） 

 
表 ２.１.3 産業別就業人口・構成比（出展：国勢調査） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.8 産業分類別就業人口の変遷（出展：国勢調査） 

 
 
 

 
 
 
 
 

図 ２.１.9 産業分類別就業者割合の変遷（出展：国勢調査） 
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(7)自然環境 

新保川の上流域は佐渡・弥彦・米山国定公園内に位置しており、ブナ自然林の分布も見られる

など豊かな緑に覆われており、クロヒロハイヌノヒゲ（ホシクサ科）やトウヒメワラビ（オシダ

科）など新潟県の本土において分布の記録のない種も確認されている。 

また、新保川に生息する魚類として、アユ、イワナ、サクラマス、ヤマメ、ウグイ、ヨシノボ

リ類、カジカ等が確認されている。他に流域に確認されている生物としては、佐渡島の固有種で

あるサドモグラや亜種サドノウサギも確認されており、ミサゴ、ハチクマ、オオタカ等の猛禽類

も確認されている。 

なお、新保川の現況水質は、B類型の基準値である BOD3mg/l を下回っており、概ね 2mg/l 以下

となっている。（図 ２.１.10） 
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図 ２.１.10 BOD75％値経年変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.１.11 水質調査箇所図 
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２.２ 河川の現状 

(1)河川の概要 

 新保川は、現況における平均河床勾配が 1/267～1/25 程度で比較的勾配は急である。また、最

下流部が本川である国府川との合流点となっているため感潮区間はなく、瀬・淵が繰り返し形成

されている。なお、主要な支川の合流はない。 

河川環境としては、新保川の上流域は佐渡・弥彦・米山国定公園内に位置しており、ブナ自然

林の分布も見られるなど豊かな緑に覆われており、水質は河川沿岸の集落及び下流部市街地によ

り若干の汚濁は伺えるものの、概ね清潔である。BOD75％値で見ると水質の経年変化はない。 

河川の水利用については、農業用水として水田等のかんがいに古くから利用されているほか、

新保川上流の水道用水、発電用水に利用されている。 

 
(2)治水と利水の歴史 

1)治水の歴史 

昭和 41 年 7 月、昭和 42 年 8 月の水害など、たびたび被害を受けたため、昭和 48 年 3 月に新保

川ダム（図 ２.２.2）を完成し、昭和 51 年より新保橋基準点の計画高水流量を 105m3/s とし、広

域基幹河川改修事業（旧中小河川改修事業）（図 ２.２.1）を進めてきているが、昭和 53 年 6 月、

平成 10 年 8 月洪水により被害を繰り返している。 

 新保川における主な洪水被害状況を表 ２.２.1、図 ２.２.3、図 ２.２.4 に示す。 
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図 ２.２.1 新保川における整備状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.2 既設新保川ダム容量配分図 
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表 ２.２.1 新保川における主な洪水被害状況（出展：水害統計） 

被害状況 
生起年月日 降雨要因 

日雨量 
（mm）

浸水面積 
（ha） 

床上浸水 
（戸） 

床下浸水 
（戸） 

総被害額 
（百万円）

昭和 41年 7月 17日 梅雨前線 124.0 0 0 0 15
昭和 42年 8月 28日 梅雨前線 166.0 0 0 10 3
昭和 53年 6月 26日 梅雨前線 244.0 90 0 0 49
平成 10年 8月 4日 梅雨前線 178.0 0 0 0 40
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.3 新保川における主な洪水被害状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.4 洪水被害記事（出展：新潟日報 S53.6.27） 
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2)利水の歴史 

新保川は佐渡市の耕地に対する水源として、広く利用されており、既得用水は 21 件、受益地区

の面積は 439ha に及ぶ。（表 ２.２.2） 

新保川流域は、毎年のように深刻な水不足に悩まされており、かんがい期には、新保橋下流に

おいて長期間にわたって瀬切れになり、大量のアユがへい死するなどの被害がたびたび発生して

いる。（図 ２.２.5）特に、平成 6年の渇水被害は大きく、約 110ha の農地が干ばつ被害に見舞わ

れている。図 ２.２.6） 

 
表 ２.２.2 既得水利一覧 
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図 ２.２.5 アユのへい死状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.6 渇水被害記事（出展：広報かない H6.9.20） 
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(3)治水の課題 

 新保川は、全川にわたり河道の疎通能力が低く、昭和 51 年から広域基幹河川改修事業（旧中小

河川改修事業）により改修を進めてきたが、最近の雨量を加えて治水安全度を見直した結果、新

保橋基準点において、基本高水のピーク流量が 105m3/s から 170m3/s となった。新保川の沿川は耕

地として高度に利用され、佐渡市の中心地として市街地周辺では住宅が密集し、佐渡市役所や学

校、病院等の公共機関が多く存在しているため、新保川沿川のさらなる治水安全度の向上が強く

望まれている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.２.7 新保川流下能力図 
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(4)利水の課題 

 新保川においては毎年のように水不足に悩まされている。渇水時の営農においては、24 時間体

制 30 分単位の輪番体制による厳しい取水管理が行われており、受益者の苦労は非常に大きい。こ

のため、新保川最上流で取水している金井地区第 1 水源（1,230m3/日）では、渇水時に上水道用

水とかんがい用水の取水調整を行っている。（図 ２.２.8） 

このような現状の中、国営佐渡農業利水事業により農業用水専用の小倉ダムが平成 19 年に完成

し、平成 25 年には新保川へ新規農業用水の供給が開始される予定である。小倉ダムの利水計画は、

新保川ダム（再開発）建設事業により、新保川沿岸の既得農業用水と河川維持流量の補給がなさ

れることを前提条件としており、さらに不足する農業用水のみの補給を行うことになっている。 

金井地区では、平成 23 年に佐渡病院の建替えが完了し、金井地区上水道の供給を受けることに

なっている。金井地区上水道では供給能力が不足するため、隣接する金井東部地区と連結して、

新保川ダム再開発事業が完成するまでの間の応急措置としているが、金井東部地区の反対感情は

強く、恒久的な対策にはなりえない。 

また、下水道整備の進捗に伴って、水道需要は増大する見込みであり、農業用水と一体となっ

た水不足は、さらに深刻さを増すことになり、流水の正常な機能の維持の確保が強く求められて

いる 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図 ２.２.8 輪番体制による取水管理 

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 17：00 21：30

② 8 4時間 21：30 1：30

③ 13 6時間 30分 1：30 8：00

④ 6 3時間 8：80 11：00

⑤ 1 30分 11：00 11：30

⑥ 5 2時間 30分 11：30 14：00

⑦ 3 1時間 30分 14：00 15：30

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 15：30 19：30

⑩ 9 4時間 30分 19：30 0：00

⑪ 15 7時間 30分 0：00 7：30

⑫ 2 1時間 7：30 8：30

⑬ 4 2時間 8：30 10：30

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
28
日 休　み

休　み

時　間　割

26
日

6
月
27
日

休　み

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 0：00 4：00

② 8 4時間 4：00 8：00

③ 13 6時間 30分 8：00 14：30

④ 6 3時間 14：30 17：30

⑤ 1 30分 17：30 18：00

⑥ 5 2時間 30分 18：00 20：30

⑦ 3 1時間 30分 20：30 22：00

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 22：00 2：00

⑩ 9 4時間 30分 2：00 6：30

⑪ 15 7時間 30分 6：30 14：00

⑫ 2 1時間 14：00 15：00

⑬ 4 2時間 15：00 17：00

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
26
日

休　み

休　み

時　間　割

6
月
25
日

休　み

月
日 屋　　号 反 別 開　始 終　了

① 8.3 4時間 7：00 11：00

② 8 4時間 11：00 15：00

③ 13 6時間 30分 15：00 21：30

④ 6 3時間 21：30 0：30

⑤ 1 30分 0：30 1：00

⑥ 5 2時間 30分 1：00 3：30

⑦ 3 1時間 30分 3：30 5：00

⑧ 4 2時間

⑨ 8 4時間 5：00 9：00

⑩ 9 4時間 30分 9：00 13：30

⑪ 15 7時間 30分 13：30 21：00

⑫ 2 1時間 21：00 22：00

⑬ 4 2時間 22：00 0：00

⑭ 3 1時間 30分

⑮ 0.5 30分

6
月
23
日

時　間　割

休　み

休　み

休　み

6
月
24
日

25
日

水田の水を確保するため、24時間30分単位の時間制で取水を実施

配水時間割表（例）
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２.３ 現行の治水計画 

(1)国府川水系河川整備基本方針 

 新保川を含む国府川水系河川整備基本方針は平成 12 年 8 月に策定している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.1 国府川水系図（参考図） 
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1)河川の整備の基本となるべき事項 

①基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項 

基本高水のピーク流量は、戦後最大洪水である昭和 53 年 6 月洪水を踏まえ、昭和 36 年 8 月洪

水等を主要な対象洪水として検討した結果、概ね70年に1度発生する規模の洪水に対処するため、

基準地点国府橋において 1,300m3/s とし、このうち洪水調節施設により 100m3/s を調節して、河道

への配分流量を 1,200m3/s とする。 

 
表 ２.３.1 基本高水のピーク流量一覧表 

（単位：m3/s） 

河川名 基準地点名 
基本高水の 

ピーク流量 

洪水調節施設に

よる調節流量 

河道への 

配分流量 

国府川 国府橋 1,300 100 1,200 

 
②主要な地点における計画高水流量に関する事項 

計画高水流量は、基準地点国府橋において 1,200m3/s とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.2 国府川計画高水流量図 
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③主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る川幅に関する事項 

本水系の主要な地点における計画高水位及び計画横断形に係る概ねの川幅は、次表のとおりと

する。 

 
表 ２.３.2 主要な地点における計画高水位一覧表 

河川名 地点名 
河口からの距離

（km） 

計画高水位 

（O.P. m） 

川幅 

（m） 

国府川 国府橋 0.99 3.34 140 

（注）O.P.：小木港平均中等潮位 

 
④主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関する事項 

国府川における既得利水としては、支川も含め水道用水 0.05m3/sec と発電用水 0.28m3/sec、及

びかんがい面積約 5,000ha の農業用水がある。 

これに対して、国府川水系の河川流況は、農業用水として高度に利用され、新穂橋付近等の大

口の農業用取水堰直下では、渇水期には毎年のように河川流量が極端に少なくなる。 

流水の正常な機能を維持するために、今後流況等の河川状況を把握し、流水の占用、漁業、流

水の清潔の保持等の観点から調査検討を行う。 
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(2)国府川水系河川整備計画 

 新保川を含む国府川水系河川整備計画は平成 13 年 2 月に策定している。 

 

1)計画対象区間 

国府川水系において、計画的に河川工事および維持を行う区間を表 ２.３.3、図 ２.３.3 に示

すような、流域内の法河川すべてを計画対象区間とする。 

 
表 ２.３.3 計画対象区間 
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図 ２.３.3 国府川水系計画対象河川位置図 
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2)計画対象期間 

計画対象期間は、概ね 25 年間とする。 

 
3)洪水、高潮等による災害の発生の防止または軽減に関する事項 

国府川本川及び流域内の一次支川等の主要河川について、70 年に一回程度発生する規模の洪水

を安全に流下させることのできる整備をめざすものとする。 

また、洪水などの発生時の被害を最小限に押さえるため、河川情報の収集と提供を行うととも

に、地域の水防活動などの体制強化を支援する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.4 国府川水系流量配分図 

 
4)河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する事項 

国府川水系の河川流況は、農業用水として高度に利用され、本川及び各支川の大口の農業用取

水堰直下では、渇水期には毎年のように河川流況が極端に少なくなる。 

このため、流況改善の視点から、適正な水利用がなされるように努めるとともに、河川流況の

把握を行う。 

さらに、地域住民に河川情報を提供することにより得られる住民意見等を参考に、流水の正常

な機能の維持に必要な流量を設定するための検討を行う。 

また、河道の整備にあたっては、瀬や淵を確保し、動植物の生息、生育等に配慮した整備に努

める。 

渇水状況の特にきびしい支川新保川において、新保橋地点における流水の正常な機能を維持す

るため、利水の現況及び動植物の生息、生育等を考慮し、10 年に 1回程度発生する渇水時におい

ても、必要な流量を確保する。 
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5)河川環境の整備と保全に関する事項 

流水の清潔の保持や景観、動植物の生息地または生育地、人と河川との豊かなふれ合いの場が

確保できるよう、新潟県水環境保全基本方針と整合を図り、河川環境の整備と保全を行う。人家

や小学校に近いところでは自然環境に配慮しつつ、身近なやすらぎ空間、環境教育の場が確保で

きるよう努める。また、国府川沿川に残された段丘斜面等の樹木群が作り出す日陰などは、魚類

の生息しやすい環境であるため、これらの河畔林を活かした河川整備に努める。 

以上の施策を行うにあたり、河川環境の調査検討を行う。 

 
6)河川の維持に関する事項 

 河川の維持管理に関しては、河川の存する地域の特性を踏まえつつ、洪水等による災害の発生

の防止、河川の適正な利用、流水の正常な機能の維持、河川環境の保全等の観点から、堤防及び

護岸などの河川管理施設の機能を確保するため、点検を定期的に行い、また、河川への不法投棄

の防止に努めるなど、地域住民の協力を得ながら適正な管理に努める。 

 
 
7)新保川の河川整備の実施に関する事項 

現況の自然環境・社会環境への影響、施工性、経済性等を考慮し、治水上の効果が早期に発現

できるよう、前掲の計画流量配分図に基づいて、水系内の未整備区間の河道拡幅等による整備と

既設新保川ダムの嵩上げといった治水方式を選定し、その実施、促進を図る。 

新保川の 70 年に１回程度発生する洪水に対処するための整備としては、治水容量を増大させる

ため、新保川ダムの嵩上げを行い、新保橋地点の流量を 170m3/s から 105m3/s に低減することによ

り、下流の家屋浸水を防止する。また、河積が不足している上流側の河道改修については、河道

の拡幅、河床掘削及び護岸等の整備を行い、疎通能力の増大を図り、計画流量 105m3/s を安全に

流下できるようにするとともに、瀬や淵ができるように整備を行なう。 

整備対象区間の市道橋から下流 L=1,200m は、河畔林が残され、美しい里山景観を呈するなど、

豊かな自然環境が残っているため、特に周辺環境に配慮する区間とし、可能な限り現況を保全す

る計画とする。床止めについては、魚道の設置により、魚類の生息環境に配慮する。 
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図 ２.３.5 新保川計画流量配分図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.6 代表横断図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.３.7 新保川ダム容量配分図 
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２.４ 現行の利水計画 

(1)国営佐渡農業利水事業 

1)概要 

国営佐渡農業利水事業では、その基幹施設として小倉ダムと外山ダムの建設を進めている。

このうち、小倉ダムは、その受益に新保川流域を含めており、平成 19 年度にダム本体が完成し、

平成 25 年度から新保川流域への補給が開始される予定である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2)経緯 

平成 3年：新保川生活貯水池再開発事業は建設事業採択を受け、本格調査を開始した。 

国営佐渡利水事業は、小倉ダム、外山ダム、梅津川ダムの 3ダムを建設すること

で計画が確定した。 

平成 6 年：新保川生活貯水池再開発事業と国営佐渡利水事業は、受益が重なるので、両事業

の整合を図るための協議を開始した。 

平成 7 年：梅津川ダム予定地が地すべりで建設不可能となったため、国営佐渡利水事業は、

新保川ダムへの参画を検討した。 

平成 12 年：新保川生活貯水池再開発事業で維持流量と新保川既得用水の安定確保を行うこと

を確認した。 

国営佐渡利水事業は、事業全体の受益面積の減少により、小倉ダムと外山ダムの 

2 ダムで補給可能となった。 

 

■ 農業利水ダムの開発

小倉ダム（北陸農政局HPより）

国営佐渡農業利水事業
・小倉ダム（新保川流域も受益）
・外山ダム

○農業用水専用の小倉ダムは平成19年度に
運用開始。
○平成25年度には新保川流域にも農業用水
の補給が開始される見込み。
○新保川流域では、必要とされる農業用水の
うち、新保川ダムを再開発しても不足する分
を小倉ダムから補給する。

新潟県内の農業用ダム及び農業関連ダム
建設中も含め80のうち佐渡市27（県内の約1/3)
（データ出典：ダム年鑑2007）

事業概要図（北陸農政局HPより）

小倉ダム諸元
型式 中央遮水ゾーン型ロックフィルダム

流域面積 直接5.7km2　間接3.3km2

堤高 64.0m
堤長 236.0m

堤体積 1,104千m3

総貯水量 4,450千m3

有効貯水量 4,200千m3

受益面積 約1,600ha (内新保川流域分約400ha)

梅津川ダム（当初計画）
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3)役割分担 

 新保川生活貯水池再開発事業は、新保川の維持流量および農業用水の既得水利権量までの

補給を行う。 

 国営佐渡利水事業は、新保川生活貯水池再開発事業が維持流量と既得農水を補給した後の
状態を踏まえ、土地改良事業によるほ場整備に伴う取水量増分を安定供給する。 

 

小倉ダムが補給

新保川生活貯水池
再開発事業が補給

河川流量

ほ場整備に伴う
取水量増

農業用水既得分

維持流量
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(2)流水の正常な機能の維持 

渇水状況の特にきびしい新保川において、新保橋地点における流水の正常な機能を維持するた

め、利水の現況及び動植物の生息、生育等を考慮し、10 年に 1回程度発生する渇水時においても、

必要な流量を確保する。 

 
表 ２.４.1 流水の正常な機能を維持するために必要な流量 

地点名 3/1～4/27 4/28～5/7 5/8～6/30 7/1～8/31 9/1～2/28 

新保橋 0.08 0.11 0.09 0.06 0.04 

（単位：m3/s） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.４.1 新保川水利縦断 

 
 
 

利水基準点：新保橋

藤
五
郎
堰
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(3)上水道計画 

 佐渡市金井地区上水道における現況水源は、図 ２.４.2 及び表 ２.４.2 に示すとおりであり、

既存取水量の合計は 2,890m3/日であるが、当該地区の水需要予測は平成 31 年において 3,388m3/

日となっており、不足する 500m3/日を新保川生活貯水池再開発事業に求めるものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２.４.2 金井地区の上水道水源 

 
表 ２.４.2 金井地区の現況水源 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 設 名 河川名
1日最大
取水量

備 考

第１水源
中部地区

(丸ツブリ浄水場)
新保川 1,230m3

S49.3.10 普通河川水利使用許可
S49.6.11 国有地使用許可
1,230m3/日

第2水源 東部地区

(柱山浄水場)
藤津川 1,030m3

S56.3.18
河川法23条許可
0.0119m3/s

第3水源 深井戸 地下水 630m3

合計 2,890m3
必要水量3,388m3/日
3,388－2,890＝498m3/日
→ ダム補給500m3/日

施 設 名 河川名
1日最大
取水量

備 考

第１水源
中部地区

(丸ツブリ浄水場)
新保川 1,230m3

S49.3.10 普通河川水利使用許可
S49.6.11 国有地使用許可
1,230m3/日

第2水源 東部地区

(柱山浄水場)
藤津川 1,030m3

S56.3.18
河川法23条許可
0.0119m3/s

第3水源 深井戸 地下水 630m3

合計 2,890m3
必要水量3,388m3/日
3,388－2,890＝498m3/日
→ ダム補給500m3/日



 ３-1

３. 検証対象ダムの概要 

３.１ 新保川生活貯水池再開発事業の目的等 

(1) 事業の概要 

新保川生活貯水池再開発事業は、国府川水系新保川の新潟県佐渡市大字千種、新保地

先に多目的ダムとして既設新保川ダムを嵩上げするものである。 

ダムは重力式コンクリートダムとして、高さ 38.0m（29.0m）、総貯水容量 1,150,000m3

（500,000m3）、有効貯水容量 1,040,000m3（407,000m3）であり、洪水調節、流水の正常な

機能の維持、上水道用水の補給を目的とする。※( )内は既設ダムの諸元 

 
 ○ 洪水調節 

ダム地点の計画高水流量 130m3/s のうち、70m3/s の洪水調節を行い、下流新保川

沿川地域の水害を防除する。 

 ○ 流水の正常な機能の維持 
ダム地点下流の新保川沿川の既得用水の補給を行う等、流水の正常な機能の維持

と増進を図る。 

 ○ 上水道用水の補給 
佐渡市に対し、新保川ダム地点において、新たに 1 日最大 500 立方メートルの水

道用水の取水を可能ならしめる。 

 
(2) 事業の必要性 

新保川沿川では、洪水により多くの被害をもたらしてきた。近年では、昭和 41 年 7 月

17 日水害、昭和 42 年 8 月 28 日水害で、人家の浸水、堤防の決壊、田畑の冠水等甚大なも

のがあったほか、昭和 53 年、平成 10 年洪水等により被害を繰り返している。 

そこで、下流河道の改修事業、新保川ダムの再開発事業により洪水調節を行い、新保川

の治水安全度を高めて沿岸住民の不安を一掃するものである。 

一方、例年渇水期には、新保川沿川一帯において水不足の状況であり、本ダムにより、

既得用水の補給および流水の正常な機能の維持と増進を図るものである。 

また、流域では市街地への人口集中が進み、上水道の水源は藤津川、新保川と地下水に

よっているが、取水可能量は限度に達していることから、新たな水源の確保が強く望まれ

ている。 

このように、治水はもとより利水においても早急な対策が望まれており、新保川ダムの

再開発には大きな期待が寄せられている。 
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(3) ダムおよび貯水池の諸元等 

ダムおよび貯水池諸元等は、以下に示すとおりである。 
 

① ダム位置および形式の選定 

新保川生活貯水池再開発事業は、既設ダムを嵩上げして現状の貯水機能を増大するもの

である。ダム位置は既設ダム地点とし、ダム型式については既設ダムが重力式コンクリー

トダムであること、また地形・地質情報等を勘案して既設ダムと同様に重力式コンクリー

トダム型式とする。 

 

② 総事業費及び工期 

総 事 業 費       56 億円 

工 期  平成 3年から平成 51 年頃を予定 

 

③ ダムの諸元 ※( )内は既設ダムの諸元 

位 置  左 岸；新潟県佐渡市大字新保 

            右 岸；新潟県佐渡市大字千種 

型 式    重力式コンクリートダム 

堤 高        38.0ｍ（29.0ｍ） 

堤 頂 長       254.0ｍ（199.0ｍ） 

堤 体 積      87,000ｍ3（31,000ｍ3） 

           ［うち本体嵩上分 56,000ｍ3］ 

非 越 流 部 標 高   EL.179.00ｍ（EL.170.00ｍ） 

 

④ 貯水池諸元 ※( )内は既設ダムの諸元 
集 水 面 積          9.27km2 

湛 水 面 積         0.12km2（0.06km2） 

総 貯 水 容 量    1,150,000ｍ3（500,000ｍ3） 

有 効 貯 水 容 量    1,040,000ｍ3（407,000ｍ3） 

常 時 満 水 位    EL.169.50ｍ（EL.160.20ｍ） 

サーチャージ水位    EL.175.50ｍ（EL.167.80ｍ） 

設 計 洪 水 位    EL.177.00ｍ（EL.169.00ｍ） 

 

⑤ 放流設備等 
常 用 洪 水 吐 き  オリフィスによる自然調節 

幅 3.60ｍ×高 3.60ｍ×1門（敷高 EL.168.50ｍ） 

非 常 用 洪 水 吐 き  クレスト自由越流 

                     幅 12.0ｍ×高 1.5ｍ×6門 

計 画 高 水 流 量          130ｍ3/s  

ダム設計洪水流量         320ｍ3/s  
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図 ３.１.1 堤体平面図 
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図 ３.１.2 堤体下流面図 
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図 ３.１.3 堤体標準断面図
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図 ３.１.4 計画高水流量配分図 

 

 

ｻｰﾁｬｰｼﾞ水位　EL 175.5 m

洪水調節容量　580,000 m3

洪水期制限水位　EL 168.5 m

最低水位　EL 159.0 m

堆砂容量　110,000 m3

ダム頂
EL 179.0 m

基礎岩盤　EL 141.0 m

38.0 m 洪水期利水容量　460,000 m3

流水の正常な
　　　機能の維持　　440,000 m3

水道用水　　　　　　   20,000 m3

常時満水位　EL 169.5 m

非洪水期利水容量　520,000 m3

流水の正常な
　　　機能の維持　　470,000 m3

水道用水　　　　　　   50,000 m3

有効貯水容量
1,040,000 m3

総貯水容量
1,150,000 m3

 

図 ３.１.5 新保川ダム貯水池容量配分図 
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図 ３.１.6  新保川ダム地点・基準点における洪水調節ハイドログラフ（対象降雨：S36.8.4） 
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３.２ 新保川生活貯水池再開発事業の経緯 

新保川生活貯水池再開発事業は、平成 3年に建設事業採択され、鋭意事業の進捗を図って

いるところである。事業の経緯を表 ３.２.1 に示す。 

 

 

表 ３.２.1 事業の経緯 

年月日 事業の内容 

平成元年～ 予備調査 

平成 3年 建設事業採択 

平成 12 年 8 月 11 日 国府川水系河川整備基本方針 策定 

平成 13 年 2 月 2日 国府川水系河川整備計画 策定 

平成 19 年 6 月 4 日 新保川河川総合開発事業 

新保川生活貯水池建設工事に関する基本協定締結 

工事受託に関する協定締結 

平成 20 年 3 月 21 日 新保川ダム（再開発）建設事業全体計画認可 
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３.３ 新保川生活貯水池再開発事業の進捗状況 

新保川生活貯水池再開発事業は、平成3年に建設着手し、平成21年度における進捗状況は、

下記のとおりである。 

 

表 ３.３.1 新保川生活貯水池再開発事業の進捗率 

計画 平成 21 年度末完了  

数量 全体額 数量 執行額 

進捗状況（％） 

（事業費ベース） 

事業費 － 56 億円 － 12.3 億円 22.0％

用地取得 8.8ha 0.5 億円 7.0ha 0.4 億円 79.5％

工事用道路 0.2km 0.4 億円 未着手 0億円 0％

付替道路 1.5km 5.1 億円 未着手 0億円 0％

ダム本体工事 1 式 32.9 億円 未着手 0億円 0％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ３.３.1 事業の進捗状況（平成 21 年度末） 
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総事業費 56.0 億円 0.5 億円 0.4 億円 5.1 億円
執行済額 12.3 億円 0.4 億円 0億円 0億円
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図 ３.３.2 新保川生活貯水池再開発事業の進捗状況 
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４. 新保川ダム検証に係る検討の内容 

４.１ 検証対象ダム事業の点検 

４.１.１ ダム事業費の点検 

新保川生活貯水池再開発事業費の点検として、平成 22年度以降の残事業費について、物価

変動を考慮して残事業費を点検するとともに、新潟県施工で直近に完成した同形式ダムの実

績工事単価を用いて確認を行った結果、現行事業費に基づく残事業と大きな差がないことか

ら、妥当な事業費であることを確認した。 

 
① 点検手法 

a) 現行の事業費から執行済みの事業費を差し引き、残事業費を算出する。 

b) 残事業費を平成 22年度時点の物価に補正する。 

 c) 新潟県施工で直近に完成した同形式ダム（重力式コンクリートダム）である広神ダム

の実績単価を新保川ダムの単価と置き換えて、平成 22年度以降の残事業費を算出する。 
 

② 算定結果 

現行事業費における新保川ダムの平成 21 年度までの執行済み額は 12.3 億円、残事業費は

43.7 億円であり、平成 22 年度時点の物価に補正すると 43.6 億円となる。これを広神ダムの

実績単価を新保川ダムの単価と置き換えて、平成 22 年度以降の残事業費を算出すると、45.4

億円となり、現行事業費に基づく残事業費と大きな差がないことから、妥当な事業費である

ことを確認した。詳細は表 ４.１.1 に示すとおりである。 

 

表 ４.１.1 新保川生活貯水池再開発事業費の点検 

 

 

 

45.4億円－43.6億円＝1.8億円

行政経費である事務費を広神ダム
事業費で確認することは不適

建設事務所等

試験用機械購入等

付替市道 1.5km

用地買収 1.8ha

ダム詳細設計、施工計画詳細検討
環境調査等

工事用道路 L=0.2km

通信設備、管理棟、警報設備等

仮排水工 １式、コンクリート ６万m3
ゲート等

主な残工事の内容

４５．４億円４３．６億円４３．７億円１２．３億円５６億円事業費

(０．１億円)０．１億円０．１億円０．４億円０．５億円補償費

営繕費

機械器具
費

用地及び
補償費

測量及び
試験費

本工事費

細 目

補償工事費

仮設備費

管理設備費

ダム費

工 種

０．６億円０．４億円０．４億円０．１億円０．５億円

０．２億円０．２億円０．２億円０．０億円０．２億円

(５．１億円)５．１億円５．１億円０．０億円５．１億円

(５．２億円)５．２億円５．２億円０．４億円５．６億円

３．３億円３．３億円３．３億円１１．１億円１４．４億円

０．４億円０．４億円０．４億円０．０億円０．４億円

３．７億円２．９億円２．９億円０．０億円２．９億円

２９．３億円２９．５億円２９．６億円０．０億円２９．６億円

３４．４億円３２．８億円３２．９億円０．０億円３２．９億円

１．７億円

４１．９億円

④
Ｈ２２以降
残事業費

［Ｈ22時点物価］

(１．７億円)１．７億円０．７億円２．４億円事務費

４３．７億円４２．０億円１１．６億円５３．６億円工事費

⑤
広神ダム
事業費で
確 認

［Ｈ22完了］

③
Ｈ２２以降
残事業費
（①－②）

［H21改訂時物価］

②
Ｈ２１迄の
支出済額

①
現行の
事業費
（５６億円）

項 目

45.4億円－43.6億円＝1.8億円

行政経費である事務費を広神ダム
事業費で確認することは不適

建設事務所等

試験用機械購入等

付替市道 1.5km

用地買収 1.8ha

ダム詳細設計、施工計画詳細検討
環境調査等

工事用道路 L=0.2km

通信設備、管理棟、警報設備等

仮排水工 １式、コンクリート ６万m3
ゲート等

主な残工事の内容

４５．４億円４３．６億円４３．７億円１２．３億円５６億円事業費

(０．１億円)０．１億円０．１億円０．４億円０．５億円補償費

営繕費

機械器具
費

用地及び
補償費

測量及び
試験費

本工事費

細 目

補償工事費

仮設備費

管理設備費

ダム費

工 種

０．６億円０．４億円０．４億円０．１億円０．５億円

０．２億円０．２億円０．２億円０．０億円０．２億円

(５．１億円)５．１億円５．１億円０．０億円５．１億円

(５．２億円)５．２億円５．２億円０．４億円５．６億円

３．３億円３．３億円３．３億円１１．１億円１４．４億円

０．４億円０．４億円０．４億円０．０億円０．４億円

３．７億円２．９億円２．９億円０．０億円２．９億円

２９．３億円２９．５億円２９．６億円０．０億円２９．６億円

３４．４億円３２．８億円３２．９億円０．０億円３２．９億円

１．７億円

４１．９億円

④
Ｈ２２以降
残事業費

［Ｈ22時点物価］

(１．７億円)１．７億円０．７億円２．４億円事務費

４３．７億円４２．０億円１１．６億円５３．６億円工事費

⑤
広神ダム
事業費で
確 認

［Ｈ22完了］

③
Ｈ２２以降
残事業費
（①－②）

［H21改訂時物価］

②
Ｈ２１迄の
支出済額

①
現行の
事業費
（５６億円）

項 目

○ ( ）内の費用は、広神ダムとの現場・地域条件等が異なり、広神ダムで確認できないため、同額とした。
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４.１.２ 工期の点検 

工期については、経済的・技術的な視点及び新潟県のダム事業の予算状況を考慮すると、完成

は平成 39年度頃から平成 51年度頃になると考えられる｡ 
 
(1) 経済的・技術的な視点からの工期 

最も効率的で経済性に優れ、技術的に施工が可能な工期を設定した場合の最短必要期間を

算出すると､5年となる｡ 
 

表 ４.１.2 新保川ダム最短必要期間 

本体工事 

ダム名 

準備工 

（転流工、 

工事用道路） 掘削工 堤体工 
管理設備 

試験湛水 

必要期間 

新保川 － 1 年 3 年 1 年 約 5年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４.１.1 新保川ダム工程計画 
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(2) ダム事業予算状況からの工期 
新潟県の平成 22年度のダム事業予算は約 30億円である､平成 23年度以後も年間ダム事業

予算 30億円が継続すると仮定する。平成 22年度において継続ダムとして 3ダムが施工中で
あり、検証対象ダムとして 4ダムがある。それらのダム残事業費の合計約 896億円を仮定し
た予算 30億円で除すと約 30年となり、継続ダムの事業終了が平成 34年頃、翌平成 35年頃
より検証 4ダムの事業が開始され、完了が平成 51年頃の見込みとなる｡ 

 
表 ４.１.3 新潟県ダム建設事業全体の残事業費と必要期間 

検
証
ダ
ム

継
続
ダ
ム

約３０年
(896億円÷30億円)

約896億円

208.8億円111.2億円鵜 川ダム

242.9億円128.7億円常浪川ダム

165.7億円72.3億円儀明川ダム

61.5億円26.5億円晒 川ダム

43.6億円

168.2億円

5.0億円

残事業費

12.3億円

161.8億円

365.0億円

H21年度まで 必要期間残事業費計

新保川ダム

奥胎内ダム

広神ダム(H22完了)

検
証
ダ
ム

継
続
ダ
ム

約３０年
(896億円÷30億円)

約896億円

208.8億円111.2億円鵜 川ダム

242.9億円128.7億円常浪川ダム

165.7億円72.3億円儀明川ダム

61.5億円26.5億円晒 川ダム

43.6億円

168.2億円

5.0億円

残事業費

12.3億円

161.8億円

365.0億円

H21年度まで 必要期間残事業費計

新保川ダム

奥胎内ダム

広神ダム(H22完了)

 
 
(3) 現時点での完成見込み 

これらを踏まえると現時点での新保川ダムの完成見込みは、最短で平成 39年頃､ダム事業
予算を考慮すると平成 51年頃になると考えられる｡ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４.１.2 検証 4ダムの現時点での完成見込み

常浪川ダム

儀明川ダム

晒 川ダム

新保川ダム

年度H51頃H35頃 H40 H45 H50

平成２３年度以降、
ダム事業予算を
３０億円と仮定
↓

平成５１年度頃に
４ダムが完成見込み

とこなみがわ

ぎみょうがわ

さらし がわ

しんぼがわ

最短で
H41年度頃完成

最短で
H41年度頃完成

最短で
H39年度頃完成

７年

５年

11年

７年

最短で
H45年度頃完成
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４.１.３ 堆砂計画の点検 

① 現行の堆砂計画 

現行の堆砂計画は、既設の新保川ダムと上流の既設砂防ダム（1～5号）の堆砂量を調査し、

実績比堆砂量を割り出して、堆砂容量を決定している。 

なお、3 号砂防ダムより上流域については、3 号から 5 号砂防ダムの堆砂量を勘案すると

100年以上対応可能であることから、新保川ダムの計画堆砂量には考慮していない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 ４.１.3 平成 13 年時点の新保川ダム上流既設砂防ダムの堆砂状況 

既設砂防ダム（1、2号）が満砂であ

ることから、下流域面積 2.82km2に

おける発生土砂は新保川ダムで補

足することとなる。 

上流域 6.45km2分は既設砂防ダム（3～5号）で 100 年以上対応

可能であることから、新保川ダムの堆砂計画には考慮しない。
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平成 13 年時点での下流域 2.82km2分の実績堆砂量（図 ４.１.3 より合計 V=40,240m3）か

ら比堆砂量を算定した結果、既設砂防ダムの堆砂量を考慮して約 380m3/km2/年と算定した。 

以下に詳細な計算を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
４-6

②堆砂量の現状 

新保川ダム貯水池内の、平成 21 年度時点までの堆砂量は下図のとおり 2.7 万 m3である。 

新保川ダムサイト　実績堆砂量の推移（昭和63年～平成21年迄)
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図 ４.１.4 新保川ダム堆砂量の推移 

③実績堆砂量に基づく比堆砂量の検証 

先の図 4.1.3および図 ４.１.4に示した実績堆砂量から比堆砂量を試算し、既往の計画比堆

砂量 380m3/ km2 /年と比較した。試算方法は、実績堆砂量データを最新データに更新して再計

算した。 

 

a)各ダムの堆砂年数と集水面積 

現行の堆砂計画と同一の考え方で、平成 12年～平成 21年までの経過年数を加えると、下

図・下表のとおりとなる。 

 
図 ４.１.5 各ダムの堆砂期間と集水面積の関係図 

 

S48～現在 
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表 ４.１.4 各ダムの集水面積 

対応年次 経過年数 T(年) 対象の砂防ダム A(km2) T×A(年・km2)

S32～S44 12 2 号 1.78 21.3

S44～S48 4 2 号・1 号 2.17 8.6

S48～H21 36 2 号・1 号・新保川ダム 2.82 101.5

合   計    131.4

 

b)比堆砂量の算定 

上の表 ４.１.4 と平成 21 年までの実績堆砂量（表 ４.１.5）より、比堆砂量 V(m3/km2/

年)を計算すると以下のとおりとなる。 

V ＝ 50,900m3÷131.4年・km2 ＝ 387(m3/km2/年) 

以上より、既往のダム計画の計画堆砂量(380m3/km2/年)と概ね同値であることから、現行の

堆砂計画は妥当であると考えられる。 

 
表 ４.１.5 実績堆砂量 

時点 砂防ダム 堆砂量(m3) 備考 

H12 時点 1 号砂防ダム 11400 満砂 

H12 時点 2 号砂防ダム 12500 満砂 

H12 時点 新保川ダム 16340 実測値 

H21 時点 新保川ダム 27000 実測値 

H21 時点の合計 50,900 表 4.1.4 の 131.4V に等しい 
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４.１.４ 計画雨量の点検 

(1) 至近年データを追加した場合の計画雨量の妥当性の確認 

新保川ダムの既往計画における計画降雨は、以下のとおりに設定されている。 

・計画雨量 220mm/日（w=1/70年） 

※昭和 15年から平成 11年までの降雨データを確率処理 

・降雨継続時間：1日 

・計画降雨波形：昭和 36年 8月 4日型 

現行計画の日雨量 220mmの妥当性を検証するために、既往計画の確率日雨量計算で使用さ

れている日雨量データに平成 12年から平成 21年のデータを追加して統計解析を行った。 
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図 ４.１.6 水文データを追加した 2000 年以降の年最大日雨量 
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SLSCおよび jackknife推定誤差分散より Gunbel分布を選定した。解析の結果、確率雨量は

既往計画雨量と同値の 220mmとなり、既往計画日雨量は妥当であることを確認した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

w=1/70

R
=
2
2
0
m
m
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(2) 平成 23 年 7 月新潟・福島豪雨の状況を考慮した場合の計画雨量の妥当性の確認 

平成 23年 7月 28日～29日に発生した新潟・福島豪雨時の新保川流域の実績雨量は、図 ４.

１.7 に示すとおりである。新保川流域の最大日雨量は 77mm であり、1/2 年以下の降雨となっ

ており、新保川における整備計画規模は 1/70 であるので、現計画に則って改修を進めていく

ことで問題はないと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.１.7 新保川流域における新潟・福島豪雨 
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４.１.５ 利水計画の点検 

[1] 基本協定締結時の水需要計画の概要 

新保川生活貯水池再開発事業における佐渡市との基本協定は、平成 19年度に締結され
ている。同協定において基礎資料となった佐渡市金井地区の水需給計画は、平成 17年度
に策定されたものであり、その概要は表 ４.１.6 に示すとおりである。 

 
表 ４.１.6 佐渡市金井地区水需要計画（平成 17 年度） 

番号 項目 平成 16 年度実績 平成 31 年 

① 給水人口 4,988 人 

（自然増）4,971 

（社会増）240 

   計 5,210 人 

② 生活用水原単位 242ℓ/日/人 305ℓ/日/人 

③ 
1 日平均生活用水量 

①×② 
1,207m3/日 1,589m3/日 

④ 業務・営業用使用水量 96 m3/日 96 m3/日 

⑤ 工場用使用水量 55 m3/日 61 m3/日 

⑥ その他用使用水量 71 m3/日 33 m3/日 

⑦ 
1 日平均給水量 

③+④+⑤+⑥ 
1,429 m3/日 1,779 m3/日 

⑧ 有効率 84.4％ 89％ 

⑨ 負荷率 65.9％ 65％ 

⑩ 
1 日最大給水量 

⑦÷⑧÷⑨ 
2,569 m3/日 3,080 m3/日 

注）金井地区では、新規住宅開発を計画しており、平成 31 年までに 200 戸を建設する予

定である。これに伴う地区外からの流入人口を 240 人と見込んでいる。 

 

以上のように、計画年次平成 31 年における 1日最大給水量は、3,080 m3/日となり、こ

れに 10％の浄水ロスを見込むと、計画取水量は、3,388 m3/日となる。 

3,080 m3/日×（1＋0.1）＝3,388 m3/日 

 

注）「水道施設設計指針・解説」の「3.1.2 計画取水量」の項に、「計画取水量は、計画一

日最大給水量を基準とし、その他必要に応じ作業用水等を見込むものとする。」と記

載されており、解説の欄に「取水地点から浄水場に至る間においても、導水施設の状

況などによる損失水量があり、また浄水施設では沪過砂洗浄などの作業用水を必要

とするので、これらを勘案して計画一日最大給水量の 10％程度増しとして計画取水

量を定めることが必要である。」となっている。 
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一方、現況水源は、表 ４.１.7 に示すように 2,890m3/日であることから、約 500 m3/

日の水源が不足する。この不足水源を新保川ダムに求めるものである。 

3,388 m3/日－2,890 m3/日＝498 m3/日 

 

表 ４.１.7 金井町の現況水源 

 第 1 水源 第 2水源 第 3水源 

施設名 
中部地区 

（丸ツブリ浄水場）

西部地区 

（柱山浄水場） 
深井戸 

河川名 新保川（表流水） 藤津川（表流水） 地下水 

1 日最大取水量 1230 m3/日 1030 m3/日 630 m3/日 

既存取水量の合計 2,890 m3/日 

4,971

5,200

4500

4600

4700

4800

4900

5000

5100

5200

5300

5400

5500

H7 H12 H17 H22 H27

給
水
人
口
(人
）

 

305

200

220

240

260

280

300

H7 H12 H17 H22 H27

生
活
用
水
原
単
位
（
l/
人
/
日
)

 
図 ４.１.8 平成 17 年水需給計画のトレンド曲線 
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 ４-13

[2] 金井地区上水道事業の点検・確認 

平成 17 年策定の水需要計画について、至近 10 ヶ年（平成 11 年～平成 20 年）のデータ

を用いて妥当性を点検・確認した。点検・確認にあたって、前提条件は次のとおりとした。 

 

 新保川ダムの完成予想時期は、最短で平成 39 年であるので、計画目標年次は、

平成 39 年とする。 

 新規住宅建築は、現時点において進行していないので、給水人口の社会増は除

外する。 

 平成 23 年から佐渡総合病院への給水が開始されるので、これによる需要増を見

込む。 

 佐渡市金井地区上水道事業は、上記の需要増に対応するために、緊急措置とし

て金井地区と金井東部簡易水道地区を連結することで、平成 22 年 3 月に変更認

可を受けている。しかし、これは金井地区で安定水源が確保されるまでの暫定

措置であり、将来的には両地区を分離する方針であるので、金井地区単独での

水需給状況を点検する。 

 

給水人口および生活用水原単位のトレンド予測にあたっては、水道施設設計指針に則り、

次の 5手法による推計を行い、過去の実績値と予測計算値の相関係数が最も良い手法の推

算値を採用した。 

① 年平均増減数による手法 

② 年平均増減率による手法 

③ 修正指数曲線による手法 

④ べき曲線による手法 

⑤ ロジスティック曲線式による手法 
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① 給水人口 

金井地区における至近 10 ヶ年の給水人口の推移は、図 ４.１.9 に示すとおりであり、

横ばいもしくは微減となっている。これより、年平均増減率による手法で、平成 39 年次の

給水人口を推算すると 4,875 人となる。 

 

【実績値】 

 

 

 

 

【推算値】 
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図 ４.１.9 金井地区給水人口の推移 

 

 

H39 

（単位：人）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

給水区域内
人 口

4,915 4,987 4,992 4,947 4,976 4,988 4,970 4,949 4,978 4,902

（単位：人）
　　　　年度
項目 Ｈ21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 39

給水区域内
人 口

4,901 4,899 4,898 4,896 4,895 4,893 4,892 4,890 4,889 4,888 4,886 4,885 4,883 4,882 4,880 4,875
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② 生活用水原単位 

金井地区における至近 10 ヶ年の生活用水原単位の推移は、図 ４.１.10 に示すとおり

である。生活用水原単位は、平成 11 年～18 年の間は増加傾向にあり、平成 19 年に減少し

ているが、10 ヶ年全体のトレンドとしては、微増傾向にある。これより、べき曲線による

手法で平成 39 年次の生活用水原単位を推算すると 259ℓ/人/日となる。 

 

【実績値】 

 

 

 

 

【推算値】 
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図 ４.１.10 金井地区生活用水原単位の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

H39 

（単位：ℓ/人/日）
　　　　年度
項目

Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

原単位 214 225 228 233 239 242 244 245 236 238

（単位：ℓ/人/日）
　　　　年度
項目

Ｈ21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 39

原単位 248 247 248 249 250 251 252 252 253 254 254 255 256 256 257 259
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③ 1 日平均生活用水量 

前項に示した給水人口・生活用水原単位の実績値および将来予測値を用いて平成 39 年次

の 1日平均生活用水量を推算すると、以下に示すとおり 1,263ｍ3/日となる。 

 

【実績値】 

 

 

 

 

【推算値】 
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図 ４.１.11 金井地区 1日平均生活用水量の推移 

 

注）1日平均生活用水量推算値：給水人口推算値×生活用水原単位推算値 

 

 

H39 

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

生活用水 1,052 1,122 1,138 1,153 1,189 1,207 1,213 1,213 1,175 1,167

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 39

生活用水 1,215 1,210 1,215 1,219 1,224 1,228 1,233 1,232 1,237 1,242 1,241 1,246 1,250 1,250 1,254 1,263
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④ 業務・営業用 1日平均使用水量 

業務・営業用の 1日平均使用水量は、表 ４.１.8 に示すように平成 15 年以降は、96ｍ

3/日で一定していることから、将来にわたって変動しないと考え、平成 21 年～平成 39 年

の計画値は 96ｍ3/日で一定とする。 

 

表 ４.１.8 業務・営業 1日平均使用水量の実績値 

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

業務営業用 126 115 121 123 96 96 96 96 96 96
 

 
⑤ 工場用 1日平均使用水量 

工場用の 1 日平均使用水量は、表 ４.１.9 に示すように平成 15 年以降は、55ｍ3/

日で一定していることから、将来にわたって変動しないと考え、平成 21 年～平成 39 年

の計画値は 55ｍ3/日で一定とする。 

 

表 ４.１.9 工場用 1日平均使用水量の実績値 

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

工場用 68 52 49 60 55 55 55 55 55 55
 

 
⑥ その他用 1日平均使用水量 

その他用の 1 日平均使用水量は、公園等で消費される水量であるが、表 ４.１.10 に示

すように、平成 15 年以降は、71ｍ3/日で一定していることから、将来にわたって変動しな

いと考え、平成 21 年～平成 39 年の計画値は 71ｍ3/日で一定とする。 

 

表 ４.１.10 その他用 1日使用水量の実績値 

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

その他用 161 148 85 68 71 71 71 71 71 71
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⑦ 佐渡総合病院用 1日平均使用水量 

佐渡総合病院への給水は、現在は専用水道より供給されているが、平成 23 年より金井地

区上水道からの供給が開始される予定である。佐渡総合病院の至近 10 ヶ年の 1日平均使用

水量は、表 ４.１.11 に示すとおりであり、漸減傾向にある。 

しかし、高齢化が進展していく社会情勢の中で、将来にわたって減少傾向が継続すると

考える推定は妥当性に欠けるものである。よって、至近 2ヶ年の使用水量を重視して、平

成 23 年～平成 39 年の 1日平均使用水量計画値は 250ｍ3/日で一定とする。 

 

表 ４.１.11 佐渡総合病院（旧専用水道）1日平均給水量の実績値 

（単位：m3/日）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

1日平均
給水量

387 331 318 316 246 253 296 278 256 248
 

 
図 ４.１.12 建設中の佐渡総合病院 

⑧ 1 日平均使用水量 

前項までに示した諸使用水量を取りまとめると、1 日平均使用水量は表 ４.１.12 に示

すとおりとなり、平成 39 年次の予測値は 1,735ｍ3/日となる。 

 

表 ４.１.12 1 日平均使用水量 

用途 平成 20 年実績値 平成 39 年予測値 

生活用水 1,167ｍ3/日 1,263ｍ3/日 

業務・営業用 96 96 

工場用 55 55 

その他用 71 71 

佐渡総合病院用 － 250 

合計 1,389ｍ3/日 1,735ｍ3/日 
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⑨ 有効率 

金井地区における至近 10 ヶ年の有効率は、表 ４.１.13 に示すとおりであり、80.9％

～93.2％の間で変動しており、一方的な減少あるいは増加の傾向は無い。金井地区では、

管路更新は完了しており、今後、平成 39 年までの間で大きな変動要因は無いことから、至

近 10 ヶ年の平均値 86.2％に着目し、有効率の計画値は 87％とする。 

 

表 ４.１.13 金井地区の有効率の実績値 

（単位：％）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

有効率 81.8 80.9 82.1 84.9 88.4 86.1 86.9 90.6 93.2 86.8
 

 
⑩ 負荷率 

金井地区における至近 10 ヶ年の負荷率は、表 ４.１.14 に示すとおりであり、62.1％～

74.7％の間で変動しており、一方的な減少あるいは増加の傾向は無い。至近 10 ヶ年の平均

値は 67.9％であるが、負荷率は、降雨や気温等の気象条件の影響を受けるパラメータであ

り、平均値で計画立案をすることは危険である。 

一方、平成 17 年度策定の水需給計画では、負荷率の計画値を 65％としており、至近 10

ヶ年の 2番目に小さい値をカバーしており、妥当な値と言える。よって、負荷率の計画値

は 65％を採用する。 

 

表 ４.１.14 金井地区負荷率の実績値 

（単位：％）
　　　　年度
項目 Ｈ11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

負荷率 68.4 68.5 74.7 68.7 67.4 65.9 71.4 66.5 62.1 65.8
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⑪ 1 日最大給水量 

前述までに点検した金井地区の水需要予測を取りまとめると、表 ４.１.15 のとおりと

なり、平成 39 年次における 1日最大給水量の予測値は 3,068ｍ3/日となる。 

 

表 ４.１.15 金井地区水需要予測結果 

番号 項目 平成 20 年度実績 平成 39 年予測値 

参考 

平成 17 年時の 

予測値 

① 給水人口 4,902 人 4,880 人 5,210 人 

② 生活用水原単位 238ℓ/人/日 257ℓ/人/日 305ℓ/人/日 

③ 
1 日平均生活用水量 

①×② 
1,167m3/日 1,263 m3/日 1,589m3/日 

④ 
業務・営業用使用水

量 
96 m3/日 96 m3/日 96 m3/日 

⑤ 工場用使用水量 55 m3/日 55 m3/日 61 m3/日 

⑥ その他用使用水量 71 m3/日 71 m3/日 33 m3/日 

⑥’ 
佐渡総合病院用使用

水量 
－ 250 m3/日 － 

⑦ 
1 日平均給水量 

③+④+⑤+⑥+⑥’ 
1,389 m3/日 1,735 m3/日 1,779 m3/日 

⑧ 有効率 86.8％ 87％ 89％ 

⑨ 負荷率 65.8％ 65％ 65％ 

⑩ 1 日最大給水量 2,432 m3/日 3,068 m3/日 3,080 m3/日 

 

⑫ 利水事業計画の点検・確認の結果 

金井地区の水需要予測を点検・確認した結果、将来（平成 39 年次）の 1日最大給水量の

予測値は、3,068 m3/日となった。これに 10％の浄水ロスを見込むと、将来の計画取水量

は、 

計画取水量＝1日最大給水量 3,068 m3/日×（1＋0.1） 

＝3,375 m3/日 

となる。 

一方、金井地区の現況保有水源は、表 ４.１.7 に示したように、合計で 2,890 m3/日で

あるから、 

3,375 m3/日－2,890 m3/日＝485 m3/日 

の水源が不足する。 

したがって、新保川ダムにより500m3/日の新規水源を得ようとする現利水事業計画は「そ

の必要性において妥当である」と確認した。 
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４.１.６ 利水容量の点検 

新保川生活貯水池再開発事業の利水計画は、昭和 55 年～平成 13 年の 22 ヶ年の水文資料に基

づいて検討されており、平成元年を計画基準年として利水容量を決定している。 

計画基準年：平成元年 

利水容量：非洪水期（10 月 1 日～6月 15 日） 

利水容量      520,000m3 

流水の正常な 
機能の維持   470,000m3 

上水道      50,000m3 

洪水期（6月 16 日～9月 30 日） 

利水容量      460,000m3 

流水の正常な 
機能の維持   440,000m3 

上水道      20,000m3 

 

今回のダム事業の検証に当たり、平成 14 年～平成 21 年の至近年データを追加して、上記の利

水容量を確認したところ、計画基準年である平成元年を上回る渇水が無かったことから、現計画

を変更しないこととした。 
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表 ４.１.16 新保川ダム各年必要容量 

（新規上水：通年 500m3/日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 年 全年 順 洪水期間 順

1 昭和５５年 125 125

2 昭和５６年 214 214

3 昭和５７年 878 ① 792 ①

4 昭和５８年 81 80

5 昭和５９年 160 160

6 昭和６０年 406 　 406 　

7 昭和６１年 76 76

8 昭和６２年 250 230

9 昭和６３年 99 99

10 平成　１年 513 ② 458 ②

11 平成　２年 125 125

12 平成　３年 11 9

13 平成　４年 290 285

14 平成　５年 0 0

15 平成　６年 219 219

16 平成　７年 23 23

17 平成　８年 0 0

18 平成　９年 0 0

19 平成１０年 6 0

20 平成１１年 112 112

21 平成１２年 442 ③ 439 ③

22 平成１３年 110 100

23 平成１４年 11 0

24 平成１５年 54 13

25 平成１６年 254 254

26 平成１７年 260 142

27 平成１８年 49 38

28 平成１９年 160 160

29 平成２０年 330 291

30 平成２１年 141 49

注）　洪水期は、６月１５日～９月３０日　　　　

（単位：千ｍ３）

現行計画 

（S55～H13） 

追加検討 

（H14～H21） 
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４.２ 複数の治水対策案の立案 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」にもとづき、以下の検討フロ

ーにて、治水対策案を検討する。 

また、目標とする治水安全度の設定は、国府川水系河川整備計画の治水安全度である 

１／７０とする。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４.２.1 治水対策案の検討フロー 

 
 
 
 

①複数の治水対策案の立案 

②概略評価 

③治水対策案の抽出 

 ２～５案程度 

＜評価軸＞ 

・安全度、コスト、実現性 等 7項目 

⑤治水対策案の総合評価 

＜治水方策＞ 

・ダム、ダムの有効活用、遊水池 等 26 方策 

＜治水方策の抽出＞ 

明らかに不適当と考えられる場合、当該治水方策は除

くこととする。 

・制度上、技術上の観点から極めて実現性が低いと考

えられる方策 

・治水上の効果が極めて小さいと考えられる方策 

・コストが極めて高いと考えられる案方策等 

④詳細評価 

抽出した治水方策を基本として、組み合せを考慮し、

以下の治水対策案を抽出した。 

・ダム嵩上げ＋河道改修案（現行案） 

・河道改修案（掘削） 

・河道改修案（引堤） 

・遊水地＋河道改修案（掘削） 

・二線堤＋河道改修案（掘削） 
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なお、新保川の現況流下能力は、4.3kまで、現行計画のダム嵩上げ後の 1/70計画高水流量
105m3/sを満足しており、4.3k、4.6k区間で不足している。 
ダム嵩上げをしない場合の代替案では、ダム下流の 120m3/sに対する流下能力の確保や洪
水調節を実施する必要が生じる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４.２.2 新保川流下能力図 
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４.３ 概略評価による治水対策案の抽出 

治水の方策 26手法について新保川の地形条件や沿川の土地利用状況を踏まえ、方策の実現

性や安全度の向上、被害軽減効果などをもとに概略評価を行い抽出した案は、ダムの嵩上げ

案（現行案）、その案とほぼ同等の安全確保可能な案として、河道掘削、引堤、遊水地、人家

など特定の安全度が確保可能な案として二線堤案、条件により抽出可能な案として決壊しな

い堤防、決壊しづらい堤防、土地利用の規制となる。 

これらの案を組み合わせて 5案（①ダム嵩あげ＋河道改修案、②河道改修（掘削）案、③

河道改修（引堤）案、④遊水地＋河道改修（掘削）案、⑤二線堤＋河道改修（掘削）案）の

治水対策案を立案する。 

概略評価により抽出した方策は、表 ４.３.1 に、抽出結果を図 ４.３.1 に示す。 
 

表 ４.３.1 概略評価による治水対策案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 注）実現性・コスト ○：可能 △：課題あり ×：不適当 効果 ◎：ダム案とほぼ同等 ○：安全度確保可能 △：課題あり ×不適当

抽出 ◎：抽出する（ダム案とほぼ同等の安全度確保可能） ○抽出する（安全度確保可能） △：課題あり（条件により抽出可能）

区
分 治水方策

新保川
抽出

実現性・コスト 評価 効果 評価

河
川
を
中
心
と
し
た
方
策

1 ダム
既設ダムを有効活用するため、新規ダムは対象外。

×

2
ダムの有効活用(ダム再開
発 ・再編、操作見直し等)

現行案

○
ピーク流量低減、ダム下流に効果あり。

◎ ◎

3 遊水地(調節池)等
可能

○
ピーク流量低減、遊水地下流に効果あり。

◎ ◎

4 放水路(捷水路)
他の河道改修案に比べ明らかにコスト高となるた
め非現実的である。 ×

ピーク流量低減、放水路下流に効果あり。
○

5 河道の掘削
可能

○
流下能力向上、対策箇所に効果あり。

◎ ◎

6 引堤 可能 ○ 流下能力向上、対策箇所に効果あり。 ◎ ◎

7 堤防の嵩上げ
計画高水位を0.3m程度上げ、計画高水位が沿川
の地盤高を上回るため採用できない。 ×

8 河道内の樹木の伐採
大きな河積阻害となる樹木群は河道内にない。

×

9 決壊しない堤防
現時点では、長大な堤防については、経済的、社
会的課題の解決が必要で、技術が確立されていない。 △

計画高水位以上でも決壊しない技術が確立され
れば、流下能力を向上させることができる。 △ △

10 決壊しづらい堤防

現時点では、長大な堤防については、経済的、社
会的課題の解決が必要あり、今後調査研究が必要
である。また、堤防が決壊する可能性があることから、
流下能力の確実な向上見込むことは困難。

△

確実な流下能力向上を見込むことはできないが、
避難するための時間を増加させる効果がある。

△ △

11 高規格堤防
現在、首都圏等の特定の直轄河川で事業実施され
ているのみである。 ×

12 排水機場
内水対策は課題となっていない。

×

区
分

治水方策
新保川

抽出
実現性・コスト 評価 効果 評価

流
域
を
中
心
と
し
た
方
策

13 雨水貯留施設
可能

○
概略検討の結果、流出抑制量はわずかであり効
果が見込めない。 ×

14 雨水浸透施設
可能

○
概略検討の結果、流出抑制量はわずかであり効
果が見込めない。 ×

15
遊水機能を有する土地の
保全

沿川に該当地形がない。
×

16 部分的に低い堤防の存置
部分的に低い堤防は存在しない。

×

17 霞堤の存置 霞堤は存在しない。 ×

18 輪中堤
想定氾濫区域内に輪中堤の適地がない。

×
ピーク流量低減、流下能力向上の効果はないが、
対策箇所の浸水被害を軽減できる。 ○

19 二線堤
可能

○
ピーク流量低減、流下能力向上の効果ないが、
氾濫の拡大を防止できる。 ○ ○

20 樹林帯等 可能 ○ ピーク流量低減、流下能力向上の効果なし。 ×

21
宅地の嵩上げ、ピロティ建
築等

想定氾濫区域内全域が嵩上げ等の対象となるた
め非現実的である。 ×

ピーク流量低減、流下能力向上の効果はないが、
対策箇所の浸水被害を軽減できる。 ○

22 土地利用規制
可能

○
ピーク流量低減、流下能力向上の効果はないが、
現状以上の資産集中を抑制できる。 △ △

23 水田等の保全

保全
可能

○
現況の土地利用のもとで雨が河川に流出するこ
とを前提として計画しており、現況の水田保全そ
のものにピーク流量低減の効果なし。

×

田んぼダム

田んぼダム等の取り組みは、農地への浸水を許容
するため、地元住民の理解を得ることが今後の課題
である。

△
ピーク流量低減、田んぼダム下流に効果あるが、
概略検討の結果、貯留可能量がわずかであり、効
果が見込めない。

×

24 森林の保全
可能

○
現状と同程度に森林保全することが計画の前提
条件であり、現況の森林保全そのものにピーク流

量低減、流下能力向上の効果なし。
×

25
洪水の予測、情報の提供
等

可能
○

人的被害の軽減を図ることは可能であるが、ピ
ーク流量低減、流下能力向上の効果なし。 ×

26 水害保険等
現時点では、公的水害保険制度がない。

×
ピーク流量低減、流下能力向上の効果なし。

×
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図 ４.３.1 治水対策案の抽出結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 図 ４.３.2 現況流下能力と抽出治水対策案の関係 

 

抽出

案

①ダム嵩上げ

＋河道改修案

②河道改修案

（掘削）

③河道改修案

（引堤）

④遊水地＋河道

改修案（掘削）

⑤二線堤＋河道

改修案（掘削）

概
要
（参
考
）

○現況新保川ダム
を嵩上げ（再開発）
する。
○下流は部分的に
河道改修（掘削）を
行う。

○国府川合流点上
流0.85㎞～4.6㎞の
間で合計約2.7㎞の
河道改修（掘削）を
行う。

○国府川合流点上
流0.85㎞～4.6㎞の
間で合計約2.7㎞の
河道改修（引堤）を
行う。

○新保橋上流に１
箇所遊水地を設置
する。
○上流は部分的に
河道改修（掘削）を
行う。

○市街地を氾濫か
ら守るため、新保橋
上流に二線堤を築
造する。

○国府川合流点上
流0.85㎞～2.1㎞の
間で約1.3㎞の河道
改修（掘削）を行う。

抽出

案

①ダム嵩上げ

＋河道改修案

②河道改修案

（掘削）

③河道改修案

（引堤）

④遊水地＋河道

改修案（掘削）

⑤二線堤＋河道

改修案（掘削）

概
要
（参
考
）

○現況新保川ダム
を嵩上げ（再開発）
する。
○下流は部分的に
河道改修（掘削）を
行う。

○国府川合流点上
流0.85㎞～4.6㎞の
間で合計約2.7㎞の
河道改修（掘削）を
行う。

○国府川合流点上
流0.85㎞～4.6㎞の
間で合計約2.7㎞の
河道改修（引堤）を
行う。

○新保橋上流に１
箇所遊水地を設置
する。
○上流は部分的に
河道改修（掘削）を
行う。

○市街地を氾濫か
ら守るため、新保橋
上流に二線堤を築
造する。

○国府川合流点上
流0.85㎞～2.1㎞の
間で約1.3㎞の河道
改修（掘削）を行う。

河道改修

国府川

新保川

氾濫エリア

基準点
新保橋

二線堤

河道改修

国府川

新保川

氾濫エリア

基準点
新保橋

二線堤

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

ダム
（嵩上げ）

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

ダム
（嵩上げ）

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

ダム
（嵩上げ）

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

遊水地

基準点
新保橋

河道改修

国府川

新保川

遊水地

0

50

100

150

200

250

300

350

0.
0 

0.
5 

1.
0 

1.
5 

2.
0 

2.
5 

3.
0 

3.
5 

4.
0 

4.
5 

流
量
(m
3
/s
)

距離(km)

市街地

※120m3/sは既設ダムの常用洪水吐を改造した場合の流量

流下能力不足

基準地点新保橋

既設ダム調節後流量 105（1/70）

①ダム嵩上げ＋河道改修案

0

50

100

150

200

250

300

350

0.
0 

0.
5 

1.
0 

1.
5 

2.
0 

2.
5 

3.
0 

3.
5 

4.
0 

4.
5 

流
量
(m
3
/s
)

距離(km)

市街地

※120m3/sは既設ダムの常用洪水吐を改造した場合の流量

流下能力不足

基準地点新保橋

既設ダム調節後流量※120（1/70）

②河道改修案（掘削）

0

50

100

150

200

250

300

350

0.
0 

0.
5 

1.
0 

1.
5 

2.
0 

2.
5 

3.
0 

3.
5 

4.
0 

4.
5 

流
量
(m
3
/s
)

距離(km)

市街地

※120m3/sは既設ダムの常用洪水吐を改造した場合の流量

流下能力不足

基準地点新保橋

既設ダム調節後流量※120（1/70）

③河道改修案（引堤）

0

50

100

150

200

250

300

350

0.
0 

0.
5 

1.
0 

1.
5 

2.
0 

2.
5 

3.
0 

3.
5 

4.
0 

4.
5 

流
量
(m
3
/s
)

距離(km)

市街地

※120m3/sは既設ダムの常用洪水吐を改造した場合の流量

流下能力不足

基準地点新保橋

既設ダム調節後流量※120（1/70）

④遊水地＋河道改修案

既設ダム調節後流量（1/70）105

120105
遊水地越流堤

0

50

100

150

200

250

300

350

0.
0 

0.
5 

1.
0 

1.
5 

2.
0 

2.
5 

3.
0 

3.
5 

4.
0 

4.
5 

流
量
(m
3
/s
)

距離(km)

市街地

※120m3/sは既設ダムの常用洪水吐を改造した場合の流量

流下能力不足

基準地点新保橋

既設ダム調節後流量※120（1/70）

⑤河道改修案（掘削+二線堤）

氾濫区域



 

 
４-27

４.３.１ ダム嵩上げ＋河道改修案 

① 概要 

現況ダムを嵩上げ（再開発）し、ダム地

点のピーク流量 130m3/s のうち、70m3/s を

洪水調節し、基準点新保橋のピーク流量

170m3/s を 105m3/s に低減する。洪水調節容

量は 58 万 m3を確保する。下流は河道改修

で対応する。 

 
                  図 ４.３.3 流量配分図 

② 施設検討条件 

 
 
 
 
 
 
③ 整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 整備内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
                    図 ４.３.4 ダム嵩上げ＋河道改修案の概要 

 
 
 

 

a)対象降雨 220mm/日の雨量に対して、ダ

ムの洪水調節により現況河道の 流下

能力程度に洪水流量を低減させる。 

b)洪水調節方法は自然調節方式とする。 

堤頂長254.000m

取水設備 堤頂標高EL179.000m

旧堤体

ダム下流面

4.6k（掘削）

0.8m掘削

4.6k（掘削）4.6k（掘削）

0.8m掘削

H.W.L 69.79

【ダム】 
・位置：左岸 佐渡市大字新保（しんぼ） 
    右岸 佐渡市大字千種（ちぐさ） 
・型式：重力式コンクリートダム 
・堤高：38.0ｍ（既設ダム 29.0ｍ） 
・堤頂長：254.0ｍ 
・総貯水容量：115 万 m3（既設ダム 50 万 m3）
・湛水面積：12ha（既設ダム 6ha） 
・集水面積：9.27km2 
【河道改修】 
・新保川 105m3/s 河道改修 
4.3k,4.6k L=200m 
【用地及び補償物件等】 
・用地買収 
補償対象となる主な公共施設 
 なし 

 

国
府
川

新保川

新保川ダム
( 再開発 )

河床掘削
L=200m

[170]

105

新保橋
基準点

60 130
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４.３.２ 河道改修案（掘削） 

① 概要 

河道改修で対応する。 

改修方法として、既設護岸の根継を

行い、河道を 0.5m～0.8m 掘削する。 

 
 
 

                   図 ４.３.5 流量配分図 

② 施設検討条件 

 
 
 
 
 
 
③ 整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 整備内容 

 
 
 

                   図 ４.３.6 河道改修案（掘削）の概要 

 
 
 
 
 
 
 

 

a)河道改修の対象流量を 1/70 の計

画高水流量とする。 

b)平面形状は、現況河道法線を踏襲

する。 

1:2

1:
1

1:
1

2.6k（掘削0.7m）

0.7m掘削

1:
2

1:
1

1:
1

1.5k（掘削0.5m）

0.5m掘削

H.W.L 28.3

H.W.L 11.62

【河道改修】 

・新保川 120m3/s 河道改修 

 0.85k～3.2k L=2350m 

3.7k,4.3k,4.6k L=300m 

計 L=2650m 

【用地及び補償物件等】 

・用地買収、取水堰 

補償対象となる主な公共施設 

 なし 

国
府
川

新保川

新保川ダム
( 既設 )

掘削
L=2,350m

掘削
L=300m

[170]

120

新保橋
基準点

90 130
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４.３.３ 河道改修案（引堤） 

① 概要 

河道改修で対応する 

改修方法として、河道を 0.6m～1.0m

引堤する。 

 
 
 
 

                   図 ４.３.7 流量配分図 

② 施設検討条件 

 
 
 
 
 
 
 
 
③ 整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 整備内容 

 
 

                    図 ４.３.8 河道改修案（引堤）の概要 

 
 
 
 
 

 

a)河道改修の対象流量を 1/70 の計画

高水流量とする。 

b)平面形状は、現況河道法線を踏襲す

る。 

c)左右岸のうち、補償物件の少ない左

岸引堤とする。 新保川ダム

国道350号

相川

至　両津

新保川

佐渡市役所

佐渡総合病院

文 金井中学校
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国府川

河道拡幅

（全計堤防高）
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凡 例
河道改修あり

河道改修なし

凡 例
河道改修あり

河道改修なし

0.8m掘削0.8m掘削

0.8m引堤
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【河道改修】 

・新保川 120m3/s 河道改修 

 0.85k～3.2k L=2350m 

3,7k,4.3k,4.6k L=300m 

計 L=2650m 

【用地及び補償物件等】 

・用地買収、道路橋、樋門・樋管、取水堰 

 補償対象となる主な公共施設 

 なし 
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４.３.４ 遊水地＋河道改修案（掘削） 

① 概要 

遊水地により洪水調節を行い、基準

点新保橋の基本高水のピーク流量

120m3/s を 105m3/s に低減する。 

遊水地の洪水調節容量は、6万 m3を確

保する。 

 

 

                      図 ４.３.9 流量配分図 

② 施設検討条件 

 
 
 
 
 
 
 
③ 整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 整備内容 

 
 
 
 
                     図 ４.３.10 遊水地＋河道改修案（掘削）の概要 
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a)河道改修の対象流量を 1/70 の計画高

水流量とする。 

b)遊水地の設置位置は、市街地上流部に

１箇所とする。 

c)ピーク流量 120m3/s のうち、15m3/s を

遊水地でカットする。 

3.0k（遊水地）

H.W.L 40.7 H.W.L 40.7
1:2

新保川

2.00

遊水地

H.W.L 40.7 H.W.L 40.7
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H.W.L 69.79

【遊水地】 

・遊水地 6 万 m3、 水深 2m、3 万 m2 

【河道改修】 

・新保川 120m3/s 河道改修 

 3.7k,4.3k,4.6k L=300m 

【用地及び補償物件等】 

・用地買収、樋門・樋管、取水堰 

 補償対象となる主な公共施設 

 なし 
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４.３.５ 二線堤＋河道改修案（掘削） 

① 概要 

市街地を洪水による氾濫から守るた

め、新保橋上流に二線堤を築造し、下流

は河道改修で対応する。 

改修方法として、二線堤防は、既設市

道を嵩上げする。また、河道は既設護岸

の根継ぎを行い、河道を 0.5m～0.7m 掘

削する。 

                       図 ４.３.11 流量配分図 

② 施設検討条件 

 
 
 
 
 
 
 
③ 整備イメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 整備内容 

 
 
                    図 ４.３.12 二線堤＋河道改修案（掘削）の概要 
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凡 例
河道改修あり
河道改修なし

凡 例
河道改修あり
河道改修なし

氾濫面積
約33.7ha

a)河道改修の対象流量を 1/70 の計画

高水流量とする。 

b)二線堤の設置位置は、市街地をはん

濫から守るため、新保橋上流とする。

c)平面形状は、現況河道法線を踏襲す

る。 

2.1k（二線堤）

1:
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1
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1
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水田
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【二線堤】 

・市道嵩上げ L=150m 

【河道改修】 

・新保川 120m3/s 河道改修 

 0.85k～2.1k L=1250m 

【用地及び補償物件等】 

・用地買収、取水堰 

  補償対象となる主な公共施設 

 なし 
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４.４ 治水対策案の評価軸毎の評価 

(1) 評価軸 

立案した治水対策案について「再評価実施要領細目」で、提案されている 7 つの評価軸に

より評価を行った。 

○治水対策案評価軸 

①安全度（被害軽減効果） 

②コスト 

③実現性 

④持続性 

⑤柔軟性 

⑥地域社会への影響 

⑦環境への影響 

評価軸の考え方及びその内容を次頁以降に示した。なお、次表には国の評価の考え方と新

潟県での評価のポイントを合わせて示した。 
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評 価 の 考 え 方（１／２） 

評価軸 評価の考え方 

評 価

の 定

量性 

備考 

河川整備計画レベルの目

標に対し安全を確保でき

るか（目標とする安全度

の確保） 

○ 

河川整備計画の目標と同程度の安全度を確保することを基本として治水

対策案を立案することとしており、このような場合は同様の評価結果と

なる。 

目標を上回る洪水等が発

生した場合にどのような

状態となるか（超過洪水

発生時の状況） 

△ 

例えば、ダムは一般的に基本方針レベルの洪水を大きく上回るような洪

水では流入量と放流量が等しくなるような操作を行うため、ダムによる

洪水調節効果が発揮されない。又、堤防は、決壊しなければ被害は発生

しないが、ひとたび決壊すれば甚大な被害が発生する。洪水の予測・情

報の提供等は、目標を上回る洪水時においても的確な避難を行うために

有効である。このような各方策の特性を考慮して、治水対策案毎に、目

標を上回る洪水が発生する場合の状態を明らかにする。又、近年発生が

増加する傾向にある局地的な大雨は、極めて局地的かつ短時間に発生す

る降雨であるため、一般的に流域面積の大きな大河川においては影響は

少ないが、流域面積が小さく河川延長も短い中小河川では、短時間で河

川水位が上昇し氾濫に至る場合がある。必要に応じ、治水対策案毎に、

局地的な大雨が発生する場合等の状態を明らかにする。 

段階的にどのように安全

度が確保されていくのか

（例えば 5,10 年後）（段

階的安全度確保の状況） 

△ 

例えば、河道掘削は対策の進捗に伴って段階的に効果を発揮していくが、

ダムは完成するまでは全く効果を発揮せず、完成し運用して初めて効果

を発揮することになる。このような各方策の段階的な効果の発現の特性

を考慮して、治水対策案毎に対策実施手順を想定し、5 年後、10 年後に

どのような効果を発現するかについて明らかにする。 

① 安 全

度（被害

軽 減 効

果） 

どの範囲で、どのような

効果が確保されていくの

か（上下流や支川等にお

ける効果）（治水効果の及

ぶ範囲） 

△ 

例えば、堤防嵩上げ等は、主として事業実施箇所付近において効果を発

揮する。又、ダム、遊水地等は、下流域において効果を発揮する。この

ような各方策の特性を考慮して、各治水方策案によって効果が及ぶ範囲

が異なる場合は、その旨を明らかにする。 

完成までに要する費用は

どのくらいか（工事費（残

事業費）） 

○ 

治水対策案毎に現時点から完成するまでの費用について、できる限り網

羅的に見込んで比較する。 

維持管理に要する費用は

どのくらいか（維持管理

費） 

○ 

治水対策案毎に維持管理に要する費用について、できる限り網羅的に見

込んで比較する。 

② コ ス

ト 

その他（ダム中止に伴っ

て発生する費用等）の費

用はどれくらいか（ダム

中止に伴う費用） 

○ 

ダム中止に伴って発生する費用等について、できる限り明らかにする。

土地所有者等の協力の見

通しはどうか（土地所有

者の協力見通し） 
△ 

用地取得や家屋移転補償等が必要な治水対策案については、土地所有者

の協力の見通し等について明らかにする。又、例えば、部分的に低い堤

防、霞堤の存置等については、浸水の恐れのある場所の土地所有者の方々

の理解が得られるか等について見通し等をできる限り明らかにする。 

その他の関係者等との調

整の見通しはどうか（関

係者との調整見通し） △ 

各治水対策案の実施にあたって、調整すべき関係者を想定し、調整の見

通し等をできる限り明らかにする。関係者とは、例えば、ダムの有効活

用の場合の共同事業者、堤防嵩上げの場合の橋梁架け替えの際の橋梁管

理者、河道掘削時の堰・樋門・樋管等改築の際の許可工作物管理者、漁

業関係者などが考えられる。 

法制度上の観点から実現

性の見通しはどうか（法

制度上の実現性） 

－ 

治水対策案毎に、現行法制度で対応可能か、関連法令に抵触することが

ないか、条例を制定することによって対応可能かなど、どの程度実現性

があるか等について見通しを明らかにする。 

③ 実 現

性 

技術上の観点から実現性

の見通しはどうか（技術

上の実現性） 

－ 

治水対策案毎に、目的を達成するための施設を設計するために必要な技

術が確立されているか、現在の技術水準で施工が可能かなど、どの程度

実現性があるか等について見通しを明らかにする。 

④ 持 続

性 

将来にわたって持続可能

といえるか（将来への持

続可能性） 

△ 

治水対策案毎に、その効果を維持していくために必要となる定期的な監

視や観測、対策方法の検討、関係者との調整等をできる限り明らかにす

る。 

注 .赤字は新潟県の取りまとめ内容  
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評 価 の 考 え 方（２／２） 

評価軸 評価の考え方 

評 価

の 定

量性 

備考 

⑤ 柔 軟

性 

地球温暖化に伴う気候変

化や少子化など、将来の

不確実性に対してどのよ

うに対応できるか（気候

変化等への柔軟性） 

－ 

例えば、河道の掘削は、掘削量を増減させることにより比較的柔軟に対

応することができるが、再び堆積すると効果が低下することに留意する

必要がある。又、引堤は、新たな築堤と旧堤撤去を実施することが必要

となり、柔軟に対応することは容易ではない。ダムは、操作規則の変更

や嵩上げ等を行うことが考えられる。このような各方策の特性を考慮し

て、将来の不確実性に対してどのように対応できるかを明らかにする。

事業地及びその周辺への

影響はどの程度か（事業

地・周辺への影響） 
△ 

治水対策案毎に、土地の買収、家屋の移転に伴う個人の生活や地域の経

済活動、コミュニティ、まちづくり等への影響等の観点から、事業地及

びその周辺にどのような影響が生じるか、できる限り明らかにする。又、

必要に応じ対象地域の人口動態と対策との関係を分析し、過疎化の進行

等への影響について検討する。なお、影響緩和のための対策を立案して

いる場合は、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。 

地域振興に対してどのよ

うな効果があるか（地域

振興に対する効果） 
△ 

例えば、調節池等によって公園や水面ができると、観光客が増加し、地

域振興に寄与する場合がある。このように、治水対策案によっては、地

域振興等に効果がある場合があるので、必要に応じ、その効果を明らか

にする。 

⑥ 地 域

社 会 へ

の影響 

地域間の利害の衡平への

配慮がなされているか

（地域間の利害への配

慮） 
－ 

例えば、ダム等は建設地付近で用地買収や家屋移転補償を伴い、受益を

享受するのは下流域であるのが一般的である。一方、引堤等は対策実施

箇所と受益地が比較的近接している。治水対策案毎に、地域間でどのよ

うに利害が異なり、利害の衡平にどのように配慮がなされているか、で

きる限り明らかにする。又、影響緩和のための対策を立案している場合

は、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。 

水環境に対してどのよう

な影響があるか（水環境

への影響） 
△ 

治水対策案毎に、現況と比べて水量や水質がどのように変化するのか、

利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明

らかにする。又、影響緩和のための対策を立案している場合は、対策の

内容や想定される効果等について明らかにする。 

生物の多様性の確保及び

流域の自然環境全体にど

のような影響があるか

（自然環境保全への影

響） 

△ 

治水対策案毎に、地域を特徴づける生態系や動植物の重要な種等への影

響がどのように生じるのか、下流河川も含めた流域全体での自然環境に

どのような影響が生じるのか、利用できるデータの制約や想定される影

響の程度に応じてできる限り明らかにする。又、影響緩和のための対策

を立案している場合は、対策の内容や想定される効果等について明らか

にする。 

土砂流動はどう変化し、

下流河川・海岸にどのよ

うに影響するか（土砂流

動の変化と影響） 

△ 

治水対策案毎に、土砂流動がどのように変化するのか、それにより下流

河川や海岸における土砂の堆積又は侵食にどのような変化が生じるの

か、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限

り明らかにする。又、影響緩和のための対策を立案している場合は、対

策の内容や想定される効果等について明らかにする。 

景観、人と自然との豊か

な触れ合いにどのような

影響があるか（景観、野

外活動への影響） 

△ 

治水対策案毎に、景観がどう変化するのか、河川や湖沼での野外レクリ

エーションを通じた人と自然との触れ合いの活動及び日常的な人と自然

との触れ合いの活動がどのように変化するのかできる限り明らかにす

る。又、影響緩和のための対策を立案している場合は、対策の内容や想

定される効果等について明らかにする。 

⑦ 環 境

へ の 影

響 

その他 

 

以上の項目に加えて特筆される環境影響があれば、利用できるデータの

制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。（例え

ば、CO2 排出の軽減等） 

 

 

 

 

 

注・評価軸の間には相互依存性がある（例えば、「実現性」と「コスト」と「安全度（段階的にどのように安全度が確保

されていくのか）」はそれぞれが独立しているのではなく、実現性が低いとコストが高くなったり、効果発現時期が

遅くなる場合がある）ものがあることに留意する必要がある。  
・評価の定量性 ○：原則として定量的評価を行うことが可能なもの △：主として定性的に評価をせざるを得ない

が、一部の事項については定量的な表現が可能な場合があるもの －：定量的な評価が困難なもの  
・「実現性」には、例えば、達成しうる安全度が著しく低い、コストが著しく高い、持続性が殆どない、地域に与える

影響や自然環境へ与える影響が著しく大きい等の場合に「非現実的」ということもあり得るが、本表では他の項目

と重複することから、省略する。  
・これまで、法制度上、又は、技術上の観点から実現性が乏しい案は代替案として検討しない場合が多かった。  

注 .赤字は新潟県の取りまとめ内容  
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(2) 評価軸毎の評価 

(1)に示した評価軸毎の評価手法により、治水対策案の評価を行った。各評価軸毎の治水対

策案の評価結果を①安全度、②コスト、③実現性、④持続性、⑤柔軟性、⑥地域社会への影響、

⑦環境への影響と分けて各項目毎に整理した。 

結果は評価軸毎の評価・治水（①～⑦）に示す。 

評価の考え方は次の通りである。 

評価項目毎の評価 

□：対策案に対して課題が無く、対策を講じる必要が無いと考えられる 

：対策案に対して課題があり、何らかの対策（対応）が必要と考えられる 

■：対策案に対して課題があり、その対策（対応）が困難と考えられる 

評価軸毎の評価 

○：現行案より有利と考えられる対策案 

△：現行案と同程度と考えられる対策案 

×：現行案より不利と考えられる対策案 

 

 

 



 

 
４-36

次に、コストの算出方法を以下に示す。 
 
○ダム建設費の負担割合の考え方 

分離費用身替り妥当支出法により河川（治水＋不特定）と新規利水に費用分担し、河川費

用は更に治水と不特定に費用割り振りした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治水、不特定、新規利水（上水道）の負担割合で割り振った残事業費を以下に整理した。 

 

○ダム建設費の負担割合と残事業費 

 治水 不特定 
新規利水 

（上水道） 
計 

負担割合 40.4％ 58.4％ 1.2％ 100％ 

残事業費 17.6 億円 25.4 億円 0.6 億円 43.6 億円 

 

 

洪水調節容量

( 治水 )

全体ダム建設費 河川負担額

全体ダム建設費－新規利水分 河川負担額×治水負担割合

河川負担額×不特定負担割合全体ダム建設費×新規利水負担割合

(＝治水分＋不特定分 )

不特定容量

新規利水容量

堆砂容量

洪水調節容量

( 治水 )

不特定容量

堆砂容量

新規利水分

洪水調節容量

( 治水 )

堆砂容量

不特定容量

堆砂容量

新規利水容量

堆砂容量

不特定分

治水分
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○コスト（維持管理費） 

対策案別の考え方に基づき、50 年間の維持管理に要する費用を計上した。維持管理費用は

人件費・清掃費等の毎年要する費用、ダムの大規模な施設更新等毎年必要とされない費用に

分けてそれぞれ実績費用から算出した。なお、ダムについては維持管理費用も治水、利水の

目的別負担割合を乗じて目的別に維持管理費用を割り振っている。 

対策案 考え方 

ダ ム 

・新潟県が管理している既設ダムのうち、検証対象ダムと同様の洪水調節にゲート操作

を伴わないゲートレスダムの維持管理費の実績値を基に算出  
維持管理費＝｛（人件費+委託費+施設維持管理費）×50 年+（大規模な更新）×2 回｝ 

×目的別負担割合 

河 道 
・新潟県が管理している河川の維持管理費の実績値を基に算出  
維持管理費＝（河道 1km当たりの維持管理費×河道延長）×50 年 

遊水地 

・新潟県が管理している河川および遊水地の管理実績値を元に算出した毎年要する遊

水地堤防、水位局等、流入土砂の処理費に加えて、必要に応じ実施する遊水地内の

清掃費および施設補修・更新費を計上  
維持管理費＝｛（遊水地堤防 1km 当たりの維持管理費×堤防延長） 

+（水位局の維持管理費）+（流入土砂の処理費）｝×50 年 

+（1m2当たりの清掃費×池敷面積+水位局等の補修・更新）×10 回 

+（越流堤の補修・更新+ゲート設備建設費×50%）×2 回 

二線堤 
・新潟県が管理している河川の維持管理費の実績値を基に算出  
維持管理費＝（二線堤 1km 当たりの維持管理費×二線堤延長）×50 年 

 
○コスト（ダム中止に伴う費用） 

項目毎の考え方に基づき、現行ダム事業の中止に伴って発生する費用を計上した。ダム中

止に伴う費用は現場の回復、利水者への負担金還付に分類してそれぞれ算定した。なお、ダ

ム中止に伴う費用も治水、利水の目的別負担割合を乗じて治水代替案、利水代替案の費用と

して計上している。 
項 目 考え方 

現場の回復 

１. 地質調査ボーリング坑の閉塞費 
＝地質調査ボーリング坑の延長×1m当たりの閉塞に要する費用 

２. その他 
＝ボーリングコア倉庫等の撤去費用 

利水者への 
負担金還付 

１. 多目的ダムで既に徴収した建設負担金の返還 
＝既に徴収した額 

  

表 ４.４.1 から表 ４.４.6 に評価軸ごとの評価を示す。 
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表 ４.４.1 安全度評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価結果（安全度）】 

何れの案も河川整備計画レベルの安全度を確保することが出来るため現行案と同程度と評価し

た。 
 

表 ４.４.2 コスト評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【評価結果（コスト）】 

現行案と比較して、二線堤＋河道改修案（掘削）が最も経済的で、河道改修案（掘削）が同程

度と評価した。 

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

安全度

目標とする安全度
の確保

□計画規模（1/70）で生じ
る洪水被害が解消。

□同左 □同左 □同左

計画規模（1/70）で生じ
る洪水に対し、人家被
害のみ解消。（ただし農
地の被害を軽減するこ
とはできない）

超過洪水発生時
の状況

計画規模（1/70）を上回
る大きな洪水（1/100）
が発生した場合、洪水
調節容量までは一定の
効果を発揮し、その後
もダム流入量よりも流
量を増加させることは
ないが、ダムによる洪
水調節効果が完全に
は発揮されないことも
ある。

■計画規模（1/70）を上回
る1/100規模の洪水が
発生した場合、余裕高
が不足するため、有堤
部にて破堤の可能性
有り。

■同左 ■同左 ■同左

段階的安全度確
保の状況

■ダム嵩上げ完成まで治
水安全度は向上しない

ことから、段階的な安
全度確保は図れない。

□河道改修により、段階
的な効果が発現。

□同左

■遊水地完成まで治水安
全度は向上しないこと

から、段階的な安全度
確保は図れない。

□河道改修により、段階
的な効果が発現。

治水効果の及ぶ
範囲

□ダム嵩上げ完成後にそ
の洪水調節効果がダ
ム下流の全川に及ぶ。

□河道改修が完了した区
間から順次治水効果が
発現。

□同左
□遊水地完成後に治水
効果が下流の全川に
及ぶ。

国道より下流の市街地
で、目標とする1/70の
安全度を確保できるが、
上流は洪水時に氾濫
する。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．計画規模で生じる洪水
被害は解消するが、超過
洪水に対し余裕高が不足
する。

１．△

２．同左

１．△

２．同左

１．△

２．計画規模で生じる人家
被害は解消する。ただし
農地の被害を軽減するこ
とはできない。

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

コスト

工事費

（残事業費）

【ダム】本体工、管
理設備工、仮設備
工、測量及び試験
費、用地及び補償
費

【河道】河道掘削工、
護岸工、測量及び
試験費、用地及び
補償費

19

【河道】河道掘削
工、護岸工、堰の
改築、落差工改築
費、測量及び試験
費、用地及び補償
費

11

【河道】河道引
堤工、護岸工、
橋梁の架替え・
堰の改築、樋
門・樋管の改築、
落差工改築費、
測量及び試験
費、用地及び補
償費

23

【遊水地】遊水
地工、測量及び
試験費、用地
及び補償費

【河道】河道掘
削工、護岸工、
堰の改築、樋
門・樋管の改築、
測量及び試験
費、用地及び補
償費

18

【二線堤】二線
堤築造、測量及
び試験費、用地
及び補償費

【河道】河道掘
削工、護岸工、
堰の改築、落差
工改築、測量及
び試験費

5

維持管理費 ダムの維持管理費、
河道の維持管理費 17

ダムの維持管理
費、河道の維持管
理費

23
ダムの維持管
理費、河道の維
持管理費

23

ダムの維持管
理費、遊水地
の維持管理費、
河道の維持管
理費

29

ダムの維持管
理費、二線堤の
維持管理費、河
道の維持管理
費

23

ダム中止に
伴う費用

該当なし －

現場の回復（地質
調査坑の閉塞等）、
利水者から徴収し
た負担金還付

0.2

現場の回復（地
質調査坑の閉
塞等）、利水者
から徴収した負
担金還付

0.2

現場の回復（地
質調査坑の閉
塞等）、利水者
から徴収した負
担金還付

0.2

現場の回復（地
質調査坑の閉
塞等）、利水者
から徴収した負
担金還付

0.2

合 計 36 34 46 47 28

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○:有利、△:同程度、×:不利）
２．コメント

（参考）

不特定・新規利水含む

現行案コスト

76

１．△

２．現行案に比べ、工事費

で安価であり、維持管

理費等も含めたコスト

は同程度である。

１．×

２．現行案に比べ高価

である。

１．×

２．現行案に比べ、工事

費で同程度であるが、

維持管理費等も含め

たコストでは高価で

ある。

１．○

２．現行案に比べ、工事

費で最も安価であり、

維持管理費等を含め

ても安価である。

〔金額単位：億円〕 注）金額は、今後の検討過程において変更となる場合があります。
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表 ４.４.3 実現性評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価結果（実現性）】 

現行案と比較して、河道改修案（掘削）、河道改修案（引堤）、二線堤＋河道改修案（掘削）を

同程度、遊水地＋河道改修案（掘削）を不利と評価した。 
 

表 ４.４.4 持続性・柔軟性評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価結果（持続性）】 

いずれの案も、適切な維持管理を行うことで持続が可能であり、現行案と同程度と評価した。 
【評価結果（柔軟性）】 

河道改修（掘削）案、遊水地＋河道改修（掘削）案は、課題が残るが対応は可能であるため、

現行案と同程度と評価した。河道改修（引堤）案、二線堤＋河道改修（掘削）案は、柔軟に対応

可能できることから、現行案よりも有利と評価した。 
 

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

実現性

土地所有者の
協力見通し

必要用地買収面積8.8ha
のうち7.0ha（80%）の買収
が終了。残り1.8haは共有
地を含み、用地買収に時
間を要する恐れがある。

河道改修箇所にて用地

買収が必要であるため、
用地買収に時間を要する
恐れがある。

同左

遊水地として水田等の用
地買収が必要となるが、
面積が広大であるため、
用地買収は困難が予想
される。

二線堤にて用地買収が

必要であるため、用地買
収に時間を要する恐れが
ある。

関係者との調整
見通し

□該当となる施設はない。

掘削に伴い、堰の改築が

必要となり、関係者との
調整に時間を要する恐れ
がある。

引堤に伴い、橋梁の架替

えや堰の改築等が必要
となり、関係者との調整
に時間を要する恐れがあ
る。

遊水地工に伴い堰の改
築等が必要となるため、
管理者との調整に時間を
要する恐れがある。

二線堤は市道の嵩上げ
となるため、協議が必要。
また、嵩上げ後の水田へ
のアクセス路について、
利用者との調整に時間を
要する恐れがある。

法制度上の実
現性

□法制度上の問題はない。 □同左 □同左 □同左
氾濫区域の土地利用規
制には条例の制定が必
要。

技術上の実現
性

□嵩上げを含むダム再開発
の事例があり、現在の技
術水準で施工可能

□護岸の根継ぎ、河道掘削
など、現在の技術水準で
施工可能。

□引堤に伴う護岸工事・護
床工など、現在の技術水
準で施工可能。

急勾配水路での確実な
分派施設の設計につい
ては、実験等を踏まえて
の設計が必要である。

□対策施設設計のための
技術が確立されており、
現在の技術水準で施工
可能

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．法制度・技術的な面の
問題はないが、用地買収
及び関係者との調整に時
間を要する恐れがある。

１．△

２．同左

１．×

２．法制度上の問題はな
いが、遊水地分派施設の
設計において課題がある。
また、用地買収は困難が
予想される。

１．△

２．技術的な問題はない
が、氾濫区域の土地利用
規制には条例の制定が
必要となる。また、用地買
収及び関係者との調整に
時間を要する恐れがある。

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

持続性
将来への

持続可能性

ダム及び河道に係る定

期的な維持管理を行う
ことで持続可能。

同左 同左
ダム、遊水地、河道に
係る定期的な維持管理
を行うことで持続可能。

ダム、二線堤、河道に
係る定期的な維持管理
を行うことで持続可能。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．適切な維持管理により
持続は可能。

１．△

２．同左

１．△

２．同左

１．△

２．同左

柔軟性
気候変化等への

柔軟性

気候変化に伴う洪水流

量の増大、あるいは渇
水頻度の増大に対し、
利水容量と治水容量の
間で容量振り替え等の
運用見直しが可能。

現況河道の川幅が狭く、

護岸の根継ぎを考慮す
ると、さらなる河道掘削
は上流部で課題がある
が、柔軟性はある。

□さらなる引堤による
対応では、用地の追
加買収・護岸工の撤
去等の必要が生じる
が、柔軟に対応可能。

遊水地の掘削により柔
軟に対応可能であるが、
ポンプによる排水が必
要となる。

□二線堤部分の改造によ
り、柔軟な対応が可能
である。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．対応は可能だが課題
が残る。

１．○

２．柔軟に対応可能。

１．△

２．対応は可能だが課題
が残る。

１．○

２．柔軟に対応可能。
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表 ４.４.5 地域社会への影響評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価結果（地域社会への影響）】 

遊水地＋河道改修（掘削）案は、地域の経済活動への影響が大きいため、現行案よりも不利と

評価した。その他の案は現行案と同程度と評価した。 
 

表 ４.４.6 環境への影響評価一覧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価結果（環境への影響）】 

遊水地＋河道改修（掘削）案は、景観面で影響があるため、現行案に比べ不利と評価した。そ

の他の案は現行案よりも有利と評価した。 

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

地域社
会への
影響

事業地・周辺への
影響

□用地買収はダム上流
域の山林であり、かつ
河道改修に伴う家屋移
転も無いため、事業地
周辺の社会環境に与
える影響は小さい。

□河道改修に伴う家屋移
転は無く、事業地周辺
の社会環境に与える影
響は小さい。

□河道改修に伴う家屋移
転は無く、事業地周辺
の社会環境に与える影
響は小さい。

■遊水地は水田に築造
することから、多くの農
地が消失するため、地
域の経済活動への影
響は大きい。

□二線堤より上流の氾
濫対象となる農地で
は、洪水や土砂の流
入があるものの、頻
度は少なく影響は小
さい。

地域振興に対する
効果

■ダムサイト周辺に集客
施設は無く、ダム湖環
境整備の予定もないた
め、地域振興に対する
効果は無い。

■特になし。 ■同左 ■同左 ■同左

地域間の利害へ
の配慮

□事業による受益地域は
下流域全体に及ぶこと
から、地域間の利害関
係に関する問題は生じ
ない。

□対策実施区域と受益地
が近接しており、利害
区域は一致している。

□同左

■遊水地区域の内外で
は利害関係に関する問
題は生じるおそれがあ
る。

□農地への氾濫頻度は

少なく、下流市街地と
の利害関係に問題は
生じない。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．事業による影響や地域
振興のメリットは無く、地域
間の利害関係に関する問
題も生じない。

１．△

２．同左

１．×

２．遊水地の築造により、
地域の経済活動への影響
が大きく、遊水地の内外の
地権者間で利害関係の問
題が懸念される。

１．△

２．事業による影響や地
域振興のメリットは無く、地
域間の利害関係に関する
問題も生じない。

評価項目
①ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

②河道改修案（掘削） ③河道改修案（引堤）
④遊水地

＋河道改修案（掘削）
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）

環境へ
の影響

水環境への
影響

中小規模の洪水でも流量

調節を行うため流量変化
が小さくなるが、現段階で
はその影響を定量的に評
価できない。

水質については、出水後

のダム貯水池において、
濁りが長期化する恐れや
水温の変化があるが、汚
濁防止フェンスの設置や
選択取水により対応可能。

□水量・水質の変化は特に
生じない。

□同左 □同左 □同左

自然環境全
体への影響

ダム嵩上げ工事による直

接改変により動植物の生
息地の一部もしくは全部が
消失する。また、改変区域
周辺の生息・生育環境に
影響を及ぼすと予測され
るため、環境保全措置を
実施する必要がある。

□現況河道に対して掘削量
が小さいため、動植物に
与える影響は小さいと考え
られる。

□同左

遊水地は水田として利用
されている区域を掘削する
ため、水田を生息場として
いる動植物の生息環境を
損なう恐れがあることから、
事前調査や対策が必要と
なる。

□現状と比べて変化が小さ
いため、動植物に対する
影響は小さい。

土砂流動の
変化と影響

既設ダムの嵩上げのため、

現状とほぼ同じ状態が続く
と予想される。

□現況河道に対して掘削量
が小さいため、土砂流動
に与える影響は小さいと考
えられる。

□同左
□河川を横断方向に遮る施
設ではないため、流砂系
への影響は小さい。

□現状と比べて変化が小さ
いため、特に変化は生じな
い。

景観、野外活
動への影響

■樹木の水没や付け替え道
路による森林の伐採が必
要となり、景観、人と自然
とのふれあいに対して影
響がある。

□現況河道に対して掘削量
が小さいため、景観・野外
活動に与える影響は小さ
いと考えられる。

□同左

■遊水地は、平常時は水の
ない状態であるとともに、
高さ2,3m程度の周囲堤と
小堤が設置されるため、
現況の田園風景が消失す
ることによる景観面での影
響がある。

□現状と比べて変化が小さ
いため、景観への影響は
小さい。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：
不利）

２．コメント

－

１．○

２．環境に与える影響は小
さいが、環境改善のメリット
も無い。

１．○

２．同左

１．×

２．水田の動植物の生息環
境を損なう恐れがある。ま

た、田園地帯の景観に影響

を及ぼす。

１．○

２．環境に与える影響は小
さいが、環境改善のメリット
も無い。
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４.５ 治水対策案の総合評価 

「再評価実施要領細目」により、概略評価で抽出された以下の５案について評価軸ごとの

評価を行った。（表４．５．１） 
① ダム嵩上げ＋河道改修案（現行案） 
② 河道改修案（掘削） 
③ 河道改修案（引堤） 
④ 遊水地＋河道改修案（掘削） 
⑤ 二線堤＋河道改修案（掘削） 

 

一定の安全度を確保することを基本としてコストを重視し、実現性、地域社会への影響、

及び環境への影響に配慮した上で、持続性・柔軟性についても加味して、以下のとおり治水

対策案の総合評価を行った。 
 
  ②案：コストは現行案と同程度であり、実現性は用地買収や河川占用者との協議が必要であ

ることから同程度、地域社会への影響でも家屋移転がないことから同程度と判断した。

環境への影響は現況をほぼ変えることがないことから有利と判断した。以上より、「同

程度」と評価した。 
 
  ③案：コストにおいて現行案より不利であることから、「不利」と評価した。 
 
  ④案：コストでは現行案より不利であり、実現性・地域社会への影響・環境への影響につい

ても、遊水地による水田の消失面積が広大であることから不利と判断した。以上より、

「不利」と評価した。 
 
  ⑤案：コストは現行案より非常に有利であり、環境への影響も有利と判断した。また、実現

性及び地域社会への影響については同程度と判断した。以上より、「有利」と評価した。 
 
 

  以上より、治水目的では⑤案はコスト面から有利であり、ダム案に代わる有効な代替案と
判断する。 

   また、②案は現行ダム案と同程度と考えられる。 
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表 ４.５.1 治水対策案の総合評価 

○×○○
自然環境保全措置が必要

となり、景観、野外活動に
対して影響がある。

環 境 へ の 影 響

×

×

△

△

×

×

約47億円

△

④
遊水地

＋河道改修案（掘削）

×

△

○

△

△

×

約46億円

△

③
河道改修案（引堤）

△

△

△

△

△

△

約34億円

△

②
河道改修案（掘削）

⑤
二線堤

＋河道改修案（掘削）

○

△

○

△

△

○

約28億円

△

法制度・技術的な面の問

題はないが、用地買収及

び関係者との調整に時間
を要する恐れがある。

治 水 の 評 価

事業による影響や地域振
興のメリットは無く、地域間

の利害関係に関する問題

も生じない。

地域社会への影響

持 続 性

－

約36億円
（約76億円）

適切な維持管理により持

続は可能。

運用見直しなど課題はあ

るものの対応は可能。柔 軟 性

実 現 性

コ ス ト

計画規模（1/70）で生じる
洪水被害が解消。安 全 度

①
ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

○×○○
自然環境保全措置が必要

となり、景観、野外活動に
対して影響がある。

環 境 へ の 影 響

×

×

△

△

×

×

約47億円

△

④
遊水地

＋河道改修案（掘削）

×

△

○

△

△

×

約46億円

△

③
河道改修案（引堤）

△

△

△

△

△

△

約34億円

△

②
河道改修案（掘削）

⑤
二線堤

＋河道改修案（掘削）

○

△

○

△

△

○

約28億円

△

法制度・技術的な面の問

題はないが、用地買収及

び関係者との調整に時間
を要する恐れがある。

治 水 の 評 価

事業による影響や地域振
興のメリットは無く、地域間

の利害関係に関する問題

も生じない。

地域社会への影響

持 続 性

－

約36億円
（約76億円）

適切な維持管理により持

続は可能。

運用見直しなど課題はあ

るものの対応は可能。柔 軟 性

実 現 性

コ ス ト

計画規模（1/70）で生じる
洪水被害が解消。安 全 度

①
ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

評価（現行案との比較） ○：有利 △：同程度 ×：不利※コストの（ ）内の額は、不特定・新規利水を含む。
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４.６ 利水の観点からの検討 

４.６.１ 基本方針 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目 平成 22 年 9 月」に準拠し、図 

４.６.1 に示すフローに基づいて検討する。利水代替案については、「ダム事業検証に係る検

討に関する再評価実施要領細目」に従い、表 ４.６.1 に示す 13 施策から選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.1 利水の観点からの検討フロー 

 

 

 

 

利水参画者に対し、ダム事業参画継続の意思があるか、開発量と
して何m3/日必要か確認
検討主体において、その算出が妥当に行われているか確認※1

利水対策案を利水参画者等に提示、意見聴取※3

検討主体は、ダム事業者や水利使用許可者として有している情報
に基づき可能な範囲で代替案を検討

利水対策案を評価軸ごとに検討

利水対策案について総合的に評価

概略検討により、利水対策案を抽出※2 ○ 利水対策案は、利水参画者に対して
確認した必要な開発量を確認の上、その
量を確保することを基本として立案する。

※3 意見聴取先は利水参画者以外に、
関係河川使用者や関係自治体が考え
られる。

※2 利水対策案は代替案又は代替案の組合
せにより立案する。

※1 利水参画者において水需要計画
の点検・確認を行うよう要請。



 

 

４
-
4
4

表 ４.６.1 利水代替案の概要等 

 

 

 

 

 

区分 方 策 概 要 等

利水上の効果等

効果を定量的
に見込むこと
が可能か

取水可能
地点

供
給
面
で
の
対
応

(

河
川
区
域
内)

5 河道外貯留施設（貯水池） 河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする。 可能 施設の下流

6 ダム再開発（かさ上げ・掘削）
既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源と
する。

可能 ダム下流

7 他用途ダム容量買い上げ
既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて新規利水の容量とする
ことで水源とする。

可能 ダム下流

供
給
面
で
の
対
応

(

河
川
区
域
外)

8 水系間導水 水量に余裕のある水系から導水することで水源とする。 可能
導水先位置
下流

9 地下水取水
伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、
水源とする。

ある程度可能 井戸の場所

10
ため池
（取水後の貯留施設を含む）

主に雨水や地区内流水を貯留するための池を設置することで水源とする。 可能 施設の下流

11 海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする。 可能 海沿い

12 水源林の保全
主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させる
という水源林の持つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する。

不可能
水源林の
下流

需
要
面
・
供
給
面
で
の
総
合
的
な

対
応
が
必
要
な
も
の

13 ダム使用権等の振替
需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権を必要な
者に振り替える。

可能
振替元水源
ダムの下流

14 既得水利の合理化・転用

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農
地面積の減少、産業構造の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用
途に転用する。

ある程度可能
転用元水源
の下流

15 渇水調整の強化
渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水
制限を行う。

不可能 －

16 節水対策
節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の
向上等により、水需要の抑制を図る。

困難 －

17 雨水・中水利用
雨水利用の促進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、
河川水・地下水を水源とする水需要の抑制を図る。

困難 －

『中間取りまとめ』より抜粋
※方策番号を中間とりまとめに
あわせ加筆
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４.６.２ 利水参画者への確認 

新保川生活貯水池再開発事業における利水参画者は、佐渡市の上水道事業である。佐渡市

へ参画の意思を確認したところ、事業進捗に強い期待を抱いていることが確認された。 

 

利水参画者    ：佐渡市 

ダム事業参画の意思：あり 

必要開発量    ：500m3/日（0.0058m3/s）
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４.６.３ 利水代替案の抽出 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」において示された表 ４.６.1

の 13 種類の利水代替案について、当流域に適用可能かを概略検討し、当流域で実施可能と考

えられる利水代替案を抽出すると、次の 5案となる。 

 

① ダム再開発（現行案） 

② 河道外貯留施設 

③ ため池 

④ 海水淡水化 

⑤ 地下水取水 

 

表 ４.６.2 利水代替案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 方 策
代替可能理由及び効果の定量性等

評価コメント
抽 出

検
証

対
象 6 ダム再開発 現行案により必要開発量の確保が可能となる。 ○

供
給
面
で
の
対
応

（河
川
区
域
内
）

5 河道外貯留施設
新保川沿川に河道外貯留施設を設置することで必要開発量の確保の可能性が見込

まれる。
○

1 ダム ため池と同案

7
他用途ダム容量買い
上げ

島内には、既設農業用水ダムが存在するが、余剰容量はない。

供
給
面
で
の
対
応

（河
川
区
域
外
）

8 水系間導水 島全体で水不足の状況にあり、水量に余裕のある河川はない。

9 地下水取水
現時点では、地下水開発の箇所は特定できていないが、地下水による水源開発の

可能性はある。
○

10 ため池
近傍の地持院川にため池を築造することで必要開発量の確保の可能性が見込まれ

る。
○

11 海水淡水化 上水道用水として国内での実施例があり、適用できる可能性はある。 ○

12 水源林の保全 水源林の保全は、効果をあらかじめ定量的に見込むことはできない。

需
要
面
・供
給
面
で
の
総
合
的
に
対

応
が
必
要
な
も
の

13 ダム使用権等の振替 未利用の利水容量は島内に存在しない。

14
既得水利の合理化・
転用

島内全域にわたって、用水が不足している状況である。

15 渇水調整の強化
渇水被害の最小化に有効となることがあるが、安定的に必要量を確保する方策では

ない。

16 節水対策 島内全域にわたって上水と農業用水も含めた総合的な節水対策に取り組んでいる。

17 雨水・中水利用
雨水利用は、効果を定量的に見込むことは困難である。

下水処理水の活用は、下水処理場が需要地が離れていることから困難である。
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４.６.４ 利水代替案の立案 

前項で抽出した 5 案（現行案を含む）について、事業実施の確実性を検討し、確実な案に

対して利水代替案を立案する。 

 

① ダム開発案（現行案） 

現在実施中の事業であり、上水道および不特定ともに実現にあたって大きな問題はない。 

 

② 河道外貯留施設 

現況ダム直下に河道外貯留施設を設置することで必要水量の確保が可能となる。 

しかし、不特定必要水量を確保するためには、受益地となる水田を犠牲にするため、非

現実的である。 

よって、河道外貯留施設は、上水道代替案のみ立案する。 

 

③ ため池 

新保川流域内には、ため池の適地が存在しないため、ため池の候補地点としては、近隣

の地持院川の上流部で法河川指定区域外の地点に良好なサイトが見いだされる。このため

池 1ヶ所で上水道の 50,000m3および不特定の必要容量 470,000m3の確保が可能である。 

よって、ため池は、上水道代替案と不特定代替案の両方を立案する。 

 

④ 海水淡水化 

佐和田海岸に海水淡水化施設を設置し、金井地区へ送水することで必要水量の確保が可

能となる。 

不特定必要水量を確保するためには、大規模な海水淡水化施設が必要となるため、コス

ト的に非現実的である。 

よって、海水淡水化は、上水道代替案のみ立案する。 
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⑤ 地下水取水 

佐渡島における地下水源の概況および地下水に関する既往調査結果は、以下のとおりで

ある。 

 

佐渡島の地下水源の概況 

○島中央部に位置する国仲平野は、沖積層が厚く分布し、地下水脈が豊富であるが、水

質は、全鉄で飲料不適合となる井戸が多い。 

○国仲平野の緑辺部は、洪積層の国中段丘が厚さ 30m～50m で分布しており、地下水脈

の存在は期待できる。 

 

既往調査結果 

○新保川ダム直下流において調査した結果、地下水脈の存在は認められなかった。 

○佐渡市大和田地区にて地下水調査を行った結果、井戸 1 ヶ所辺り 300m3/日程度以下

と推定されるが。周辺地下水への影響および地下水位の安定度については、不明であ

った。 

 

結論 

○現時点において、500m3/日の安定取水が可能な地点は、発見されていない。 

○今後、試堀調査や揚水試験等の詳細調査が必要である。 

 

慢性的な水不足に悩む佐渡市では、地下水源開発に注力しているが、いまだに安定取水が

可能な地下水源を発見するには至っていない。今後も地下水源開発の可能性は小さいと判断

される。 

よって、地下水取水は、この時点で代替案から除外する。 
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図 ４.６.2 利水代替案の抽出 

 

表 ４.６.3 利水代替案の抽出検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.2 および表 ４.６.3 により抽出された上水道および不特定の対策案について、そ

の施設の諸元を次ページ以降に記載する。 

 

①ダム再開発案

（現行案）
②河道外貯留施設案 ③ため池案 ④海水淡水化案 ⑤地下水取水案

概
略
図
（
参
考
）

概
要

・現行案。新保川ダムを

嵩上げ（再開発）する。

・新保川上流に河道外貯

留施設を設置する。

・既存取水堰を利用して

取水する。

・近傍の地持院川にため

池を築造する。

・佐和田海岸に海水淡

水化施設を設置し、ポ

ンプにより送水する。

・井戸の新設により水源

とする。

抽

出

上
水
道

○ ○ ○ ○ ×

不
特
定

○ × ○ × ×

実現性の

評価軸に

係る

関係者

利水参画者 利水参画者

農業施設管理者

土地所有者等

利水参画者

普通河川管理者

土地所有者等

利水参画者

海岸管理者

土地所有者等

川
津
藤

川
津
中

川
保
新

川
院
持
地

国
府
川

新保川ダム

国
道
36
0号

至
 両
津

至
 相
川

貯水池

大堰

真野湾

基準点新保橋

藤
津
川

中
津
川

新
保
川

地
持
院
川

国
府
川

新保川ダム

国
道
36
0号

至
両
津

至
相
川

真野湾

基準点新保橋

嵩上げ

藤
津
川

中
津
川

新
保
川

地
持
院
川

国
府
川

新保川ダム

国
道
36
0号

至
両
津

至
相
川

利水単独ダム

真野湾

基準点新保橋

ため池

藤
津
川

中
津
川

新
保
川

地
持
院
川

国
府
川

新保川ダム

国
道
36
0号

至
両
津

至
相
川

海水淡水化施設

（ ポンプ送水）

真野湾

基準点新保橋

藤
津
川

中
津
川

新
保
川

地
持
院
川

国
府
川

国
道
36
0号

至
両
津

至
相
川

真野湾

基準点新保橋

地下水調査地点①
（地下水脈なし）

地下水調査地点②
（300m3/日以下）

新規利水（上水道） 不特定
実現性の評価軸に係る
関係者との調整

方 策
代替可能理由及び効果の定量

性等 評価コメント 抽出
代替可能理由及び効果の定量

性等 評価コメント 抽出

①
ダム再開発案
（現行案）

現行案、現況ダムを嵩上げるこ
とにより必要水量の確保が可能
となる。

○ 新規利水と同じ。 ○ ・特に問題はない。

② 河道外貯留施
設案

現況ダム直下に河道外貯留施
設を設置することで必要水量の
確保が可能となる。

○
不特定必要水量を確保するた
めには、受益地となる水田を犠
牲にするため非現実的である。

×

・新たに約3.5haの用地の確保が必
要である。

・既存農業用取水堰を利用して取

水する案のため、施設管理者の

合意が必要である。

③ ため池案
近傍の地持院川にため池を築
造することで必要水量の確保が
可能となる。

○ 新規利水と同じ。 ○

・新たに上水道は約1.5ha、不特定
は、約8.0haの用地の確保が必要
となる。

・築造地点が普通河川区域のため、

佐渡市との調整が必要である。

④ 海水淡水化案

佐和田海岸に海水淡水化施設
を設置し、金井地区へ送水する
ことで必要水量の確保が可能と
なる。

○

不特定必要水量を確保するた
めには、大規模な海水淡水化
施設となるため、コスト的に非
現実的である。

×

・海水取水施設設置に伴い、海岸

管理者との調整が必要である。

・施設設置のため、新たに用地の

確保が必要である。

⑤ 地下水取水案
地下水調査の結果、安定取水は
困難で、必要水量を確保できな
い。

× 新規利水と同じ。 ×
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① ダム再開発事業（現行案） 

既設新保川ダムを嵩上げし、洪水調節、流水の正常な機能の維持および上水道に必要な容

量を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.3 現行案位置図 

□整備内容

・型式 ：重力式コンクリートダム

・堤高 ：38.0ｍ（既設ダム29.0m ）

・堤頂長 ：254ｍ

・総貯水容量 ：115万m3（既設ダム50万m3 ）

上水道 不特定

□貯水容量配分図

【現況ダム】 【ダム再開発】



 

 ４-51 

② 河道外貯留施設案 

新保川上流に河道外貯留施設を設置し、上水道の補給に必要な容量を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.4 河道外貯留施設位置図 

□整備内容

・貯水容量 ：5万m3 （貯水池面積3.5ha ）

・取水樋管 ：1基

・導水路 ：約600m

・送水ポンプ施設：1式

上水道

□特記

・既存農業用取水堰を利用して取水する。

・取水堰の下流に設置する。

46

取水地点
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③ ため池案 

近傍の地持院川にため池を設置し、流水の正常な機能の維持および上水道の補給に必要な

容量を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□整備内容

・型式 ：重力式コンクリートダム

・堤高 ： 8.0ｍ

・堤頂長 ：45.0ｍ

・利水容量 ： 5.0万m3

・堆砂容量 ： 0.8万m3

・貯水池面積： 1.5ha

・浄水施設 ：1式

□特記
・ため池は、近傍の地持院川上流に１箇所とする。
・ため池の直下流に浄水施設を新設する。

8.0m 総貯水容量
58,000m3

堆砂量
8,000m3

利水容量
50,000m3

上水道

24.0m

□整備内容

・型式 ：重力式コンクリートダム

・堤高 ： 24.5ｍ

・堤頂長 ：100.0ｍ

・利水容量 ： 42.5万m3

・堆砂容量 ： 7.6万m3

・貯水池面積： 8.0ha

・導水路 ：1.4㎞（直径2.0m）

□特記
・ため池は、近傍の地持院川上流に１箇所とする。
・新保川へ不特定用水を供給するための導水路を新設する。

不特定

利水容量 425,000m3

24.5m 総貯水容量 
501,000m3 
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図 ４.６.5 ため池位置図 

 

 

 

 

ため池

浄水施設

導水路

不特定 上水道
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④ 海水淡水化案 

金井地区から最近傍にある海域として佐和田海岸に海水淡水化施設を設置し、500m3/日の

上水を造水して、金井地区に送水する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.6 海水淡水化施設位置図 

□整備内容

・海水淡水化施設：1式

・送水ポンプ施設：1式

・送水管 ：4,500m（管径10㎝）

上水道

出典：福岡地区水道企業団ホームページ

□海水淡水化施設イメージ

真野湾
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４.６.５ 利水代替案の評価軸毎の評価 

(1) 評価軸 
立案した利水対策案について「再評価実施要領細目」で、提案されている 6つの評価軸

により評価を行った。 

○利水対策案評価軸 

①目標 

②コスト 

③実現性 

④持続性 

⑤地域社会への影響 

⑥環境への影響 

評価軸の考え方及びその内容を次頁以降に示した。なお、次表には国の評価の考え方と

新潟県での評価のポイントを合わせて示した。 
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評 価 の 考 え 方（１／３） 

評価軸 評価の考え方 
評価の

定量性
備考 

①目標 

利水参画者に対し、開発量として

何 m3/s 必要かを確認するととも

に、その算出が妥当に行われてい

るかを確認することとしており、

その量を確保できるか（目標とす

る開発量の確保） 

○ 

利水参画者に対し、開発量として何 m3/s 必要かを確認

するとともに、その算出が妥当に行われているかを確認

の上、その量を確保することを基本として利水対策案を

立案することとしており、このような場合は同様の評価

結果となる。 

  段階的にどのように効果が確保

されていくのか（段階的効果確保

の状況） 

△ 

例えば、地下水取水は対策の進捗に伴って段階的に効果

を発揮していくが、ダムは完成するまでは効果を発現せ

ず、完成し運用して初めて効果を発揮することになる。

このような各方策の段階的な効果の発現の特性を考慮

して、各利水対策案について、対策実施手順を想定し、

一定の期限後にどのような効果を発現しているかにつ

いて明らかにする。 

  どの範囲でどのような効果が確

保されていくのか 

（取水位置別に、取水可能量がど

のように確保されるか）（利水効

果の及ぶ範囲） 

△ 

例えば、地下水取水は、主として事業実施箇所付近にお

いて効果を発揮する。また、ダム、湖沼開発等は、下流

域において効果を発揮する。このような各方策の特性を

考慮して、各利水対策案によって効果が及ぶ範囲が異な

る場合は、その旨を明らかにする。 

  どのような水質の用水が得られ

るか（水質の状況） 
△ 

各利水対策案について、得られる見込みの用水の水質を

できるかぎり定量的に見込む。用水の水質によっては、

利水参画者の理解が得られない場合や、利水参画者にと

って浄水コストがかさむ場合があることを考慮する。 

②コス

ト  

完成までに要する費用はどのく

らいか（工事費（残事業費）） 
○ 

各利水対策案について、現時点から完成するまでの費用

をできる限り網羅的に見込んで比較する。 

 維持管理に要する費用はどのく

らいか（維持管理費） 
○ 

各利水対策案について、維持管理に要する費用をできる

限り網羅的に見込んで比較する。 

  その他の費用（ダム中止に伴って

発生する費用等）はどれくらいか

（ダム中止に伴う費用） 

○ 

その他の費用として、ダム中止に伴って発生する費用等

について、できる限り明らかにする。 

  ※なお、コストに関しては、必要

に応じ、直接的な費用だけでなく

関連して必要となる費用につい

ても明らかにして評価する。 

 

例えば、既に整備済みの利水専用施設（導水路、浄水場

等）を活用できるか確認し、活用することが困難な場合

には、新たに整備する施設のコストや不要となる施設の

処理に係るコストを見込む。 

③実現

性  

土地所有者等の協力の見通しは

どうか（土地所有者の協力見通

し） 

△ 

用地取得や家屋移転補償等が必要な利水対策案につい

ては、土地所有者等の協力の見通しについて明らかにす

る。 

  関係する河川使用者の同意の見

通しはどうか（河川使用者との調

整見通し）（水利権量） 

△ 

各利水対策案の実施に当たって、調整すべき関係する河

川使用者を想定し、調整の見通しをできる限り明らかに

する。関係する河川使用者とは、例えば、既存ダムの活

用（容量の買い上げ・かさ上げ）の場合における既存ダ

ムに権利を有する者、水需要予測見直しの際の既得の水

利権を有する者、農業用水合理化の際の農業関係者が考

えられる。 

 
 
 

注 .赤字は新潟県の取りまとめ内容  
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評 価 の 考 え 方（２／３） 

評価軸 評価の考え方 
評価の

定量性
備考 

③実現

性  

発電を目的として事業に参画し

ている者への影響の程度はどう

か（その他関係者との調整見通

し） 

△ 

発電の目的を有する検証対象ダムにおいて、当該ダム事

業以外の利水対策案を実施する場合には、発電を目的を

としてダム事業に参画している者の目的が達成できな

くなることになるが、その者の意見を聴くとともに、影

響の程度をできる限り明らかにする。 

 その他の関係者との調整の見通

しはどうか（その他関係者との調

整見通し） 
△ 

各利水対策案の実施に当たって、調整すべきその他の関

係者を想定し、調整の見通しをできる限り明らかにす

る。その他の関係者とは、例えば、利水参画者が用水の

供給を行っている又は予定している団体が考えられる。

  事業期間はどの程度必要か（事業

機関） 

△ 

各利水対策案について、事業効果が発揮するまでの期間

をできる限り定量的に見込む。利水参画者は需要者に対

し供給可能時期を示しており、需要者はそれを見込みつ

つ経営計画を立てることから、その時期までに供給でき

るかどうかが重要な評価軸となる。 

  法制度上の観点から実現性の見

通しはどうか（法制度上の実現

性） 
－ 

各利水対策案について、現行法制度で対応可能か、関連

法令に抵触することがないか、条例を制定することによ

って対応可能かなど、どの程度実現性があるかについて

見通しを明らかにする。 

  技術上の観点から実現性の見通

しはどうか（技術上の実現性） 

－ 

各利水対策案について、利水参画者に対して確認した必

要な開発量を確保するための施設を設計するために必

要な技術が確立されているか、現在の技術水準で施工が

可能かなど、どの程度実現性があるかについて見通しを

明らかにする。 

④持続

性 

将来にわたって持続可能といえ

るか（将来への持続可能性） 

△ 

各利水対策案について、恒久的にその効果を維持してい

くために、将来にわたって定期的な監視や観測、対策方

法の調査研究、関係者との調整等をできる限り明らかに

する。例えば、地下水取水には地盤沈下についての定期

的な監視や観測が必要となる。 

⑤地域

社会へ

の影響 

事業地及びその周辺への影響は

どの程度か（事業地・周辺への影

響） 
△ 

各利水対策案について、土地の買収、家屋の移転、地域

の分断、コミュニティの崩壊、まちづくり等への影響の

観点から、事業地及びその周辺にどのような影響が生じ

るか、できる限り明らかにする。また、必要に応じ影響

緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効

果等について明らかにする。 

 地域振興に対してどのような効

果があるか（地域振興に対する効

果） △ 

例えば、河道外貯留施設（貯水池）やダム等によって広

大な水面ができると、観光客が増加し、地域振興に寄与

する場合がある。このように、利水対策案によっては、

地域振興に効果がある場合があるので、必要に応じ、そ

の効果を明らかにする。 

  地域間の利害の衡平への配慮が

なされているか（地域間の利害へ

の配慮） 

－ 

例えば、ダム等は建設地付近で用地買収や家屋移転補償

を伴い、受益するのは下流域であるのが一般的である。

一方、地下水取水等は対策実施箇所と受益地が比較的近

接している。各利水対策案について、地域間でどのよう

に利害が異なり、利害の衡平にどのように配慮がなされ

ているか、できる限り明らかにする。また、必要に応じ

影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定され

る効果等について明らかにする。 

 
注 .赤字は新潟県の取りまとめ内容  
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評 価 の 考 え 方（３／３） 

評価軸 評価の考え方 
評価の

定量性
備考 

⑥環境

への影

響  

水環境に対してどのような影響

があるか（水環境への影響）（水

量・水質） △ 

各利水対策案について、現況と比べて水量や水質がどの

ように変化するのか、利用できるデータの制約や想定さ

れる影響の程度に応じてできる限り明らかにする。ま

た、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の

内容や想定される効果等について明らかにする。 

  地下水位、地盤沈下や地下水の塩

水化にどのような影響があるか

（地下水、地盤沈下等への影響）

△ 

各利水対策案について、現況と比べて地下水位にどのよ

うな影響を与えるか、またそれにより地盤沈下や地下水

の塩水化、周辺の地下水利用にどのような影響を与える

か、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に

応じてできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響

緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効

果等について明らかにする。 

  生物の多様性の確保及び流域の

自然環境全体にどのような影響

があるか（自然環境全体への影

響） △ 

各利水対策案について、地域を特徴づける生態系や動植

物の重要な種等への影響がどのように生じるのか、下流

河川も含めた流域全体での自然環境にどのような影響

が生じるのか、利用できるデータの制約や想定される影

響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必要

に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想

定される効果等について明らかにする。 

 土砂流動がどう変化し、下流の河

川・海岸にどのように影響するか

（土砂流動の変化と影響） 

△ 

各利水対策案について、土砂流動がどのように変化する

のか、それにより下流河川や海岸における土砂の堆積又

は侵食にどのような変化が生じるのか、利用できるデー

タの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り

明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策

を検討し、対策の内容や想定される効果等について明ら

かにする。 

  景観、人と自然との豊かなふれあ

いにどのような影響があるか（景

観、野外活動への影響） △ 

各利水対策案について、景観がどう変化するのか、河川

や湖沼でのレクリェーション利用の場の確保状況がど

のように変化するのかできる限り明らかにする。また、

必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容

や想定される効果等について明らかにする。 

  CO2 排出負荷はどう変わるか 

△ 

各利水対策案について、対策の実施及び河川・ダム等の

管理に伴う CO2 の排出負荷の概略を明らかにする。例え

ば、海水淡水化や長距離導水の実施には多大なエネルギ

ーを必要とすること、水力発電用ダム容量の買い上げは

火力発電の増強を要することになることに留意する。 

  その他 

△ 

以上の項目に加えて特筆される環境影響があれば、利用

できるデータの制約や想定される影響の程度に応じて

できる限り明らかにする。 

 
注・評価の定量性 ○：原則として定量的評価を行うことが可能なもの △：主として定性的に評価をせざるを得ない

が、一部の事項については定量的な表現が可能な場合があるもの －：定量的な評価が困難なもの  
・「実現性」には、例えば、達成しうる安全度が著しく低い、コストが著しく高い、持続性が殆どない、地域に与える

影響や自然環境へ与える影響が著しく大きい等の場合に「非現実的」ということもあり得るが、本表では他の項目

と重複することから、省略する。  

注 .赤字は新潟県の取りまとめ内容  
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(2) 利水対策の評価 

(1)に示した評価軸毎に、利水対策案の評価を行った。利水対策案の評価項目毎、評価軸

毎の評価方法並びにコストの算出方法は「治水対策案の評価軸毎の評価」で示した通りであ

る。（P4-36～4-37 参照） 

 [1] 上水道代替案の評価軸の評価 

上水道代替案の②河道貯留施設案、③ため池案、④海水淡水化案について、現行案（ダ

ム嵩上げ）に対して、評価軸毎の評価を実施する。 

なお、評価の考え方は治水の代替案と同様に行う。 

表 ４.６.4 に評価軸ごとの評価を示す。 

 

表 ４.６.4 評価軸評価結果（上水道） 

①目標 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

目標

目標とする開発量の
確保

□必要開発量500m3/日を確保
できる。

□同左※ □同左※ □必要開発量500m3/日を確保
できる。

段階的効果確保の状
況

■ダム嵩上げ完成まで効果は
発現しない。

■施設完成まで効果は発現し
ない。

■同左 ■同左

利水効果の及ぶ範囲
□ダムから浄水場へ送水する
ことで、上水供給対象の金
井地区で必要量を確保でき
る。

□施設から浄水場へ送水する
ことで、上水供給対象の金
井地区で必要量を確保でき
る。

□同左 □海水を取水し送水すること
で、上水供給対象の金井地
区で必要量を確保できる。

水質の状況
□既設ダムと同等の水質が得
られる。

□現況河川と同等の水質が得
られる。

□現行案と同程度の水質が得
られると考えられる。

□飲料に適する水質が得られ
る。（浄化不要）

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．現行案と同程度

１．△

２．現行案と同程度

１．△

２．現行案と同程度

※別途、不特定対策で正常流量が確保されることが前提  
【評価結果（目標）】 

いずれの案も、必要開発量を確保することができるため、現行案に対して同程度と評価

した。 
 

②コスト 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

コスト

工事費

（残事業費）

本体工、管理設備
工、仮設備工、測
量及び試験費、用
地及び補償費

0.6 貯水池工、用水路
工、送水設備工、

5.2

本体工、管理設備
工、仮設備工、測
量及び試験費、沈
砂池工、浄水プラ
ント

1.7 淡水化プラント、送
水施設工

6.6

維持管理費 ダムの維持管理費 0.4 施設の維持管理
費

1.4 ため池の維持管理
費

1.0 施設の維持管理
費

9.0

ダム中止に伴う
費用

該当なし － 該当なし － 該当なし － 該当なし －

合 計 1.0 6.6 2.7 16

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○:有利、△:同程度、×:不利）
２．コメント

（参考）

治水・不特定含む

現行案コスト

76

１．×

２．現行案より高い

１．△

２．現行案と同程度

１．×

２．現行案より非常に高い

〔金額単位：億円〕 注）金額は、今後の検討過程において変更となる場合があります。

 
【評価結果（コスト）】 

ため池案は現行案と同程度、それ以外の案は現行案より不利と評価した。 
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③実現性 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

実現性

土地所有者の協力
見通し

必要用地買収面積8.8haのうち
7.0ha（80%）の買収が終了。残
り1.8haは共有地を含み用地買
収に時間を要する恐れがある。

貯水池設置のため、水田等
の用地買収が必要となるが、
理解が得られない可能性が
ある。

ため池設置箇所にて用地買
収が必要となるが、理解が得
られない可能性がある。

海水淡水化施設設置箇所に
て用地買収が必要である。

河川使用者との調
整見通し

□調整は特になし。 既設農業用取水堰を利用す
るため、農業関係者との調整
が必要であるが、兼用工作物
化や取水への影響が懸念さ
れることから理解が得られな
い可能性がある。

地持院川の既得水利権者と

の調整が必要となるが、理解
が得られない可能性がある。

□特に問題はない。

その他関係者との
調整見通し

□特に問題はない。 ■利水参画者の費用負担が大
きく調整は困難と予想される。

■同左 ■同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。
予算状況によっては長期化が
予想される。

■利水参画者の予算状況によ
っては長期化が予想される。

■同左 ■同左

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左 □同左 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。 □同左 □同左 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

ー

１．×

２．農業関係者からの反発が

予想される

１．×

２．既得水利権者からの反発

が予想される

１．×

２．利水参画者からの反発が

予想される

 
【評価結果（実現性）】 

いずれの案も、関係者からの反発が予想されるため、現行案より不利と評価した。 
 

④持続性 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

持続性 将来への持続可能性

ダムに係る定期的な維持管理
を行うことで持続可能。

施設に係る定期的な維持管
理を行うことで持続可能であ
るが、新たな施設の管理が
必要となる。

同左 同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．定期的な維持管理で持続

可能

１．△

２．同左

１．△

２．同左

 
【評価結果（持続性）】 

いずれの案も、定期的な維持管理により持続可能であるため、現行案に対して同程度と

評価した。 
 

⑤地域社会への影響 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

地域社会
への影響

事業地・周辺への影
響

□用地買収はダム上流域の山
林であり、事業地周辺の社会
環境に与える影響は小さい。

■水田（約3.5ha）が消失するた
め、地域の経済活動への影
響は大きい。

□用地買収はダム地点及び上
流域の山林であり、事業地
周辺の社会環境に与える影
響は小さい。

□事業地および周辺への影響
は小さい。

地域振興に対する効
果

■ダムサイト周辺に集客施設は

無く、ダム湖環境整備の予定

もないため、地域振興に対す

る効果はない。

■特にない。 ■ため池設置箇所周辺に集客

施設は無く、ダム湖環境整

備の予定もないため、地域

振興に対する効果はない。

■特に無い。

地域間の利害への配
慮

□上水対象区域が金井地区の
みのため、地域間の利害の問
題は生じない。

□同左 ■地持院川流域から新保川流
域への水の融通のため、地
持院川流域の強い反発が予
想される。

□海水取水のため、地域間の利
害の問題はない。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．×

２．農地が減少することから、

地域からの反発が予想さ

れる

１．×

２．他流域への水の融通の

ため、地持院川流域から

の反発が予想される

１．△

２．現行案と同程度

 
【評価結果（地域社会への影響）】 

現行案に対して、河道外貯留施設案、ため池案は関係者からの反発が予想されるため、

不利と評価した。また、海水淡水化案は同程度と評価した。 
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⑥環境への影響 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

環境へ

の影響

水環境への影響

（水量・水質）

中小規模の洪水でも流量調
節を行うため流量変化が小さ
くなるが、現段階ではその影
響を定量的に評価することは
できない。

水質については洪水後の濁
水長期化や水温の変化が想
定されるが、汚濁防止フェンス
の設置や選択取水により対応
可能。

□河道外貯留のため、水量・水
質のへの影響は小さいと考え
られる。

□施設が小規模なため、水量・
水質への影響は小さいと考え
られる。

□海水取水のため、影響は無
い。

地下水、地盤沈下等
への影響

□影響は小さいと考えられる。 □同左 □同左 □同左

自然環境全体への影
響

ダム嵩上げにより動植物の
生息地の一部もしくは全部が
水没により消失するため、環
境保全措置を実施する必要
がある。

□水田が貯水池になるだけであ
るため、環境への影響は小さ
いと考えられる。

□施設が小規模なため、自然環
境への影響は小さいと考えら
れる。

□自然環境への影響は、特に
無い。

土砂流動の変化と影
響

既設ダムの嵩上げであるた
め、現況とほぼ同じ状態が続
くと予想される。

□河道外貯留のため、土砂流動
に対する影響は小さいと考え
られる。

□施設が小規模なため、土砂流
動への影響は小さいと考えら
れる。

□土砂流動への影響は、特に
無い。

景観、野外活動への
影響

■樹木の水没や付け替え道路

による森林の伐採が必要とな
り、景観、人と自然とのふれあ
いに対して影響がある。

□水田が貯水池になるだけであ
るため、景観等への影響は小
さいと考えられる。

□施設が小規模なため、景観等
への影響は小さいと考えられ
る。

□景観等への影響は、特に無
い。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．○

２．影響は小さい

１．○

２．影響は小さい

１．○

２．影響は特にない

 
【評価結果（環境への影響）】 

河道外貯留施設案、ため池案は現行案よりも環境への影響が小さく、海水淡水化案は特

に影響が無いと考えられるため、各案とも現行案よりも有利と評価した。 
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 [2] 不特定代替案の評価軸毎の評価 

不特定代替案の②ため池案について、現行案（ダム嵩上げ）に対して、評価軸毎の評

価を実施する。 

なお、評価の考え方は治水の代替案と同様に行う。 

表 ４.６.5 に評価軸ごとの評価を示す。 

 

表 ４.６.5 評価軸評価結果（不特定） 

①目標 

評価項目
①

ダム嵩上げ案

（現行案）

②
ため池案

目標

目標とする開発量の
確保

□正常流量を確保可能である。 □同左

段階的効果確保の状
況

■ダム嵩上げ完成まで効果は発現しない。 ■ため池完成まで効果は発現しない。

利水効果の及ぶ範囲 □ダム下流地点で効果を発揮し、不特定供給対象の金井地区
で必要量を確保できる。

□地持院川から新保川へ導水することで、不特定供給対象の
金井地区で必要開発量を確保できる。

水質の状況 □既設ダムと同等の水質が得られる。 □現行案と同程度の水質が得られると考えられる。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．現行案と同程度

 
【評価結果（目標）】 

ため池案は、正常流量を確保可能であるため、現行案と比較して同程度と評価した。 
 

②コスト 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

コスト

工事費

（残事業費）

本体工、管理設備工、仮設備工、
測量及び試験費、用地及び補償
費

26
【ため池】本体工、管理設備工、
仮設備工、測量及び試験費、用
地及び補償費

【導水路】導水路工

31

維持管理費 ダムの維持管理費 13
施設の維持管理費

既設新保川ダム維持管理費
16

ダム中止に伴う
費用

該当なし －
現場の回復（地質調査坑の閉塞
等）

0.2

合 計 39 47

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○:有利、△:同程度、×:不利）
２．コメント

－

１．×

２．現行案より高い

〔金額単位：億円〕 注）金額は、今後の検討過程において変更となる場合があります。

 
【評価結果（コスト）】 

ため池案は、現行案よりコストが大きいため、現行案と比較して不利と評価した。 
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③実現性 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

実現性

土地所有者の協力見
通し

必要用地買収面積8.8haのうち7.0ha（80%）の買収が終了。残り
1.8haは共有地を含む。

ため池設置箇所にて用地買収が必要となるが、理解が得られな
い可能性がある。

河川使用者との調整
見通し

□調整は特になし。 地持院川の既得水利権者との調整が必要となるが、理解が得

られない可能性がある。

その他関係者との調
整見通し

□特に問題はない。 □同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。県の予算状況によっては長期化
が予想される。

■県の予算の状況によっては長期化が予想される。

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．×

２．他流域への水の融通のため、既得水利権者からの反発が予

想される

※一般的に（ダム事業以外では）不特定の確保は行っていない

 
【評価結果（実現性）】 

ため池案は、地持院川の既得水利権者との調整が難航すると考えられることから、現行

案に対して不利と評価した。 
 

④持続性 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

持続性 将来への持続可能性

ダムに係る定期的な維持管理を行うことで持続可能。 ため池に係る定期的な維持管理を行うことで持続可能であるが、
新たな施設の管理が必要となる。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．定期的な維持管理で持続可能

 
【評価結果（持続性）】 

ため池案は、定期的な維持管理により維持可能であり、現行案に対して同程度と評価し

た。 
 

⑤地域社会への影響 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

地域社会
への影響

事業地・周辺への影
響

□用地買収はダム上流域の山林であり、事業地周辺の社会環境
に与える影響は小さい。

□同左

地域振興に対する効
果

■ダムサイト周辺に集客施設は無く、ダム湖環境整備の予定もな
いため、地域振興に対する効果は無い。

■同左

地域間の利害への配
慮

□事業による受益地域は下流全体に及ぶことから、地域間の利害
関係に関する問題は生じない。

■地持院川から新保川への水の融通のため、地持院川流域の強
い反発が予想される。

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．×

２．他流域への水の融通のため、地持院川流域の強い反発が予

想念される

 
【評価結果（地域社会への影響）】 

ため池案は、地持院川流域から新保川流域へ水の融通のため、地持院川流域の強い反発

が予想されることから、現行案に対して不利と評価した。 
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⑥環境への影響 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

環境への
影響

水環境への影響

（水量・水質）

中小規模の洪水でも流量調節を行うため流量変化が小さくなる

が、現段階ではその影響を定量的に評価することはできない。

水質については洪水後の濁水長期化や水温の変化が想定さ

れるが、汚濁防止フェンスの設置や選択取水により対応可能。
同左

地下水、地盤沈下等
への影響

□影響は小さいと考えられる。 □同左

自然環境全体への影
響

ダム嵩上げにより動植物の生息地の一部もしくは全部が水没
により消失するため、環境保全措置を実施する必要がある。

ため池設置により動植物の生息地の一部もしくは全部が水没に
より消失するため、環境保全措置を実施する必要がある。

土砂移動による攪乱が減少することで生態系への影響が懸念
されるため、必要により調査を行い対応を検討する必要がある。

土砂流動の変化と影
響

既設ダムの嵩上げであるため、現況とほぼ同じ状態が続くと予
想される。

ダムによる土砂抑止により、河床変動に対する影響が懸念され
るため、経年の河床変動について調査し、傾向を把握していく必
要がある。

景観、野外活動への
影響

■樹木の水没や付け替え道路による森林の伐採が必要となり、
景観、人と自然とのふれあいに対して影響がある。

■同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．△

２．現行案と同程度

 
【評価結果（地域社会への影響）】 

ため池案は、自然環境全体への影響、土砂流動への変化の影響において、一般的なダム

に見られる影響などが考えられることから現行案に対して同程度と評価した。 
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４.６.６ 利水代替案の総合評価 

[1] 利水参画者の意見 

利水参画者の佐渡市からは、利水代替案について、下記のような意見が得られている。 

 

① ダム再開発案（現行案） 

既得水利があり、新規利水分を河川から取水するには、ダムによる以外に方法はな

い。 

ダム完成までは、隣接する簡易水道と連結するが、取水増による影響の懸念から関

係者の同意が得られないため、恒久的対応策にならない。 

 

② 河道外貯留施設案 

浄水場までのポンプ圧送費用（電気料金）が水道事業の経営の負担となり、経営面

から採用は困難である。 

 

③ ため池案 

②に同じ。 

 

④ 海水淡水化案 

施設の建築費、運転費用、送水管埋設備費用等を総合して、経営面から実現不可能

である。 

 

表 ４.６.6 利水参画者の意見 

 

 
① ダム再開発案 
（現行案） 

① 河道外貯留 
施設案 

② ため池案 ③ 海水淡水化案 

概 要 

・現行案。新保川ダム

を嵩上げ（再開発）

する。 

・新保川上流に河道外

貯留施設を設置す

る。 

・既存取水堰を利用し

て取水する。 

・近傍の地持院川にた

め池を築造する。 

・佐和田海岸に海水淡

水化施設を設置し、

ポンプにより送水す

る。 

利水参画者 
意 見 

既得水利があり、新規

利水分を河川から取水

するにはダムによる以

外に方法はない。 

ダム完成までは隣接す

る簡易水道と連結する

が、取水増による影響

の懸念から関係者の同

意が得られないため恒

久的対応策にならな

い。 

浄水場までのポンプ圧

送費用（電気料金）が

水道事業の経営の負担

となり、経営面から採

用は困難。 

同左 施設の建設費、運転費

用、送水管理設備費用

などを総合して経営面

から実現不可能。 
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 [2] 総合評価 

一定の目標を達成することを基本としてコストを重視し、実現性、地域社会への影響、

及び環境への影響に配慮した上で、持続性についても加味して、以下のとおり利水対策

案の総合評価を行った。 

 

上水道代替案 

②案：コスト、実現性、地域社会への影響で不利であることから、「不利」と評価し

た。 

③案：コストは同程度であり、実現性、地域社会への影響で不利ではあるが、環境

への影響が有利であることから、「同程度」と評価した。 

④案：コスト、実現性で不利であることから、「不利」と評価した。 

以上より、上水道目的では、③案は実現性や地域社会への影響に課題はあるものの、

引き続き検討を進める余地があるので、現段階では同程度と評価する。 

 

不特定代替案 

評価軸毎の評価に基づく、現行案との比較結果は以下のとおりである。 

②案：コスト、実現性が不利であることから、「不利」と評価した。 

 

以上より、不特定目的では、コスト、実現性の評価等から、現行ダムに代わる案は

ないと判断する。ただし、不特定は治水・利水目的でダムを造る場合に限り考慮すべ

きものと考えられる※。 

※新潟県としては、貯留型のダムにより洪水調節・利水補給を行う場合は、流水の正

常な機能を維持するため、必要な流量をあわせて確保する必要があると考えている。 
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表 ４.６.7 上水道対策案の総合評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ４.６.8 不特定対策案の総合評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

目 標 必要開発量を確保できる。 △ △ △

コ ス ト
－

約1.0億円

（約76億円）

×
約6.6億円

△
約2.6億円

×
約16億円

実 現 性
法制度・技術的な面の問題はない
が、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。

× × ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △ △ △

地域社会への影響
事業による影響や地域振興のメ
リットは無く、地域間の利害関係に
関する問題も生じない。

× × △

環 境 へ の 影 響
自然環境保全措置が必要となり、
景観、野外活動に対して影響があ
る。

○ ○ ○

上水道の評価 － × △ ×

評価（現行案との比較） ○：有利 △同程度 ×：不利※コストの（ ）内の額は、治水・不特定を含む。

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

目 標 必要開発量を確保できる。 △

コ ス ト
－

約39億円
×

約47億円

実 現 性 法制度・技術的な面の問題はないが、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。 ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △

地域社会への影響 事業による影響や地域振興のメリットは無く、地域間の利害関係に関
する問題も生じない。 ×

環 境 へ の 影 響 自然環境保全措置が必要となり、景観、野外活動に対して影響があ
る。 △

不特定の評価 － ×

評価（現行案との比較） ○：有利 △同程度 ×：不利
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 [3] その他の可能性の評価 

新潟県ダム事業検証検討委員会において、利水代替案に関するその他の可能性として、

下記のような意見が出された。 

① 上水道の負荷率や有効率を見直せば、500m3/日程度の水量は得られるのではない

か。 

② 佐渡市は広域で合併し、旧両津市では人口が減り、水道供給能力に余裕があると

思われる。そのようなことから、地域間の水の融通で対応できないか検討した方

がよい。 

 

これに対して、利水参画者の佐渡市の意見を踏まえて、以下のとおり委員会へ回答し

ている。 

 

(1) 負荷率について 

金井地区および県内他市町の負荷率の計画採用値および直近 10 ヶ年の負荷率実績値

のバラツキは、図 ４.６.7 に示すとおりである。他市町の負荷率の計画採用値は、実績

値の最低値を採用する場合が多く、金井地区の検証対象値は、特に小さいとは言えず、

妥当な範囲内にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.7 新潟県内の市町における負荷率採用値と計画策定直近 10 ヶ年の幅 
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(2) 有効率について 

金井地区と県内他市町の有効率採用値と計画策定直近 10 ヶ年のバラツキは、図 ４.

６.8 に示すとおりである。県内他市町と比較すると、小規模な水道の方が有効率の変

動が大きくなる傾向が認められ、金井地区のバラツキが特に大きいということはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.8 新潟県内の市町における有効率採用値と計画策定直近 10 ヶ年の幅 

 

また、金井地区の有効率は現在の平均で 87％程度であるが、これを厚生労働省の通

知で示された 95％を目指すならば、水道管路の全更新が必要となり、これにかかる費

用は次のとおりである。 

・管路延長：51.8km 

・工事費用：約 20 億円 

このように膨大な建設コストが必要であるとともに、高い有効率を保つためには、

これまで以上の維持管理費が必要となる。 

以上より、有効率の向上を利水対策案とすることは、非現実的である。 
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(3) 佐渡市の人口について 

佐渡市全体および旧市町村別の行政区域内人口および給水人口の推移は、図 ４.

６.9 に示すとおりである。行政区域内人口は、減少傾向にあるものの、給水人口の減

少幅はわずかである。よって、人口減少に伴う水道供給能力の余裕の発生は、わずか

であると認識される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.9 佐渡市人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画給水人口*の推移
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•４つの上水道の計画給水人口の合計は3万人強。
•両津地区の計画給水人口は創設時よりも増加。
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(4) 両津地区からの融通について 

両津地区内で金井地区に最も近いエリアは、水源は井戸であり、近年渇水が進み、

取水能力が低下している状況であり、水融通の余裕はない。 

両津地区では、管路更新を実施中であるが、これは、上記の取水能力低下を補うた

めのものであり、他地区へ水融通するまでの余裕は発生しない。 

両津地区内で金井地区へ水融通できる可能性のあるエリアは、河川取水で久知川ダ

ムから補給を受ける久知川浄水場である。久知川浄水場から金井地区への送水ルート

は、図 ４.６.10 に示すとおりであり、送水コストは下記のとおりである。 

・配管延長：約 13km 

・管径  ：300mm 

（送水の確実性を高めるため、簡易計算により得られた必要管径 250mm

の 1 サイズ上とした。） 

・工事費 ：約 11 億円 

（埋設管路のみ計上。浄水池、送水ポンプ、ポンプ室、逆止弁室、電気

計装設備、水管橋など含まず。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４.６.10 両津地区からの水融通ルート 

 

以上のように、水融通が可能であると仮定しても、送水設備の建設コストが膨大で

あるので、非現実的である。 

 

 

 

 

水源井戸枯渇

河川取水
（ダム参加）



 

 ４-72 

(5) その他の地区からの水融通について 

佐渡市内の両津地区以外の地区の現状は、表 ４.６.9 に示すとおりであり、いずれ

の地区においても他地区へ水融通する余裕はない。 

 

表 ４.６.9 その他の地区の現状 
 

地区名 現  状 

金井東部簡易水道 ■金井東部簡易水道は、地下水を水源としており、佐渡総合病院への給水量
を確保するため、平成 21 年度に金井地区上水道と統合して、ひとつの給水
区域とする変更認可を受けている。 
■給水量確保のために、平成 23 年度に水源井戸の掘り換えと既設井戸の更
生工事を行い、取水量の確保と配水管の布設を行う必要がある。 
【地下水：２箇所、うち H23 堀替え：1箇所、井戸更正：１箇所】 

■この地区の農業用水は、地区内の二級河川地持院川から取水しているが、
渇水期には農業用井戸を併用して対応している状況である。 
■地持院川筋に水道用井戸があるため、東部簡易水道の取水量を増加し、金
井地区上水道へ水道水を供給することは、農業用井戸や地持院川表流水への
影響などの不安から、将来にわたり統合し続けることは農業関係者から理解
が得られないため、ダム完成後は切り離す予定である。 
■金井地区上水道区域内に代替の水道用水源として利用できる地下水源は
無いため、東部地区簡易水道地区内で、水道用井戸水の融通をダム完成まで
続ける。 
■ただし、農業用に使用可能な水源の水脈調査などを行い、水道用水取水量
に見合う農業用水を確保することを検討し、農業用の水源を確保する必要が
ある。 
■水道本来の取水と給水の形態ではないため、ダム完成までの対応とする。

新穂簡易水道 ■国府川上流の河川水と大野川ダムの貯水を水源としている。 
■農業用水優先の河川水のため、過去に隣接する畑野地区内に建設した学校
給食センターへ給水の配管をおこなったが、土地改良区から地区外への配水
を拒絶され、配水管を撤去させられた経緯もあり、他地区への給水はできな
い。 

畑野・小倉簡易水道 ■地下水を水源としているが、水質が悪いため、除鉄・除マンガン装置によ
り浄水して供給している。【地下水：２箇所、うち H22 堀替え：１箇所】 
■水質が悪いことや井戸の老朽化が著しいため、平成 22 年度に掘替えを実
施している。 
■畑野地区の安定供給を図るうえで、地区外への給水に応じるだけの水量の
確保は望めない。 

真野簡易水道 ■地下水を水源としているが、水質が悪いため（特にトリハロメタン前駆物
が多い）対策として高度処理の回転円盤装置を通してから、薬品注入、凝集
沈殿、急速ろ過で浄化して給水している。 
【地下水：５箇所、うち枯渇：２箇所】 

■カルシウムなども多く含まれているため、住民から水質改善の要望が多数
寄せられており、水質の良い新たな水源を確保する必要があるが、付近に水
源として使用できる箇所がない。このような状況から他地域へ給水する余裕
がない。 

佐和田地区上水道 ■地下水を水源としているが、水質が悪いため、除鉄・除マンガン装置によ
り浄水して供給している。【地下水：６箇所、うち枯渇：１箇所】 
■当地区は、市内の中心部で今後とも水需要の減少は見込めず、十分な水量
が確保できないなかで他地域へ給水はできない。 

二宮簡易水道 ■地下水を水源としているが、水質が悪いため、薬品沈殿急速ろ過装置で浄
水して供給している。【地下水：５箇所、うち枯渇：１箇所】 
■５本の井戸のうち１本が使えなくなり４本で取水しているが、水源の水量
が不足するため、平成 19 年に一部を佐和田上水からの給水区域に変更して
いる状況であるため、地区外へ給水する余裕がない。 
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図 ４.６.11 金井地区近傍の上水道位置関係図 
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４.７ 新保川生活貯水池再開発事業の総合的な評価 

[1] 目的別評価のまとめ 

前項までに検討した治水、上水道、不特定の代替案評価は、以下のとおりである。 

 

① 治水 

現行案（ダム嵩上げ＋河道改修）の他に 4 つの代替案を検討したが、7 つの評価軸に

より総合的に評価した結果、現行案と比較して、河道改修案（掘削）を同程度、二線堤

＋河道改修案（掘削）を有利と評価した。 

 

② 上水道 

現行案（ダム嵩上げ）の他に 3 つの代替案を検討したが、6 つの評価軸により総合的

に評価した結果、現行案と比較して、ため池案を同程度と評価した。 

 

③ 不特定 

現行案（ダム嵩上げ）の他にため池案を検討したが、6 つの評価軸により総合的に評

価した結果、現行案に代わる案は無いと評価した。 
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 [2] 総合評価にあたって勘案すること 

目的別の総合評価の結果が全ての目的で一致しないことから、各目的それぞれの評価結

果やそれぞれの評価結果が他の目的に与える影響の有無、程度等について、検証対象ダム

や流域の実情に応じて総合的に勘案して評価を行った。 

① それぞれの目的別評価結果が他の目的に与える影響の有無、程度 

ダム案に代わる代替案の組み合わせを考えると、利水代替案のため池案と、不特定代

替案のため池案は、建設地点が同じであるため、二つのため池をつくるのではなく、利

水・不特定の目的を持つため池を一つ建設することとなる。 

代替案を組み合わせた結果をコスト比較する際に、利水と不特定のコストを単純に合

算した場合、過大となる可能性があるため、利水・不特定の目的を持つため池のコスト

を算出する。 

② 流域の実情 

流域懇談会等の意見から、以下の事項を総合評価に勘案した。 

・代替案による新たな用地協力を得ることは困難であり、実現性に課題が残る。 

・上水道と不特定におけるため池案について、他流域に導水することは、既得水利権者

から同意を得ることが非常に困難である。 

・佐渡では急峻な地形で流下時間が早いなどの離島特有の特性から、河川は水量が少な

く、他地域、他流域から水を融通することが困難であるため、上水道や農業用水を確

保するために苦労している。 

・佐渡は海に囲まれているため、大震災時には他からの応援が本土のようには簡単に得

られない。 

③ その他総合評価にあたって勘案すること 

○水道について 

新潟県ダム事業検証検討委員会から提案された、他水道からの融通策や、有効率の改

善策は、他代替案よりもコストが大きいため、総合評価では考慮しないこととする。 

○不特定について 

新保川においては、以下に示す地域の実情、事業を巡る状況から、不特定確保の必要

性は高いと言える。 

・地域は農業用水確保のために苦労していることから、不特定確保について、強い要

望がある。 

・新保川流域では、新保川ダム再開発事業と農業利水事業とによって、必要な農業用

水が確保されることになっている。農業利水事業は、平成 25 年度には補給を開始す

る見込みで、新保川ダム再開発事業によって不特定補給しても不足する分の農業用

水を補給する。 

・上水道が新保川から取水するためには、正常流量の確保が水利権許可の条件となる。 

・アユのへい死が見られるなど維持流量が毎年のように確保されていない。 
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④ 比較評価（トータルコスト） 

総合評価にあたり、考えられる組み合わせによるトータルコストの比較を行った。組

み合わせとしては、現行案と同程度以上の案を抽出することを基本としたが、不特定に

ついては、現行案と同程度以上の案がないため、唯一の代替案であるため池案を抽出し

た。また、ため池案については、図 4.7.1 に示す上水道と不特定の目的を持つ 1 つのた

め池のコストを用いた。 

 

表 ４.７.1 考えうる組み合わせ案のトータルコスト 

対策案 治水 利水（上水道） 不特定※1 合計

現行案 ３６ １．０ （３９）
３７

（７６※3）

代替案1
⑤二線堤

＋河道改修案（掘削）
２８

③ため池案
２．６

②ため池案
４７ ３１

（７６※3）
（４８※2）

代替案2
②河道改修案（掘削）

３４

③ため池案
２．６

②ため池案
４７ ３７

（８２※3）
（４８※2）

注） コストには維持管理費を含む

※1 不特定については、ダムを造る場合に限り考慮する。 ※2 上水道と不特定の目的を持つ１つのため池のコスト。

※3 不特定を考慮した場合のトータルコスト。

単位：億円

 

 

 

各対策案のトータルコストを治水と上水のみで比較した場合、コスト面で現行案より有

利な代替案の組み合わせがある。 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ４.７.1 上水＋不特定ダム容量配分図 

常時満水位　EL 82.5 m

堆砂容量　76,000 m3

ダム頂
EL 85.0 m

不特定　425,000 m3

上水　 　 50,000 m3

利水容量　 475,000 m3

総貯水容量
551,000 m3

最低水位　EL 69.0 m

基礎岩盤　EL 60.0 m

{

（新潟県としては、貯留型のダムにより洪水調節・利水補給を行う場合は、流水の正常な機能を維持するため、

必要な流量をあわせて確保する必要があると考えている。） 
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[4] 総合的な評価 

以上について総合的に勘案し、総合的な評価を行った。 

・治水については、目的別評価では河道改修による対策が現行案と同程度以上の評価と

なっているが、流域懇談会等の意見によれば、代替案については新たな用地協力を得

ることは困難であり、実現性に問題が残る。 

・上水道については、目的別評価では隣接流域の地持院川におけるため池案が現行案と

同程度と評価されたが、他流域に導水することについて、既得水利権者から同意を得

ることは、困難である。 

・新保川においては、地域の実情、事業を巡る状況から不特定の確保の必要性が高い。 

・不特定については、現行案と同程度以上と評価される案はない。 

・現行案については、流域懇談会等において反対の意見はなく、共有地の解決に向けて

地元は地縁団体を設立している。 

・各対策案のトータルコストを治水と上水道のみで比較した場合、コスト面で有利な代

替案の組み合わせがあるものの、安定的な水利用のためには現行案の実現性が最も高

い。 

 

総合的な評価としては、現行案が優位であると判断する。 

なお、ダム事業を継続としても完成はしばらく先になることから、氾濫区域に金井小

学校が建設されて、避難所として指定されることを考えると、同小学校の安全性を向上

させる方策を地域とともに検討することとする。 
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【参考：総合的な評価に至る経緯】 

第 5回新潟県ダム事業検証検討委員会（H23.2.2 開催）において治水、新規利水（上水道）、流

水の正常な機能の維持（不特定）の各目的別評価を以下のとおり行った。 

 

目的 治水 新規利水（上水道） 不特定 

評価 二線堤＋河道改修案（掘削）はコスト

面から有利であり、ダム案に代わる有効

な代替案と評価する。また、河道改修案

（掘削）は現行案と同程度と考えられる。

ため池案は実現性や地域社会へ

の影響に課題はあるものの、引き続

き検討を進める余地があるので、現

段階では同程度と評価する。 

現行ダムに代わる案

はないと判断する。 

 

上記の評価結果に対して、第 2 回新潟県新保川流域懇談会（H23.2.18 開催）、パブリックコメ

ント（H23.2.10～H23.3.4 実施）、にいがた県民電子会議室（H23.2.14～H23.3.4 実施）にて意見

聴取を行った結果、以下の主な意見が出された。 

 

目的 治水 新規利水（上水道）及び不特定 

主な 

意見 

○ 小学校建設予定地近傍に二

線堤を作ることは、地元及び

関係者の了解を得ることが

出来ず、実現性に問題があ

る。 

○ 二線堤案では、市街地の被害

抑止のためとはいえ、学校用

地に隣接して堤防を設置す

ることは、保護者を始め地域

住民から到底理解を得られ

ない。 

○ 佐渡は離島の特性として、水が極めて少なく、他流域から水を持

ってくることについては、地元及び関係者の同意は絶対に得られ

ない。 

○ 佐渡の川は急勾配であり、山は浅く低いため降雪量も少ないの

で、どこの川も水が少なく、大昔から他の川からの導水は出来な

い。新保川にいつもきれいな水を流すためには、ダムを造り雪解

け水を貯めておく必要があり、安定した水道とするためにはダム

しか方法がない。 

○ 渇水期に鮎が何百匹もへい死した事例があることや、トキとの共

生を目指して生物多様性に取り組んでいる佐渡市にとっては、ダ

ムによる維持水量の確保が絶対に必要である。 

 

これらの意見を受け、第 6回新潟県ダム事業検証検討委員会（H23.5.20 開催）にて、二線堤＋

河道改修案（掘削）の評価の修正等を議論したが、委員会から以下の意見が出された。 

 

目的 治水 新規利水（上水道） 不特定 

主な 

意見 

治水の二線堤について、

建設すれば現状よりも小学

校の安全度は高くなること

から、もう一度地域の方と

議論してほしい。ダム中

止・継続にかかわらず、小

学校の安全性を高める方策

として検討してほしい。 

水道の必要性については、離島特性から水不

足の現状は理解できるものの、新規上水道開発

量については採用する数値によりその必要性

を左右される程度の量であること、ダムが出来

るまで今後30 年間は凌げる方策があること、

佐渡市全体で人口が減少している中で、今後も

水融通が不可能なのかなど疑問が残ることか

ら、さらに説明をしてもらいたい。 

平成25 年に、農水省所

管の小倉ダムにより新保

川流域にも農業用水が供

給されるため、その改善状

況を見てから再検討する

など、そういうことを含め

総合評価を考えなければ

ならない。 
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第 6 回新潟県ダム事業検証検討委員会での「もう一度地域の方と議論してほしい」という意見

を受け、第 3回新潟県新保川流域懇談会（H23.7.15 開催）を開催し、検証検討の内容と特に二線

堤＋河道改修案（掘削）について説明を行った結果、以下とおり意見が出された。 

 

目的 治水 新規利水（上水道）及び不特定 

主な 

意見 

○ 佐渡は昔から大地主は無く、1600年はじめ頃か

ら小規模な自作農を営んできたため、元々水に

対する執着や土地に対する思いが強く、土地が

浸水することに対する抵抗が強い。 

○ 治水対策について、まずは、溢れないようにす

ることが第一である。溢れて被害を受ける地域

を納得させられるはずはない。また、二線堤を

実施したことにより治水対策は必要なくなり、

嵩上げが遅くなる可能性があることを恐れて

いる。 

○ 用地の確保が円滑に進むように地縁団体を設

立し、地元も頑張っている。方針を変えて、ダ

ム以外の案にした場合、土地の提供は理解が得

られない。 

○ 佐渡は海に囲まれているため、大震災時には応

援が本土のように簡単に得られない。また、人

口も減っているというが、大学の誘致等人口が

増えるように対応しているところである。離島

の地域性を加味して議論してほしい。 

○ 人口が減れば、他流域から導水すれば良いが、

水道管敷設はダムの嵩上げ以上にお金がかか

り、維持費もかかる。 

○ 佐渡の農業は、生物がはぐくめるような水辺を

保持してきたことが評価されて、世界農業遺産

に認証された。農水省は、佐渡の農業を日本の

農業のモデルにしようと言っている。ただし、

これには水がなければならないが、佐渡は離島

であることから、雪解け水をためてゆっくり流

す必要がある。 

 

以上のことから、第 7 回新潟県ダム事業検証検討委員会（H23.7.28 開催）においては、「二線

堤＋河道改修案（掘削）を含む治水代替案について用地協力を得ることが困難であり実現性に問

題が残る」、「上水道と不特定におけるため池案について、他流域への導水は、既得水利権者から

同意を得ることが非常に困難である」ことなどを踏まえた上で、総合的な評価に対する委員会の

意見をまとめた。 

その結果、新潟県ダム事業検証検討委員会は検証対象ダムや流域の実情に応じて総合的に勘案

して評価し、現行案が優位であると判断した。（「４．７ 新保川生活貯水池再開発事業の総合的

な評価」参照） 
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４.８ 費用対効果の点検 

新保川生活貯水池再開発事業の費用対効果を、「治水経済調査マニュアル（案）平成 17 年

4 月」に基づき算出した。 

事業完成年度については、最長の平成 51 年度とし、全体事業と残事業について、費用対効

果を算出した。また、社会情勢の影響等により事業費、残工期、便益が各々10％増減したと

きの感度分析についても実施した。 

その結果、いずれのケースにおいてもＢ／Ｃは、１．０を超える結果となった。 

費用対効果算出結果一覧を表 ４.８.2 にそれぞれ示す。 

 

 

表 ４.８.1 新保川ダム費用便益比検証結果 
 

 Ｂ／Ｃ 

全体事業 1.11 

残事業 1.47 
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表 ４.８.2 新保川ダム費用対効果検証結果（H51 完了） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＋１０％ －１０％ ＋１０％ －１０％ ＋１０％ －１０％

総便益
（千円）

4,528,813 4,443,517 4,628,406 4,227,769 4,867,988 4,691,391 4,366,236 現在価値化後

総費用
（千円）

4,071,367 4,238,837 3,903,897 3,879,059 4,288,831 4,071,367 4,071,367 現在価値化後

費用対効果
Ｂ／Ｃ

1.11 1.05 1.19 1.09 1.14 1.15 1.07 全項目で1.0以上

基本値と
感度分析の差分

－ -0.06 0.08 -0.02 0.03 0.04 -0.04

＋１０％ －１０％ ＋１０％ －１０％ ＋１０％ －１０％

総便益
（千円）

2,957,836 2,985,234 2,925,845 2,656,880 3,296,912 3,120,413 2,795,258 現在価値化後

総費用
（千円）

2,017,261 2,184,732 1,849,791 1,824,954 2,234,725 2,017,261 2,017,261 現在価値化後

費用対効果
Ｂ／Ｃ

1.47 1.37 1.58 1.46 1.48 1.55 1.39 全項目で1.0以上

基本値と
感度分析の差分

－ -0.10 0.11 -0.01 0.01 0.08 -0.08

全体事業および残事業における費用対効果

全体事業における費用対効果の感度分析結果

残事業における費用対効果の感度分析結果

費用便益費Ｂ／Ｃ（ＣＢＲ）

純現在価値（ＮＰＶ）

経済的内部収益費（ＥＩＲＲ）

総便益

総費用

評価指標

河川ダム建設費（千円）

維持管理費（千円）

中止に伴う費用（千円）

2,957,836

1,674,703

376,308

合計（Ｃ） 2,017,261

1.471.11

4,071,367

31,301

－

4,528,813

3,695,059

10.71%

457,446

4.78%

940,575

30,510

0

項目

洪水調節の便益（千円）

不特定の便益（既得用水の安定化及び河川環境の
保全）（千円）

残存価値（千円）

全体事業 残事業

1,625,774

2,871,738

1,625,774

1,301,552

中止に伴う便益（千円）

合計（Ｂ）

残事業 基本額

感度分析

全体事業 基本額

33,750

376,308

－

備考

感度分析

事業費
（工期・便益固定）

残工期
（事業費・便益固定）

治水の便益
（事業費・工期固定）

備考
事業費

（工期・便益固定）
残工期

（事業費・便益固定）
治水の便益

（事業費・工期固定）
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５. 関係者の意見等 
 

情報公開、意見聴取等の概要 

 

「実施要領細目」の趣旨を踏まえ、また、本県において新保川ダム事業を含む４ダム事業の検

証に係る検討を効率的、衡平的に行うため、以下の枠組みにより検討を進めた。 

 

図 ５.1 新潟県における検証検討の進め方 

 
 

 

５.１  新潟県ダム事業検証検討委員会 

 

（１） 委員会の概要 

  河川工学、環境、経済、農業水利、水文の学識経験者から構成される「新潟県ダム事

業検証検討委員会」を設置（表 ５.１.1）し、新保川ダムを含む県内４つの検証対象ダ

ム事業について検証検討を行った。委員会は計 8 回開催（表 ５.１.2）し、関係者や県

民からの意見を聴きながら検討したうえで、新保川ダム事業の対応方針（原案）提言を

得た。会議は全て報道機関及び一般に公開し、会議配付資料・議事要旨・議事録につい

ても、会議終了後、新潟県ホームページに公開した。 

 

表 ５.１.1 新潟県ダム事業検証検討委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 分 野 役 職 等 

◎大熊 孝 河川工学 新潟大学名誉教授 

崎尾 均 環境 新潟大学農学部フィールド科学教育研究センター教授 

中東 雅樹 経済 新潟大学経済学部経営学科准教授 

○三沢 眞一 農業水利 新潟大学農学部生産環境科学科教授 

陸 旻皎 水文 長岡技術科学大学環境・建設系教授 

※ ◎：委員長、○：委員長代理 
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表 ５.１.2 新潟県ダム事業検証検討委員会 開催状況 

実施年月日 検 討 の 内 容 

第 1回 平成 22 年 9 月 30 日（木） 設立趣旨、進め方等確認 

第 2回 平成 22 年 10 月 17 日（日） 現地調査、調査とりまとめ会議 

第 3回 平成 22 年 11 月 26 日（金） 検証対象ダム事業等の点検、目的別対策案の立案 

第 4回 平成 22 年 12 月 17 日（金） 目的別対策案の検討 

第 5回 平成 23 年 2 月 2 日（水） 目的別の評価 

第 6回 平成 23 年 5 月 20 日(金) 流域懇談会等における意見とその対応 

第 7回 平成 23 年 7 月 28 日(木) 検証対象ダムの総合的な評価 

第 8回 平成 23 年 8 月 19 日(金) 平成 23 年７月新潟・福島豪雨の検証とその対応 

 平成 23 年 8 月 26 日(金) 新潟県知事に検討結果の報告、対応方針（原案）提言 

 

 

写真 ５.1 第１回委員会の様子（平成 22 年 9 月 30 日） 

 

写真 ５.2 第２回委員会（現地調査）の様子（平成 22 年 10 月 17 日） 
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写真 ５.3 第３回委員会の様子（平成 22 年 11 月 26 日） 

 

写真 ５.4 第４回委員会の様子（平成 22 年 12 月 17 日） 

 

写真 ５.5 第５回委員会の様子（平成 23 年 2 月 2日） 
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写真 ５.6 第６回委員会の様子（平成 23 年 5 月 20 日） 

 

写真 ５.7 第７回委員会の様子（平成 23 年 7 月 28 日） 

 

写真 ５.8 第８回委員会の様子（平成 23 年 8 月 19 日） 
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写真 ５.9 知事への提言の様子（平成 23 年 8 月 26 日） 

 

（２） 議事の概要 

  委員会における、第1回から第8回までの委員の意見等をとりまとめた議事要旨と委員会からの

対応方針（原案）提言を以降に示す。 

 

（３） 主な意見への対応 

  委員会における主な意見への対応については、「５．５頂いたご意見の対応」（P5-24）に概要を

示す。 

 

 

第１回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２２年９月３０日（木）１７:３０～２０:１５ 

場所：新潟県自治会館 別館９階 コンベンションホールゆきつばき 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、大野副知事、野澤土木部長、 

新保河川整備課長、田辺河川管理課長、永井津川地区振興事務所長、 

渡辺十日町地域整備部長、上原上越地域整備部副部長、佐野佐渡地域整備部長 

 

【会議の概要】 

○ 規約等は案のとおり承認され、会議は原則として公開することとなった。 

○ 会議配布資料、議事要旨、議事録はホームページに公開することとなった。 

○ 大熊委員が委員長に選出され、三沢委員が委員長代理に指名された。 

○ 検証検討の経緯、国の有識者会議中間とりまとめについて確認した。 

○ 新潟県の検証検討の進め方について了承された。 

○ 河川事業の計画と実施状況について説明。 

○ 検証における治水対策案の目標について説明。 

 

【主な意見】 

○ 河川法の改正において、治水、利水に加え、河川環境の整備と保全が大きな柱となってい

る。環境保全に関して、調査だけでなく計画を立ててから議論するべきである。 

○ 再評価における、具体的な評価項目を示す必要があるとともに、ダム検証においては、経済

効率性という観点が必要になってくる。 
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○ 再評価において事業継続が妥当との結果がでているが、ダム検証検討委員会では自由に

議論したい。 

○ 利水計画については、人口の増減などについても考慮する必要がある。 

○ 既往洪水については、雨量の情報の他に流量の情報も示したほうがよい。 

○ 治水安全度の目標については、現地調査時に具体的に現地で川を見ながら考える。 

 

 

第２回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２２年１０月１７日（日）１５:３０～１６:１０ 

場所：新潟県上越地域振興局 ３０３会議室 

出席者：大熊委員長、三沢委員、陸委員、新保河川整備課長 

 

【会議の概要】 

○ 現地調査の実施状況及び概要について説明。 

○ 現地調査における、各河川の状況について取りまとめをおこなった。 

○ 事務局提案の治水安全度で検討を進めることとなった。 

 

【主な意見】 

○ 晒川、新保川については、1/70の安全度で現地にあった代替案を考えてほしい。 

○ 現在の予算状況で 20～30 年で完成できるものを考えていく必要がある。 

○ 地元のために効果を早く発現するという視点が必要。 

○ 26 案の代替案のうち大まかな絞り込みを行い、精査するものは 1～2 案となってもいい。 

 

 

第３回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２２年11月26日（金） １７:００～２０:２０ 

場所：新潟県自治会館 本館２階 ２０１会議室 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、大野副知事、野澤土木部長、 

新保河川整備課長、田辺河川管理課長、永井津川地区振興事務所長、 

渡辺十日町地域整備部長、山本上越地域整備部長、佐野佐渡地域整備部長 

 

【流域懇談会の開催状況】 

○ 各流域懇談会の開催状況や懇談会における主な意見について確認した。 

 

【前回までの振り返り】 

○ 第１回検証検討委員会及び第２回検証検討委員会の概要について確認した。 

○ 第１回委員会での課題について説明。 

 

【ダム事業等の点検について】 

○ 残事業費、堆砂計画、工期の点検内容について説明。 

○ 主な意見は以下のとおり。 

・ 常浪川のように、改訂年からある程度時間が経過している場合、今回の計算方法では

残事業費が少なく見積もられる可能性がある。そこで、コスト比較で拮抗した場合には、

物価変動の考慮の仕方や現在価値化した残事業費についても検討したほうがよい。 

 

【治水対策の立案について】 
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○ 治水対策案検討の進め方について、国の基準（有識者会議中間とりまとめ）を説明。 

○ 概略評価による治水対策案の抽出の考え方および抽出結果について説明。 

○ 今回提示の案を基本として、７つの評価軸で評価していくこととなった。ただし、コストの算出

は時間を要するので、第５回以降の議題とする。 

○ 主な意見は以下のとおり。 

・ 水害保険は公的なものが確立されていないことから比較の対象外としているが、洪水

被害が発生した場合の被害額がどの程度になるか調べ、対策案として比較することは

可能ではないか。 

・ ダム案とダム以外の案を比較する治水安全度を河川整備計画レベルで設定しても、築

造するダム規模は河川整備基本方針レベルとなるため、コスト比較を行う場合はダム

案が不利になるのではないか。 

・ 新保川の二線堤で、水田の損害の対応もコストとして検討すべき。 

 

【利水対策の立案について】 

○ 利水対策案検討の進め方について、国の基準（有識者会議中間とりまとめ）を説明。 

○ 利水目的、利水参画者の意思確認結果、概略検討による利水代替案の抽出結果について

説明。 

○ 主な意見は以下のとおり。 

・ 「流水の正常な機能の維持」については、ダムを造るから生み出すのであって、ダムを

築造しない場合、これを取り出して評価する必要があるのか疑問である。 

・ 利水者は、ダム完成予定年次までに水の必要性やダム以外の対応策を考える必要が

あるのではないか。 

・ 財政難の中で、どれだけ水を要望すべきか、利水者側からもよく精査してもらう必要が

ある。 

 

 

第４回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２２年１２月１７日（金）１５:３０～１８:４５ 

場所：新潟県自治会館 別館９階 コンベンションホールゆきつばき 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、野澤土木部長、 

新保河川整備課長、田辺河川管理課長、永井津川地区振興事務所長、 

渡辺十日町地域整備部長、山本上越地域整備部長、佐野佐渡地域整備部長 

 

【前回までの振り返り】 

○ 第３回検証検討委員会の概要について確認した。 

○ 第３回検証検討委員会で出された課題について説明。 

 

【治水対策案の検討について】 

○ 抽出した治水対策案の評価軸ごとの評価について説明。 

  ○ 主な意見は以下のとおり 

     ・「水環境への影響」に関する評価において、ダムによる流況安定化については肯定的な

評価をしているが、安定化に伴う堤外の陸地化や森林化も問題視されており、単純に良

いと評価することには疑問がある。 

・洪水に伴う土砂の移動による攪乱が、河川環境にとって重要であることを「土砂流動の変

化と影響」の評価に考慮したほうがよい。 

・「景観、野外活動への影響」に関する評価において、ダムの湖面を活かした利用につい

て肯定的な評価をしているが、実態を考慮して再検討したほうがよい。 
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【利水対策案の立案について】 

○ 利水対策案の抽出検討について説明。 

○ 主な意見は以下のとおり 

    ・利水単独ダム案やため池案は、新規利水と不特定用水について別々に検討しているが、

新規利水＋不特定のダムやため池も考えられるのではないか。 

  ・実現性が極めて低い対策案は、検討から外してもよい。 

 

 

第５回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２３年２月２日（水）１３:３０～１７:２５ 

場所：新潟県自治会館 本館２階 ２０１会議室 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、野澤土木部長、 

新保河川整備課長、田辺河川管理課長、永井津川地区振興事務所長、 

渡辺十日町地域整備部長、山本上越地域整備部長（代理：林参事・治水課長）、 

佐野佐渡地域整備部長 

 

【前回までの振り返り】 

○ 第４回検証検討委員会の概要について確認した。 

○ 第３回、第４回検証検討委員会及びその後メール討議で出された意見、質問について説

明。 

 

【第５回検証検討委員会について】 

○ 第５回では目的別（治水・新規利水・不特定）の評価を行い、第６回以降に検証対象ダム

の総合的な評価を行うことを説明。 

 

【コスト算出の考え方について】 

○ ダム建設費用、維持管理費用、中止に伴う費用の目的別のコスト算出の考え方について

説明。 

○ 主な意見は以下のとおり 

・ 治水対策のダム案でダム建設費用の治水分のみを計上するとしているが、実際には

不特定分のダム建設費用も必要となる。そして、不特定分の割合が５０％を超えている

ダムもある。そのようなことを踏まえて、最終的な検証対象ダムの総合的な評価を行う

必要がある。 

・ 新規利水の割合は法律に基づいて算出した割合であるものの、かなり小さい。法律上

の問題があれば、国へ検証検討結果を報告する際に意見を付記することを検討した

ほうがよい。 

 

【目的別の評価(案)について】 

○ ダムごとに、目的別（治水・新規利水・不特定）の評価(案)について説明。 

○ 主な意見は以下のとおり 

（４ダム共通の意見） 

・ 不特定は、治水や利水目的にダムをつくる場合に併せて確保されるものであると思わ

れ、不特定対策案の評価を最終的な検証対象ダムの総合的な評価でどのように取り

扱うかを検討する必要がある。 

（新保川ダム） 

・ 治水対策案の「河道改修案(引堤)」は、コストが高く、また「河道改修案(掘削)」と比較



 
５-9

して実現性で困難な面もあるため、目的別(治水)の評価を「同程度」から「不利」評価

に修正したほうがよい。 

・ 治水対策案の「二線堤＋河道改修案(掘削)」において、農地への氾濫が４０～５０年

に１回程度であり、その都度、補償すれば氾濫区域と下流市街地での利害関係に問

題は生じないと思われる。ついては、地域社会への影響の評価は「不利」から「同程

度」評価に修正したほうがよい。したがって、目的別(治水)の評価は「同程度」から「有

利」評価に修正したほうがよい。 

・ 佐渡市は広域で合併し、旧両津市では人口が減り水道供給能力に余裕があると思わ

れる。そのようなことから地域間の水の融通で対応できないか検討したほうがよい。 

・ 佐渡市の水道計画における新規必要水量について、負荷率などの数的根拠を確認

したほうがよい。 

 

○ 目的別の治水面の評価では、常浪川ダム、晒川ダム、新保川ダムでは、現行ダム案に代

わる有効な代替案があることが確認され、儀明川ダムではダムによる手法が最適であるこ

とが確認された。 

○ 利水面では、晒川ダム及び新保川ダムで、関係市と事務局とで更なる調整を図ること。 

○ 目的別評価については、本日の意見を踏まえた修正を行った後に、委員長から確認をし

てもらい、パブリックコメント及び電子会議室にかけることを了承された。 

○ 次回の委員会では、パブコメ、電子会議室及び流域懇談会それぞれで出された意見を基

に、総合評価への方向性について討議する。 

 

【その他】 

○ パブリックコメント、電子会議室の実施方法について説明。 

○ 今後の予定について 

・ パブリックコメント ２月上旬～３月上旬（予定） 

・ 電子会議室 ２月中旬～３月上旬（予定） 

・ 流域懇談会 ２月中旬～２月下旬（予定） 

・ 検証検討委員会 今後、少なくとも２回程度開催（予定） 

 

 

第６回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２３年５月２０日（金）１４:００～１７:３０ 

場所：興和ビル１０階 第５会議室 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、田宮土木部長、 

丸山河川整備課長、田辺河川管理課長、伊藤津川地区振興事務所長、 

原山十日町地域整備部長、新保上越地域整備部長、鈴木佐渡地域整備部長 

【前回の振り返り】 

○ 第５回検証検討委員会の概要について確認した。 

○ 委員からの意見、質問に対する回答について確認した。 

 

【流域懇談会等で頂いたご意見とその対応】 

  ○ 各流域懇談会の開催状況、パブコメ・電子会議室の実施状況や、委員会の評価について

それぞれどのような意見が出されたかを確認し、それらに対する県の対応方針について討

議した。 

  ○ 県の説明に対する委員の主な意見は以下のとおり。 

（新保川ダム） 

・ 治水の二線堤について、建設すれば現状よりも小学校の安全度は高くなること
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から、地域に理解されていないのではないか。もう一度地域の方と議論してほ

しい。また、ダム中止・継続にかかわらず、小学校の安全性を高める方策とし

て検討してほしい。 

・ 農水省所管の小倉ダムにより新保川流域にも農業用水が供給されるため、その

改善状況を見てから不特定の必要性を判断するという考え方もあり得るのでは

ないか。 

・ 離島特性から水不足の現状は理解できるものの、新規上水道開発量については

採用する数値によりその必要性を左右される程度の量であること、ダムが出来

るまで今後 30 年間は凌げる方策があること、佐渡市全体で人口が減少している

中で、今後も水融通が不可能なのか疑問が残ること等から、水道の必要性につ

いては委員会として納得できない。 

・ 治水・利水について、委員が納得できるよう再調整し、説明してほしい。 

（その他） 

・ ダム以外の代替案の整備スケジュールについても、それぞれ概ねの目安を総合評価

までに示してほしい。 

・ 不特定については、ダムを造らない場合は、それのみを取り上げて評価しないこととし

たい。新保川ダムの不特定については、議論がまだ残っている。 

 

 

第７回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２３年７月２８日（木）１５：００～１８：３０ 

場所：新潟県自治会館 本館２階 ２０１会議室 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、田宮土木部長、 

丸山河川整備課長、田辺河川管理課長、伊藤津川地区振興事務所長、 

原山十日町地域整備部長、新保上越地域整備部長、鈴木佐渡地域整備部長 

 

【前回の振り返り】 

○ 第６回検証検討委員会の概要について確認した。 

○ 新潟県が取り組んでいるソフト対策の具体的な取り組み状況と今回の検証４ダムの河川に

おける対応状況を説明した。 

○ 主な意見は以下のとおり 

     ・浸水想定区域図やハザードマップのような危険を予知するものを作成している部署と学

校などを開発する部署で連携することが望ましい。 

     ・「雨量による洪水予測」は儀明川で検討してほしい。 

     ・１分間のレーダー雨量を国土交通所で把握しているので、国土交通省と協力して相互に

データを補完することで、よりよいシステムの開発を行ってほしい。 

 

【総合的な評価（案）について】 

○ 検証対象ダムの総合的な評価に関する国の基準を確認した。 

○ ダムごとの総合的な評価（案）について、事務局より説明した。 

  総合的な評価（案）の要旨は以下のとおり。 

（新保川ダム） 

     ・現行案が優位であると判断する。 

     ・なお、ダム事業を継続としても完成はしばらく先になることから、氾濫区域に小学校が建

設されて避難所として指定されることを考えると、小学校の安全性を向上させる方策を地

域とともに検討する必要がある。 
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○ 県の説明に対して委員の主な意見は以下のとおり。 

（全ダム共通） 

・ハザードマップを確認し、避難場所は水没しない箇所になるように、市町村へ提案してほ

しい。 

（新保川ダム） 

・新保川ダムの不特定の取り扱いについて、他３ダムと不統一にならないように、コストの比

較では不特定は考慮せず、結論の段階で上水道・不特定をふまえて総合的に判断する

方が良い。 

・佐渡は集水面積と比較して農地面積が大きいため、水に逼迫していて、水を分け合うこ

とについて昔から非常にシビアであり、水に関しては本土とは価値観が違う。また、小倉

ダムからの導水の影響は現段階では不明な点があるので、その影響を確認してから判断

してもよいのではないか。 

・不特定については、農業振興など県民・国民への影響を総合的に考えてほしい。 

・ダム事業が継続になっても、小学校の安全性を向上させる方策として、二線堤は実施し

てほしい。 

・今後ナラ枯れの影響などで土砂流出が加速される可能性があり、堆砂が早まることによ

る問題が出てくると思われる。 

 

○ 事務局の総合的な評価（案）に対する委員会の意見をまとめ、提言への方向性を確認した。 

  提言（案）の要旨は以下のとおり。 

（新保川ダム） 

    ・流域の実情を考慮すると、現行案はすでに存在するダムの嵩上げ事業であり、付け替え

道路建設による自然環境への影響はあるが、新たなダム建設によるような自然環境への

影響は少なく、現行案が優位であると認められるため、ダム事業を継続することが妥当で

ある。 

    ・本体工事の本格的着工まで１０年以上の期間がかかると考えられることから、上水道と農

業用水については、東部金井簡易水道からの暫定導水、小倉ダムからの農業用水の注

水があるため、今後の人口増減など社会的情勢の変化や水利使用状況を見定めた上で、

本体着工する前にダム事業の必要性を予断なく見極めてほしい。 

・なお、小学校の安全性を向上させる方策として、二線堤も含めて地域と協力して取り組

んでほしい。 

 

 【その他】 

 ○ 事務局より、今後の進め方について確認をした。 

 ○ 今後の進め方は以下のとおり。 

      ・提言の調整を委員長と各委員との間で行い、委員長と事務局との間で最終調整を行っ

た後、委員会から知事へ提言する。 

      ・その後、委員会の提言を踏まえて県の対応方針案を作成し、新潟県公共事業再評価委

員会を経て、決定した方針を国へ報告する。 

 

 

第８回 新潟県ダム事業検証検討委員会 議事要旨 

 

日時：平成２３年８月１９日（金）１０：００～１１：３０ 

場所：新潟県庁西回廊講堂 

出席者：大熊委員長、崎尾委員、中東委員、三沢委員、陸委員、田宮土木部長、 

丸山河川整備課長、田辺河川管理課長、伊藤津川地区振興事務所長、 

原山十日町地域整備部長、新保上越地域整備部長、鈴木佐渡地域整備部長 
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【前回の振り返り】 

○ 第７回検証検討委員会の概要について、確認した。 

【今回の豪雨の検証について】 

○ 平成２３年７月新潟・福島豪雨災害の概況について、事務局より説明した。 

  ○ 今回の豪雨を踏まえた検証検討内容の確認結果について、事務局より説明した。 

   説明要旨は以下のとおり。 

 （新保川ダム） 

     ・今回豪雨による総合的な評価（案）への影響はなく、結論に変わりはない。 

 ○ 委員から、特に異論はなかった。 

 

【提言（案）について】 

○ 各ダムにおける対応方針（原案）の提言について、討議がなされた。 

○ 委員の主な意見は以下のとおり。 

（全ダム共通） 

・今回の災害を受けて、どの河川においてもソフト対策は重要な役割を果たしていると感

じたことから、提言の全体像の中にソフト対策についても盛り込んでもらいたい。 

（新保川ダム） 

・提言を後で読んだ人でも分かるように、安全性を向上させるべき小学校が特定できるよう

名称を入れてもらいたい。 

  

【その他】 

 ○ 今後の予定について、以下のとおり確認した。 

      ・対応方針（原案）の提言について、最終的な文書の調整を行った上で、委員会から知事

へお渡しいただく。 

 

 

新潟県ダム事業検証検討提言書 ～４ダム事業の「対応方針（原案）」～ 

 

は じ め に 

 

この提言は、平成 22 年９月に、今後の治水対策のあり方に関する有識者会議が示した「今後の

治水対策のあり方について 中間取りまとめ」に則して、新潟県の常浪川ダム、儀明川ダム、晒川

ダム、新保川ダムについて、検討した結果をまとめたものである。 

 

「今後の治水対策のあり方について 中間とりまとめ」では、「我が国は、現在、人口減少、少子

高齢化、莫大な財政赤字という、三つの大きな不安要因に直面しており、このような我が国の現状

を踏まえれば、税金の使い道を大きく変えていかねばならないという認識のもと、『できるだけダム

に頼らない治水』への政策転換を進めるとの考えに基づき今後の治水対策について検討を行う際

に必要となる、幅広い治水対策案の立案手法、新たな評価軸、総合的な評価の考え方等を検討

するとともに、さらにこれらを踏まえて今後の治水策を構築していくことになった。」と、この検討の主

なる動機は三つの不安要因にあることを述べている。また、「右肩上がりの経済成長の時代に形づ

くられた都市や地域の開発指向の考え方を、安定した持続的発展の時代に相応しい形に変革す

る意識が芽生え、各地で様々な取組みがなされつつあるが、それらを形骸化させないような工夫を

凝らしながら、災害に強く、環境に配慮した、流域全体の調和ある発展に努めることが健全な国土

形成の要諦である。」とも述べている。 

 

2011 年３月 11 日の大震災と原発事故の発生は、この三つの要因、特に財政問題を、一層際立

たせ、さらに、平成 16 年 7 月及び平成 23 年 7 月と続けて新潟県を襲った豪雨災害の教訓も踏ま
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え、今後は、「災害に強く、環境に配慮した、流域全体の調和ある発展に努めること」すなわち「自

然と共生していくこと」以外にわれわれの生きていく道はないことも明らかとなった。 

 

われわれは、この前提に立ち、上記４ダムについて真摯に検討し、以下の結論を得た。ここに４

ダムに関する「対応方針（原案）」を提言するので、その具体化を地域と連携しながら進めることを

お願いしたい。また、河川環境が、源流域から海に至るまでの流域全体で形成されていることに鑑

み、今後も既存の枠にとらわれることのない、流域一体となった河川環境の管理を望む。 

なお、個別の提言のほかに、今回の検証検討全体を通じて出された全般的意見についても、主

なものを以下に付言する。 

 

 

付 言 

 

経済社会環境が変遷するのと同じように、平成23年 7月下旬に本県を襲った記録的豪雨など、

気象環境についても時々刻々と変わることを踏まえ、今後ともこれら変化を常に見つめながら、柔

軟な施策対応が行われることを望む。 

 

 治水におけるソフト対策については、いずれのハード整備を行う場合においても、住民の生命を

守るための重要な課題であることから、洪水予測の技術開発、情報発信、防災体制など実効性あ

る施策の推進とともに、継続的に住民の防災意識啓発が図られることを望む。 

 

 利水については、上水道や農業用水など利用目的は異なるが、最終的には同じ「水」であり、人

がどのように使用するか考えた場合、大局的観点から融通をはかることが重要であると考える。 

 

 これからの時代に即した対策を進めるにあたり、現行の財政制度が支障となる場合においては、

住民の意向が適切に反映されるよう、必要に応じ国に対しても働きかけていくことが必要であると考

える。 

 

平成 23 年８月 26 日 

新潟県ダム事業検証検討委員会 

大熊 孝        

崎尾 均        

中東 雅樹       

三沢 眞一       

陸  旻皎       

 

【新保川ダム】 

流域の実情を考慮すると、現行案はすでに存在するダムの嵩上げ事業であり、付け替え

道路建設による自然環境への影響はあるが、新たなダム建設によるような自然環境への影

響は少なく、現行案が優位であると認められるため、ダム事業を継続することが妥当であ

る。 
 
・ただし、本体工事の本格的な着工まで 10年以上の期間がかかると考えられることから、
上水道と農業用水については、東部金井簡易水道からの暫定導水、小倉ダムからの農業

用水の注水があるため、今後の人口増減など社会情勢の変化や水利用状況を見定めた上

で、本体着工する前にダム事業の必要性を予断無く見極めてほしい。 
・なお、金井小学校の安全性を向上させる方策として、二線堤も含めて地域と協力して取

り組んでほしい。 
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５.２ 新潟県新保川流域懇談会 

 

（１） 懇談会の概要 

関係住民、関係利水者、関係地方公共団体の長、及び検討主体から構成される「新潟

県新保川川流域懇談会」を設置（表 ５.２.1）し、新保川川ダム事業の検証検討内容に

ついて意見聴取を行った。懇談会は計２回開催（表 ５.２.2）し、聴取した意見は新潟

県ダム事業検証検討委員会における検討の参考とした。会議は全て報道機関及び一般に

公開し、傍聴者からも意見を受け付けた。また、会議配付資料・議事要旨・議事録につ

いても、会議終了後、新潟県ホームページに公開した。 

 

表 ５.２.1 新潟県新保川川流域懇談会 委員一覧（敬称略） 

 氏 名 役 職 等 

山城 利顯（加藤 建夫） 新保川水系委員長 

笹木 敏夫（橘 暢克） 大和田集落長 

髙橋 長右衛門（江口 謙二郎） 金井土地改良区理事長 

猪俣 孝一 国府川漁業協同組合 

関係住民 

菊地 由雄（仲川 正昭） 金井新保区長 

関係利水者 甲斐 元也 佐渡市副市長 

関係地方公共団体の長 髙野 宏一郎 佐渡市長 

検討主体 佐野 裕（鈴木 興次） 
新潟県佐渡地域振興局 

地域整備部長 

                           ※（ ）書きは第3回流域懇談会にて変更となった委員 

 

 

表 ５.２.2 新潟県新保川川流域懇談会 開催状況 

 

 

実施年月日 検 討 の 内 容 

第 1回 平成 22 年 11 月 4 日（木） 設立趣旨、進め方等確認、意見聴取 

第 2回 平成23年 2月 18日（金） 委員会の評価に対する意見聴取 

第 3回 平成23年 7月 15日（金） 新保川ダム検証検討の内容について 
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写真 ５.10 第１回懇談会の様子（平成 22 年 11 月 4 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ５.11 第２回懇談会の様子（平成 23 年 2 月 18 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ５.12 第３回懇談会の様子（平成 23 年 7 月 15 日） 
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（２） 議事の概要 

懇談会における、第 1 回から第３回の委員意見等をとりまとめた議事要旨を以降に示す。 

 

（３） 主な意見への対応 

  流域懇談会における主な意見への対応については、「５．５頂いたご意見の対応」（P5-24）に概

要を示す。 

 

第１回新潟県新保川流域懇談会議事要旨 

 

日時：平成 22 年 11 月 4 日 15 時～17 時 

場所：金井コミュニティセンター 2 階大会議室 

 

【出席者】 

猪股委員、甲斐委員（代理和倉委員）、菊地委員、笹木委員、佐野委員、髙橋委員、 

髙野委員（代理甲斐委員）、山城委員 

オブザーバー：大熊委員長 

 

【会議の概要】 

○ 懇談会の設置要領について承認され、会議は原則として公開することとなった。 

○ 検証検討の経緯、国の有識者会議中間とりまとめ、新潟県の検証検討の進め方について説

明。 

○ 新保川における河川事業の計画と実施状況について説明。 

○ 新保川の検証における治水対策案の目標について説明。 

 

【主な意見】 

○ 佐渡病院の水道、高齢化に伴う金井地区への住民集中化による水道需要の増が見込まれ

ることから、治水・利水の両面から是非検証をお願いしたい。 

○ 防災（治水）、水道用水（利水）の面からダムは必要である。 

○ 地元はダムについて協力することで一致している。 

○ 既設の新保川ダムは老朽化しており、老朽化解消と合わせて嵩上げの計画を進めてもらい

たい。 

○ 新保川については、恒常的に水が無いため、県が管理者として水（維持流量）を確保すべ

き。 

 

 

第２回新潟県新保川流域懇談会議事要旨 

 

日時：平成 23 年２月 18 日（金）14:00～17:00 

場所：金井コミュニティーセンター ２階大会議室 

 

【出席者】 

猪股委員、甲斐委員（代理齋藤委員）、菊地委員、笹木委員、佐野委員、髙橋委員、 

髙野委員、山城委員 

 

【会議の概要】 

○ 第５回までの新潟県ダム事業検証検討委員会の検討経過などを説明。 

○ 新保川ダム事業費等の点検について説明。 

○ 複数の治水対策案・利水対策案の立案について説明。 
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○ 目的別（治水・不特定）の評価（案）について説明。 

 

 

【主な意見】 

○ 小学校建設予定地近傍に二線堤を作ることは、地元及び関係者の了解を得ることが出来ず、

実現性に問題がある。 

○ 河道掘削案については、河床幅が狭くなり、洗掘の恐れがあるため、今後河床を守るような

対策も検討してもらいたい。 

○ 佐渡は離島の特性として、水が極めて少なく、他流域から水を持ってくることについては、地

元及び関係者の同意は絶対に得られない。 

○ 佐渡市では、生物を育む豊かな田畑で米を作ることが農業の生命線であり、川の維持流量

が少ないことは問題である。 

○ 佐渡市にとって水確保は大変重要なテーマ。治水ももちろん大事であるが、一番困っている

のは、慢性的な夏場の農業用水の不足。等級下落といった農産物の品質低下を招いており、

収入が大幅に減少する。医療（佐渡総合病院）、農業に用水を確保するにはダムの嵩上げ

が最適であり、新保川ダム再開発事業が市民から高く評価されていることを認識してほしい。 

○ 佐渡は海に囲まれているため、海水淡水化案が一番理にかなっている。 

○ 今後の県のダム事業予算の中で、現在計画されているダムをどう進めるかを議論するべきで

あり、完成するまで時間がかかっても、待ち続ける。 

 

 

第３回新潟県新保川流域懇談会議事要旨 

 

日時：平成 23 年７月 15 日（金）15:00～17:10 

場所：佐渡森林組合２階研修室 

 

【出席者】 

猪股委員、江口委員、甲斐委員、加藤委員（代理：原氏）、鈴木委員、髙野委員、 

橘委員（代理：本間氏）、仲川委員 

 

【会議の概要】 

○新潟県ダム事業検証検討委員会における検討状況の説明 

 

【主な意見】 

○ 佐渡は昔から大地主は無く、1600 年はじめ頃から小規模な自作農を営んできたため、元々

水に対する執着や土地に対する思いが強く、土地が浸水することに対する抵抗が強い。 

○ 治水対策について、まずは、溢れないようにすることが第一である。溢れて被害を受ける地

域を納得させられるはずはない。また、二線堤を実施したことにより治水対策は必要なくなり、

嵩上げが遅くなる可能性があることを恐れている。 

○ 用地の確保が円滑に進むように地縁団体を設立し、地元も頑張っている。方針を変えて、ダ

ム以外の案にした場合、土地の提供は理解が得られない。 

○ 佐渡は海に囲まれているため、大震災時には応援が本土のように簡単に得られない。また、

人口も減っているというが、大学の誘致等人口が増えるように対応しているところである。離

島の地域性を加味して議論してほしい。 

○ 農業だけでなく、観光でも盛り上げて雇用の場を確保し、佐渡市の人口を増やそうとしてい

る。上水道が足りなくなるのは間違いない。 

○ 30 年後といわず、早く嵩上げにより、水を確保してほしい。 

○ ダム以外に方法があれば良いが、無いのであれば、時間がかかるのかもしれないが、ダムを
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造ってほしい。 

○ 人口が減れば、他流域から導水すれば良いが、水道管敷設はダムの嵩上げ以上にお金が

かかり、維持費もかかる。 

○ 水は生命そのものである。離島であり、水・食料はいざというときに来ない。総合的に安全、

命を守る施策を持ってほしい。 

○ 佐渡の農業は、生物がはぐくめるような水辺を保持してきたことが評価されて、世界農業遺

産に認証された。農水省は、佐渡の農業を日本の農業のモデルにしようと言っている。ただ

し、これには水がなければならないが、佐渡は離島であることから、雪解け水をためてゆっく

り流す必要がある。 

○ 輪番制について、専業農家であれば何時の取水でも対応できるが、兼業農家は対応できず、

高齢者が苦労して対応している。 
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５.３ パブリックコメント・にいがた県民電子会議室 

 

（１） 実施概要 

目的別の評価を行った段階で、検証検討内容について県民等から意見を聴取するために、

パブリックコメント及びにいがた県民電子会議室を実施した。 

 

①パブコメにより募集した意見、電子会議室における意見交換テーマ 

（１）治水対策、利水対策におけるダムに代わる対策案について 

（２）目的別（治水対策、利水対策）の評価（案）について 

（３）今後実施することになる総合評価にあたっての留意点や意見等について 

（４）ダム事業全般について 

 

②期間 

・パブコメ   ：平成 23 年２月 10 日（木）～３月４日（金） 

・電子会議室：平成 23年２月 14日（月）～３月４日（金）（参加登録期間は２月 10日（木）～３月４日

（金））  

 

③資料の閲覧及び入手方法 

・新潟県ホームページ 

 ホームページ以外に、次の各場所でも資料を備え付けて閲覧可能とした。 

・県庁行政情報センター（県庁行政庁舎１階） 

・県内 14 箇所の地域振興局（県民サービスセンター、地域整備部） 

 

④パブコメ意見の提出方法・期限 

・方法：①郵便②ファクシミリ③電子メールのいずれかの方法による 

・期限：平成 23 年３月４日(金) 17：00 必着 

 

⑤電子会議室の参加方法 

新潟県のホームページの電子会議室システムから会員登録したうえで、「新潟県ダム事業検証

検討に関する会議室」への参加登録を行う。 

 

⑥留意事項 

 ・パブコメ 

（１）提出していただく意見は、日本語に限るとした。 

（２）意見が 1,000 字を超える場合、その内容の要旨を添付頂くこととした。 

（３）提出されたご意見の内容については、公表させて頂くこととした。（誹謗中傷等不適切な内容

を除く） 

（４）氏名、住所、電話番号を明記して頂き、匿名の方のご意見は受け付けないこととした。 

（５）意見を提出した個人又は法人の氏名・名称その他の属性に関する情報は、適正に管理し、ご

意見の内容に不明な点があった場合の連絡・確認といった、今回の意見募集に関する業務に

のみ利用させて頂くこととした。 

（６）意見に対する個別の回答はしないこととした。 

 

 ・電子会議室 

にいがた県民電子会議室参加規約に従うこととした。 

 

⑦パブコメ等の主な周知状況 

１）パブコメ・電子会議室・各流域懇談会について、2月9日（水）に報道発表し、新潟県ホームペー
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ジのトップに新着情報として 2 月９日から数日間掲載。それ以降も、同ホームページの「河川整

備課」ページにて掲載。 

２）パブコメの実施について、新潟県ホームページのトップに新着情報として2月10日(木)から数日

間掲載。それ以降も同ホームページの「河川整備課」ページにて掲載。 

３）電子会議室の開催について、新潟県ホームページのトップに注目情報として２月 10 日(木)から

数日間掲載。それ以降も同ホームページの「河川整備課」ページにて掲載。 

４）パブコメ実施についての記事が、2 月 10 日（木）付け朝日新聞に掲載された。 

５）パブコメ、電子会議室、各流域懇談会の実施についての記事が、2 月 11 日（金）付け新潟日報

に掲載された。 

６）パブコメ、各流域懇談会の実施についての記事が、2月 11日（金）付け上越タイムスに掲載され

た。 

７）２月 13 日（日）新潟日報「県からのお知らせ」欄にて、パブコメが行われていることを掲載した。 

８）パブコメ、電子会議室の実施について、各流域懇談会の中で周知。 

９）パブコメを引き続き実施中であることについて、各流域懇談会の終了報告を兼ねて、新潟県ホ

ームページのトップに新着情報として 2月 24 日（木）から数日間掲載。 

 

⑧意見募集結果 

 ・パブコメ 

計９件のご意見を頂いた（全般論１件、個別ダム関連８件〔常浪川ダム１件、晒川ダム２件、新保

川ダム５件〕） 

 ・電子会議室 

参加者５名の方々より、延べ 14 件のご意見・ご質問を頂いた（全般論７件、儀明川ダム関連 7

件） 

 

（２） 頂いた意見の概要 

 

①ブリックコメントでの意見概要 

パブリックコメントでいただいた全般論の意見1件と、新保川ダムに関する意見5件は、以下の

とおりである。 

 

 

■全般的意見 

・我が国は、従来、利水治水を目的としてダムの建設が中心となっていたが、近年、火力・

原子力での電力方法も分散化されつつあり、それによりダムの目的も大きな面では治水

事業が主目的となってきていると考える。 

・ダム建設は、地域住民に移転、田畑の放棄等で大きく負担をかける事と、一時的に大き

な資金が必要な事が問題であると考える。 

・我が国は山から生まれる河川が多く、それにより河川災害も毎年降雨期には多く発生し

ているのが現実。ダムを作らない手法としは、河川幅の拡幅工事を進めるべき。従来の

河川流形を主軸にした改修、蛇行流域では蛇行河川も生かした別のバイパス河川の新設

等により流形の安定化を図る。 

・利水や災害時等の対応としては、川に添った場所に調整池（ため池）を作って流量調整

をする事により、水を農用として利用したり、一時的な大雨での河川増水対策をする事

により災害を防止する。河川の幅員にもよるが、水衝部等に出来るだけ「調整池（ため

池）」を作る事も一案と考える。 

・幅員の広い一級河川等で河川敷が必要（公園その他）以外に広く作られている所は、こ

の部分の流下能力を大きくすることで、ダム事業から転換できると考える。 

・山間地の山から流れる小河川は流速が大きく、鉄砲水として流れ、土石流災害等も発生
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すると考えられる所は、砂防ダム等での安全の確保する事も又重要である。 

■新保川ダムに関する意見（全般について） 

・河川周辺関係者や佐渡市は、新保川ダム工事の早期完了を願っていることを重ねて述べ、

検討委員の皆様には再考をお願いする。 

・事業当初の説明会から現在まで、流域農家の意見集約から合意形成まで多大な努力と時

間を惜しむことなく費やし、協力してきた。地域においても全受益者が早期完成を望ん

でいる。 

 

■新保川ダムに関する意見（治水について） 

・二線堤案では、市街地の被害抑止のためとはいえ、学校用地に隣接して堤防を設置する

ことは、保護者を始め地域住民から到底理解を得られない。 

・河道改修案では、土砂等堆積時に直ちに河川管理者が対応することを担保しなければ了

解しづらい。 

・新保川ダムは、建設後、堤頂を越えるような水害を経験しているが、今後、同様あるい

はそれ以上の雨が降った場合、耐えられるのか。コンクリートの劣化もあるし、ダムが

決壊してはならないため、代替案には、堰堤改良費も含む必要があるのではないか。 

 

■新保川ダムに関する意見（上水道・不特定について） 

・佐渡の川は急勾配であり、山は浅く低いため降雪量も少ないので、どこの川も水が少な

く、大昔から他の川からの導水は出来ない。新保川にいつもきれいな水を流すためには、

ダムを造り雪解け水を貯めておく必要があり、安定した水道とするためにはダムしか方

法がない。 

・ため池案は近傍の地持院川に増築することとなっているが、地持院川は集水面積も狭く

農業用水もほ場に配水するには充足していない。また、佐渡において水利争いは絶えず、

地持院川の農業用水を他の水系の利水の為に池を作って溜め置くことには、水系関係者

として同意できない。 

・渇水期に鮎が何百匹もへい死した事例があることや、トキとの共生を目指して生物多様

性に取り組んでいる佐渡市にとっては、ダムによる維持水量の確保が絶対に必要である。 

・毎年、夏季の渇水期には、新保川下流には水が流れない状況となり、トキの餌となる河

川生物が死んでいる。トキとの共生を目指して生物多様性農業（減農薬・減化学肥料）

に取り組んで、ブランド米（トキと暮らす郷認証米）として販売も好調な佐渡米販売戦

略にとって、このことは大きなイメージダウンになると共に、今後の水稲農家の収入の

確保に対して与える影響も大きい。 

・水不足への対応として、水道用水と農業用水で取水調整を行っていることから、上水道

と不特定容量は一体で検討する必要がある。 

・ため池案は、ダムの代わりにダムを作る計画であり矛盾している。 

 

 

②電子会議室での意見概要 

電子会議室の議事進行の状況は、以下のとおりである。 

 

【件名】治水と利水とダム 

・治水対策は色々な手法があるが、その中からダムを選択した当初計画を、時代とともに

変化させるのであれば、流域住民や関係者への説明が必要。 

・利水については、日本の河川特性から渇水状態となりやすく古来よりため池を造って対

処した歴史がある。他水系から導水する方法もあるが、利害関係者の理解が必要で困難

も伴うため、ダムを作る選択肢も必要。 
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【件名】地域及び住民意見 

・流域懇談会で聞いた地域の方々の意見が、どこまで結論に反映されるのか不安。委員会

で、「流域懇談会」での地域の意見、住民の方々の意見を真摯に受け止めるべき。 

 

【件名】ダムに関する意見 

・近年、自然環境問題や財政難等からダム廃止論が優先されているが、我が国の地形・気

象では、ダムが治水・利水には欠かせない施設であり、これまでに築造されたダムの恩

恵が理解されていないと思われ、県内の既設ダムの効果をＰＲすべき。 

・本県 4ダム事業の扱いについては、地域住民と十分な話し合いをして結論を出すべき。 

 

【件名】新潟県の４ダム事業の検証検討について 

 検討されている比較案で気になった点は 4点。 

・相手方のある比較案（宅地嵩上げ、水系間導水、既得水利権の転用）の現実性の重みを

今回どう考えるか。 

・不特定用水の確保をどうとらえるか。（夏場等渇水する河川の多い本県の河川維持流量の

あり方） 

・ダム事業を河川改修に変えた場合、共同事業者の利水管理者（克雪、上水）が単独で水

を確保する事業の実施の可能性。 

・利水・不特定対策の比較案として単独ダム建設があるが、今回の検証の主旨からしてど

うか。 

 

【件名】もう少し意見を言います 

・ここまで投資したことによる地域への影響や効果の検証は行われているのか。 

・ダム以外のケースでの実現性の精度は確かか。 

・それぞれのケースでの今後完成するまでの時間を考慮すべき。 

・今後継続して進める事業は早く完成し、代替事業を行う場合はダム中止に伴う地域・住

民の方々への十分な対応を行うべき。 

 

【件名】治水・利水対策について 

・治水対策として、農地部の「田圃ダム」構想等、水田の洪水調整機能を有効活用する技

術の検討をしてはどうか。 

・利水対策としては、貯留機能を確保することが基本と思われるので、環境対策も含め大

ダム、分散連携ダム、多数のため池の設置などの経済比較で決定されることが原則と考

える。 

・4 ダム計画とも発案時から長期経過しており、大きな期待を持って待っていた地域住民、

地権者、受益者に対し、早期に十分な説明をし、不安解消を図るべき。 

 

【件名】Re: 会議室は本日 17 時までとなっております。 

・今後行われる総合評価にあたって、現行案、代替案のいずれになるにしても、検証委員

会及び行政事業主体の県は説明責任を求められることから、長い期間をかけて進められ

てきている各ダム事業の諸事情を充分に踏まえたうえで、再度、評価内容を慎重に検討

しながら提言をまとめてほしい。 

 

（３）主な意見への対応 

  パブリックコメント・電子会議室における主な意見への対応については、「５．５頂いたご意見の

対応」（P5-24）に概要を示す。 
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５.４ 新潟県公共事業再評価委員会 

 

（１） 委員会の概要 

事業評価監視委員会からの意見聴取は、新潟県の対応方針（案）を既設の「新潟県公

共事業再評価委員会」（表 ５.４.1）に本県の対応方針（案）を諮り、意見を聴取した。 

 

・聴取日：平成 23 年 9 月 26 日（平成 23 年度第 1回 新潟県公共事業再評価委員会） 

・場所：興和ビル 10F 第 5 会議室（新潟市中央区） 

・意見聴取者：下表のとおり 

 

表 ５.４.1 新潟県公共事業再評価委員会 委員一覧（敬称略・五十音順） 

氏 名 役 職 等 備 考 

秋山 三枝子 くびき野ＮＰＯサポートセンター理事長  

五十嵐 實 日本自然環境専門学校長  

今井 延子 農業法人(有)ビレッジおかだ取締役  

内山 節夫 (財)新潟経済社会リサーチセンター理事長  

大川 秀雄 新潟大学工学部教授 委員長 

大塚  悟 長岡技術科学大学環境・建設系教授  

岡田  史 新潟医療福祉大学社会福祉学部准教授  

鷲見 英司 新潟大学経済学部准教授  

丸山 智 (社)新潟県商工会議所連合会副会頭（長岡商工会議所会頭）  

森井 俊広 新潟大学農学部教授 委員長代理 

 

 

（２） 委員会の意見 

  委員会における、委員意見は以下のとおりである。 

 

№ 主な意見 

1 県の対応方針どおり、ダム事業を継続とすることが妥当である。 
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５.５ 頂いたご意見への対応 

 

①懇談会、パブコメ、電子会議室等意見への対応 

 ５．２、５．３で示した新保川川流域懇談会、パブコメ、電子会議室における意見はダム事業検証

検討委員会に報告し、検証検討の参考としているが、いただいたご意見への県（または検証検討

委員会事務局）の対応についても第 6回ダム事業検証検討委員会で報告している。その概要を以

降に示す。 

 

【全般について】 

意見の概要 対応 

【第２回流域懇談会】 

 今後の県のダム事業予算の中で、現在計画されてい

るダムをどう進めるかを議論するべきであり、完成す

るまで時間がかかっても待ち続ける。 

【パブコメ】 

 河川周辺関係者や佐渡市は、新保川ダム工事の早期

完了を願っていることを重ねて述べ、検討委員の皆様

には再考をお願いする。 

【パブコメ】 

 事業当初の説明会から現在まで、流域農家の意見集

約から合意形成まで多大な努力と時間を惜しむことな

く費やし、協力してきた。地域においても全受益者が

早期完成を望んでいる。 

【委員会事務局の対応】 

 ダム検証は、現在の社会情勢を

踏まえたうえで、今の時代に合っ

た治水事業について検討してい

ます。目的別評価の段階では、一

定の目標を達成することを基本

としてコストを重視し、実現性、

地域社会への影響、及び環境への

影響に配慮して対策案の評価を

行っています。委員会において、

これら目的別の検討結果を考慮

したうえで、総合的な評価を行う

ものとしています。 

 

【治水について】 

意見の概要 対応 

【第２回流域懇談会】 

 河道掘削案については、河床幅が狭くなり、洗掘の

恐れがあるため、今後河床を守るような対策も検討し

てもらいたい。 

【県の対応】 

 現段階では、既存の護床工を生

かすことにより対応可能として

いますが、河道掘削案を実施する

場合、ご意見を参考に、必要に応

じて護床工等の検討を行います。

【第２回流域懇談会】 

 小学校建設予定地近傍に二線堤を作ることは、地元

及び関係者の了解を得ることが出来ず、実現性に問題

がある。 

【パブコメ】 

 二線堤案では、市街地の被害抑止のためとはいえ、

学校用地に隣接して堤防を設置することは、保護者を

始め地域住民から到底理解を得られない。 

【委員会事務局の対応】※1 

 ご意見を反映し、治水対策の

「実現性」の評価軸において「△」

から「×」に修正したい。目的別

評価においては、コスト等の評価

軸も考慮して、「○」から「△」

に修正したい。（表５．５．１、

表５．５．２参照） 

 

※1 新潟県ダム事業検証検討委員会において、評価の修正は行わないこととなった。 
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表５．５．１ 治水・評価軸ごとの評価（実現性）修正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５．５．２ 目的別（治水）の評価修正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．△→×

２．技術的な問題はないが、
氾濫区域の土地利用規制に
は条例の制定が必要となる。
また、用地買収及び関係者と
の調整は、困難であるに時間
を要する恐れがある。

□対策施設設計のための技術
が確立されており、現在の技
術水準で施工可能

□氾濫区域の土地利用規制に
は条例の制定が必要。

□二線堤は市道の嵩上げとな
るため、協議が必要。また、
嵩上げ後の水田へのアクセ
ス路について、利用者との調
整に時間を要する恐れがあ
る。

■小学校建設予定地の近傍に
二線堤を建設することに対し
て、保護者を含めて、学校関
係者との調整は難航が予想
される。

□二線堤にて用地買収が必要
であるため、用地買収に時間
を要する恐れがある。

⑤二線堤＋河道改修案
（掘削）

□急勾配水路での確実な分派
施設の設計については、実
験等を踏まえての設計が必
要である。

□引堤に伴う護岸工事・護
床工など、現在の技術水
準で施工可能。

□護岸の根継ぎ、河道掘削
など、現在の技術水準で
施工可能。

□嵩上げを含むダム再開発
の事例があり、現在の技
術水準で施工可能

技術上の
実現性

１．×

２．法制度上の問題はないが、
遊水地分派施設の設計にお
いて課題がある。また、用地
買収は困難が予想される。

□同左

□遊水地工に伴い堰の改築等
が必要となるため、管理者と
の調整に時間を要する恐れ
がある。

□遊水地として水田等の用地
買収が必要となるが、面積が
広大であるため、用地買収は
困難が予想される。

④遊水地＋河道改修案
（掘削）

１．△

２．同左

□同左

□引堤に伴い、橋梁の架替
えや堰の改築等が必要と
なり、関係者との調整に
時間を要する恐れがある。

□同左

③河道改修案（引堤）

１．△

２．法制度・技術的な面の
問題はないが、用地買収
及び関係者との調整に時
間を要する恐れがある。

□同左

□掘削に伴い、堰の改築が
必要となり、関係者との調
整に時間を要する恐れが
ある。

□河道改修箇所にて用地買
収が必要であるため、用
地買収に時間を要する恐
れがある。

②河道改修案（掘削）

□法制度上の問題はない。
法制度上
の実現性

－

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：
不利）

２．コメント

□該当となる施設はない。
関係者との
調整見通し

土地所有
者の協力
見通し

□必要用地買収面積8.8ha
のうち7.0ha（80%）の買
収が終了。残り1.8haは共
有地を含み、用地買収に
時間を要する恐れがある。

実現性

①ダム嵩上げ＋河道改
修案（現行案）

評価項目

１．△→×

２．技術的な問題はないが、
氾濫区域の土地利用規制に
は条例の制定が必要となる。
また、用地買収及び関係者と
の調整は、困難であるに時間
を要する恐れがある。

□対策施設設計のための技術
が確立されており、現在の技
術水準で施工可能

□氾濫区域の土地利用規制に
は条例の制定が必要。

□二線堤は市道の嵩上げとな
るため、協議が必要。また、
嵩上げ後の水田へのアクセ
ス路について、利用者との調
整に時間を要する恐れがあ
る。

■小学校建設予定地の近傍に
二線堤を建設することに対し
て、保護者を含めて、学校関
係者との調整は難航が予想
される。

□二線堤にて用地買収が必要
であるため、用地買収に時間
を要する恐れがある。

⑤二線堤＋河道改修案
（掘削）

□急勾配水路での確実な分派
施設の設計については、実
験等を踏まえての設計が必
要である。

□引堤に伴う護岸工事・護
床工など、現在の技術水
準で施工可能。

□護岸の根継ぎ、河道掘削
など、現在の技術水準で
施工可能。

□嵩上げを含むダム再開発
の事例があり、現在の技
術水準で施工可能

技術上の
実現性

１．×

２．法制度上の問題はないが、
遊水地分派施設の設計にお
いて課題がある。また、用地
買収は困難が予想される。

□同左

□遊水地工に伴い堰の改築等
が必要となるため、管理者と
の調整に時間を要する恐れ
がある。

□遊水地として水田等の用地
買収が必要となるが、面積が
広大であるため、用地買収は
困難が予想される。

④遊水地＋河道改修案
（掘削）

１．△

２．同左

□同左

□引堤に伴い、橋梁の架替
えや堰の改築等が必要と
なり、関係者との調整に
時間を要する恐れがある。

□同左

③河道改修案（引堤）

１．△

２．法制度・技術的な面の
問題はないが、用地買収
及び関係者との調整に時
間を要する恐れがある。

□同左

□掘削に伴い、堰の改築が
必要となり、関係者との調
整に時間を要する恐れが
ある。

□河道改修箇所にて用地買
収が必要であるため、用
地買収に時間を要する恐
れがある。

②河道改修案（掘削）

□法制度上の問題はない。
法制度上
の実現性

－

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：
不利）

２．コメント

□該当となる施設はない。
関係者との
調整見通し

土地所有
者の協力
見通し

□必要用地買収面積8.8ha
のうち7.0ha（80%）の買
収が終了。残り1.8haは共
有地を含み、用地買収に
時間を要する恐れがある。

実現性

①ダム嵩上げ＋河道改
修案（現行案）

評価項目

○×○○
自然環境保全措置が必要
となり、景観、野外活動に
対して影響がある。

環 境 へ の 影 響

×

×

△

△

×

×

約47億円

△

④
遊水地

＋河道改修案（掘削）

×

△

○

△

△

×

約46億円

△

③
河道改修案（引堤）

△

△

△

△

△

△

約34億円

△

②
河道改修案（掘削）

⑤
二線堤

＋河道改修案（掘削）

○→△

△

○

△

△→×

○

約28億円

△

法制度・技術的な面の問
題はないが、用地買収及
び関係者との調整に時間
を要する恐れがある。

治 水 の 評 価

事業による影響や地域振
興のメリットは無く、地域間
の利害関係に関する問題
も生じない。

地域社会への影響

持 続 性

－

約36億円
（約76億円）

適切な維持管理により持
続は可能。

運用見直しなど課題はあ
るものの対応は可能。柔 軟 性

実 現 性

コ ス ト

計画規模（1/70）で生じる
洪水被害が解消。安 全 度

①
ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

○×○○
自然環境保全措置が必要
となり、景観、野外活動に
対して影響がある。

環 境 へ の 影 響

×

×

△

△

×

×

約47億円

△

④
遊水地

＋河道改修案（掘削）

×

△

○

△

△

×

約46億円

△

③
河道改修案（引堤）

△

△

△

△

△

△

約34億円

△

②
河道改修案（掘削）

⑤
二線堤

＋河道改修案（掘削）

○→△

△

○

△

△→×

○

約28億円

△

法制度・技術的な面の問
題はないが、用地買収及
び関係者との調整に時間
を要する恐れがある。

治 水 の 評 価

事業による影響や地域振
興のメリットは無く、地域間
の利害関係に関する問題
も生じない。

地域社会への影響

持 続 性

－

約36億円
（約76億円）

適切な維持管理により持
続は可能。

運用見直しなど課題はあ
るものの対応は可能。柔 軟 性

実 現 性

コ ス ト

計画規模（1/70）で生じる
洪水被害が解消。安 全 度

①
ダム嵩上げ＋河道
改修案（現行案）

評価（現行案との比較） ○：有利 △：同程度 ×：不利※コストの（ ）内の額は、不特定・新規利水を含む。
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【パブコメ】 

 河道改修案では、土砂等堆積時に直ちに河川管理者

が対応することを担保しなければ了解しづらい。 

【委員会事務局の対応】 

 治水対策案においては、河川の

適正な機能の維持に必要な維持

管理費を見込んでいます。 

 

 

 

【パブコメ】 

 新保川ダムは、建設後、堤頂を越えるような水害を

経験しているが、今後、同様あるいはそれ以上の雨が

降った場合、耐えられるのか。コンクリートの劣化も

あるし、ダムが決壊してはならないため、代替案には、

堰堤改良費も含む必要があるのではないか。 

【委員会事務局の対応】 

 コンクリートの劣化に伴う補

修は現在のところ必要ないと判

断しており、その他のダムの適正

な機能の維持に必要な維持管理

費はコストに見込んでいます。な

お、既設新保川ダムでは、既存の

資料を確認したところ、堤頂を超

えた記録は確認できませんでし

た。 

 

【上水道・不特定について】 

意見の概要 対応 

【第２回流域懇談会】 

 佐渡は離島の特性として、水が極めて少なく、他流

域から水を持ってくることについては、地元及び関係

者の同意は絶対に得られない。 

【パブコメ】 

 佐渡の川は急勾配であり、山は浅く低いため降雪量

も少ないので、どこの川も水が少なく、大昔から他の

川からの導水は出来ない。新保川にいつもきれいな水

を流すためには、ダムを造り雪解け水を貯めておく必

要があり、安定した水道とするためにはダムしか方法

がない。 

【パブコメ】 

 ため池案は近傍の地持院川に増築することとなって

いるが、地持院川は集水面積も狭く農業用水もほ場に

配水するには充足していない。また、佐渡において水

利争いは絶えず、地持院川の農業用水を他の水系の利

水の為に池を作って溜め置くことには、水系関係者と

して同意できない。 

【委員会事務局の対応】※1 

 ご意見を反映し、ため池案の実

現性の評価を修正したい。ただ

し、目的別評価では、実現性の観

点のみならず、コスト等の評価軸

も考慮したうえで評価している

ため、評価は修正しないこととし

たい。（表５．５．３～表５．５．

６参照） 

※1 新潟県ダム事業検証検討委員会において、評価の修正は行わないこととなった。 
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表５．５．３ 上水道・評価軸ごとの評価（実現性）修正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５．５．４ 目的別（上水道）の評価案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

実現性

土地所有者の協力
見通し

必要用地買収面積8.8haのうち
7.0ha（80%）の買収が終了。
残り1.8haは共有地を含み用地
買収に時間を要する恐れがあ
る。

貯水池設置のため、水田等の
用地買収が必要となるが、理
解が得られない可能性がある。

ため池設置箇所にて用地買
収が必要となるが、理解が得
られない可能性がある。

海水淡水化施設設置箇所に

て用地買収が必要である。

河川使用者との調
整見通し

□調整は特になし。 既設農業用取水堰を利用す
るため、農業関係者との調整
が必要であるが、兼用工作物
化や取水への影響が懸念さ
れることから理解が得られな
い可能性がある。

地持院川の既得水利権者と

の調整が必要となるが、理解
を得ることは困難である。が
得られない可能性がある。

□特に問題はない。

その他関係者との
調整見通し

□特に問題はない。 ■利水参画者の費用負担が大
きく調整は困難と予想される。

■同左 ■同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。
予算状況によっては長期化が
予想される。

■利水参画者の予算状況によ
っては長期化が予想される。

■同左 ■同左

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左 □同左 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。□同左 □同左 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

ー

１．×

２．農業関係者からの反発が
予想される

１．×

２．既得水利権者から反発さ
れ、同意を得ることは困難であ
るが予想される

１．×

２．利水参画者からの反発が
予想される

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

実現性

土地所有者の協力
見通し

必要用地買収面積8.8haのうち
7.0ha（80%）の買収が終了。
残り1.8haは共有地を含み用地
買収に時間を要する恐れがあ
る。

貯水池設置のため、水田等の
用地買収が必要となるが、理
解が得られない可能性がある。

ため池設置箇所にて用地買
収が必要となるが、理解が得
られない可能性がある。

海水淡水化施設設置箇所に

て用地買収が必要である。

河川使用者との調
整見通し

□調整は特になし。 既設農業用取水堰を利用す
るため、農業関係者との調整
が必要であるが、兼用工作物
化や取水への影響が懸念さ
れることから理解が得られな
い可能性がある。

地持院川の既得水利権者と

の調整が必要となるが、理解
を得ることは困難である。が
得られない可能性がある。

□特に問題はない。

その他関係者との
調整見通し

□特に問題はない。 ■利水参画者の費用負担が大
きく調整は困難と予想される。

■同左 ■同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。
予算状況によっては長期化が
予想される。

■利水参画者の予算状況によ
っては長期化が予想される。

■同左 ■同左

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左 □同左 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。□同左 □同左 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

ー

１．×

２．農業関係者からの反発が
予想される

１．×

２．既得水利権者から反発さ
れ、同意を得ることは困難であ
るが予想される

１．×

２．利水参画者からの反発が
予想される

↓

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

目 標 必要開発量を確保できる。 △ △ △

コ ス ト

－

約1.0億円

（約76億円）

×
約6.6億円

△
約2.6億円

×
約16億円

実 現 性
法制度・技術的な面の問題はない
が、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。

× × ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △ △ △

地域社会への影響
事業による影響や地域振興のメリ
ットは無く、地域間の利害関係に
関する問題も生じない。

× × △

環 境 へ の 影 響
自然環境保全措置が必要となり、
景観、野外活動に対して影響があ
る。

○ ○ ○

上水道の評価 － × △ ×

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
河道外貯留施設案

③
ため池案

④
海水淡水化案

目 標 必要開発量を確保できる。 △ △ △

コ ス ト

－

約1.0億円

（約76億円）

×
約6.6億円

△
約2.6億円

×
約16億円

実 現 性
法制度・技術的な面の問題はない
が、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。

× × ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △ △ △

地域社会への影響
事業による影響や地域振興のメリ
ットは無く、地域間の利害関係に
関する問題も生じない。

× × △

環 境 へ の 影 響
自然環境保全措置が必要となり、
景観、野外活動に対して影響があ
る。

○ ○ ○

上水道の評価 － × △ ×

評価（現行案との比較） ○：有利 △同程度 ×：不利※コストの（ ）内の額は、治水・不特定を含む。
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表５．５．５ 不特定・評価軸ごとの評価（実現性）修正案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表５．５．４ 目的別（不特定）の評価案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

実現性

土地所有者の協力見
通し

必要用地買収面積8.8haのうち7.0ha（80%）の買収が終了。残り
1.8haは共有地を含む。

ため池設置箇所にて用地買収が必要となるが、理解が得られな
い可能性がある。

河川使用者との調整
見通し

□調整は特になし。 地持院川の既得水利権者との調整が必要となるが、理解を得る
ことは困難である。が得られない可能性がある。

その他関係者との調
整見通し

□特に問題はない。 □同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。県の予算状況によっては長期化
が予想される。

■県の予算の状況によっては長期化が予想される。

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．×

２．既得水利権者から反発され、同意を得ることは困難であるが
予想される

※一般的に（ダム事業以外では）不特定の確保は行っていない

評価項目
①

ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

実現性

土地所有者の協力見
通し

必要用地買収面積8.8haのうち7.0ha（80%）の買収が終了。残り
1.8haは共有地を含む。

ため池設置箇所にて用地買収が必要となるが、理解が得られな
い可能性がある。

河川使用者との調整
見通し

□調整は特になし。 地持院川の既得水利権者との調整が必要となるが、理解を得る
ことは困難である。が得られない可能性がある。

その他関係者との調
整見通し

□特に問題はない。 □同左

事業期間
■最短で5年の事業期間が必要。県の予算状況によっては長期化
が予想される。

■県の予算の状況によっては長期化が予想される。

法制度上の実現性
□法制度上の問題はない。 □同左

技術上の実現性
□技術的観点からの問題はない。 □同左

（評価軸ごとの評価）

１．現行案との比較

（○：有利、△同程度、×：不利）

２．コメント

－

１．×

２．既得水利権者から反発され、同意を得ることは困難であるが
予想される

※一般的に（ダム事業以外では）不特定の確保は行っていない

↓

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

目 標 必要開発量を確保できる。 △

コ ス ト
－

約39億円
×

約47億円

実 現 性
法制度・技術的な面の問題はないが、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。 ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △

地域社会への影響
事業による影響や地域振興のメリットは無く、地域間の利害関係に関
する問題も生じない。 ×

環 境 へ の 影 響
自然環境保全措置が必要となり、景観、野外活動に対して影響があ
る。 △

不特定の評価 － ×

①
ダム嵩上げ案
（現行案）

②
ため池案

目 標 必要開発量を確保できる。 △

コ ス ト
－

約39億円
×

約47億円

実 現 性
法制度・技術的な面の問題はないが、用地買収及び関係者との調整
に時間を要する恐れがある。 ×

持 続 性 適切な維持管理により持続は可能。 △

地域社会への影響
事業による影響や地域振興のメリットは無く、地域間の利害関係に関
する問題も生じない。 ×

環 境 へ の 影 響
自然環境保全措置が必要となり、景観、野外活動に対して影響があ
る。 △

不特定の評価 － ×

評価（現行案との比較） ○：有利 △同程度 ×：不利
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【第２回流域懇談会】 

 佐渡市では、生物を育む豊かな田畑で米を作ること

が農業の生命線であり、川の維持流量が少ないことは

問題である。 

【第２回流域懇談会】 

 佐渡市にとって水確保は大変重要なテーマ。治水も

もちろん大事であるが、一番困っているのは、慢性的

な夏場の農業用水の不足。等級下落といった農産物の

品質低下を招いており、収入が大幅に減少する。医療

（佐渡総合病院）、農業に用水を確保するにはダムの嵩

上げが最適であり、新保川ダム再開発事業が市民から

高く評価されていることを認識してほしい。 

【パブコメ】 

 渇水期に鮎が何百匹もへい死した事例があること

や、トキとの共生を目指して生物多様性に取り組んで

いる佐渡市にとっては、ダムによる維持水量の確保が

絶対に必要である。 

【パブコメ】 

 毎年、夏季の渇水期には、新保川下流には水が流れ

ない状況となり、トキの餌となる河川生物が死んでい

る。トキとの共生を目指して生物多様性農業（減農薬・

減化学肥料）に取り組んで、ブランド米（トキと暮ら

す郷認証米）として販売も好調な佐渡米販売戦略にと

って、このことは大きなイメージダウンになると共に、

今後の水稲農家の収入の確保に対して与える影響も大

きい。 

【委員会事務局の対応】 

 維持流量の確保については、不

特定の目的別評価において、現行

案が代替案に対して有利と評価

しているため、評価は修正しない

こととしたい。 

【パブコメ】 

 水不足への対応として、水道用水と農業用水で取水

調整を行っていることから、上水道と不特定容量は一

体で検討する必要がある。 

【委員会事務局の対応】 

 治水・利水・不特定の各目的別

に検討し、委員会において総合的

な評価を行うものとしています。

【パブコメ】 

 ため池案は、ダムの代わりにダムを作る計画であり

矛盾している。 

【委員会事務局の対応】 

 ため池案も含め、幅広く利水対

策案を検討しています。 

【第２回流域懇談会】 

 佐渡は海に囲まれているため、海水淡水化案が一番

理にかなっている。 

【委員会事務局の対応】 

 利水対策案の評価については、

目標、コスト、実現性などを考慮

して評価しており、海水淡水化案

は現行ダム案と比較して不利と

評価しているため、評価は修正し

ないこととしたい。 
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②委員会意見への対応 

これら県の説明に対し、ダム事業検証検討委員会から意見が出され、委員会意見に対する県の

対応を、第 7回ダム事業検証検討委員会で報告した。その概要を以降に示す。 

 

項目 内 容 回答 

治水 浸水区域に小学校などを

建設することはおかしい。

河川管理者の意見を出せな

いのか。 

河川管理者が意見する機会としては、都市計画に係る

意見照会、大規模開発の事前協議などがありますが、現

行法令等では、小学校の建設地など個別の案件について

意見することを規定していません。 

不特定 農業用水の水利権を買っ

て、それを上水道に利用す

るということは基本的にあ

りえないのか。 

国営計画で、かんがいに必要な量を開発しているの

で、現状では、上水への「転用」は考えられません。 

不特定 新保川ダムと小倉ダムに

ついて、どちらも税金で進

めていて、２つダムをつく

るという話になってしま

う。１つの水系に２つのダ

ムをつくってよいのかとい

う話が出てくる。 

河川改修が進んでいる新保川で洪水調節するには、新

保川流域で新保川ダム再開発などの対応が必要になり

ます。新保川では、ダムを再開発する計画であったので、

農水省サイドからは、基本的に不特定については、河川

管理者で確保するよう要請されていました。（そうしな

いと農政サイドで大きな負担をすることになるため）。

農政サイドでは受益地の再調査等を行い、水源開発計画

を縮小、集約しており、また、河川毎の開発可能量の限

界（降雨、ダムサイト）もあります。結果的にそれぞれ

からかんがい用水を補給し合う計画になっていますが、

調整して役割分担しており、不適切な計画（二重補給な

ど）にはなっていません。 

不特定 水道で農業用水の権利を

買うのと、水道として売る

ので収支はどうか。 

上水道については河川の流水の占用にかかる占用料

は免除されます。農業用水の権利を買えば、バックアロ

ケーションなどのコストが生じ、結果的に水道料金に反

映されることになることから、経済的な水源開発を行う

必要があります。 

水道 ・有効率が結構ばらついて

いる。 

・負荷率も結構変動があり、

12から13％の開きがあるこ

とから、素直に納得できな

いところがある。 

県内の他の上水道と比較しても特にばらつきが大き

くはありませんでした。 

（詳細は 4.6.7［3］その他の可能性の評価を参照） 

水道 有効率を９０％、負荷率

を７０％くらいだと、５０

０ｍ３／日は要らなくなる

のではないか。 

水道 佐渡市においては、基本

的に有効率の悪いところか

ら管路を直していく方針ら

しいが、人口の減っている

ところで間に合っているの

であれば、金井を優先して

直すことはできないのか。 

両津地区は有収率が低く、特に両津吉井地区では有収

率が極めて低くなっています。更に源水の取水能力低下

も重なり、需給バランスに余裕が全く無く、水道水の安

定的供給を維持することが難しくなっていることから、

早急に対策を取らなければなりません。また、コストを

かけて浄水した水をロスしているということは、経営を

圧迫することとなるので、有収率の低い地区の管路整備

を優先的に行うことは、水道事業を経営する上で当然の

ことで、有効率向上のためには管路の全面更新が必要と

なる金井地区を優先することはできません 

（詳細は 4.6.7［3］その他の可能性の評価を参照） 
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水道 佐渡市において、過去に

は１０万人に供給できてい

たのが、人口が減少してい

る現在においてなぜ供給で

きないのか。 

過去に 10 万人に供給していたことはありません。ま

た、金井地区近傍の水道の状況は第 6回委員会資料のと

おりで、金井地区に融通できる地区はありません。 

（詳細は 4.6.7［3］その他の可能性の評価を参照） 

水道 人口が激しく減っている

ところでは余裕ができるは

ず。余っている能力をネッ

トワークをつないで、融通

し合うことはできないの

か。 

旧両津市の人口は減っていますが、上水道供給地区の

人口減少は大きくありません。このエリアについては、

水源が枯渇し、供給が逼迫しています。また、水質改善

する必要もあり、優先して施設改良を行っている状況で

す。仮に旧両津地区から、融通するにしても新たな管路

布設が必要になることから、高コストの対応となりま

す。（両津の場合１１億円） 

（詳細は 4.6.7［3］その他の可能性の評価を参照） 

 

治水対策案について、「ダム以外の代替案の整備スケジュールについても、それぞれ概ね

の目安を総合評価までに示してほしい。」と意見があったことについて、治水対策として同

程度以上と評価された現行案を含む 3案の実施スケジュールを以下のとおり検討した。 

 

・現行案（４．１．５工期の点検のとおり） 

平成23年度以降ダム事業予算を30億円と仮定して、H35年度から着工した場合、

検証 4 ダムは H51 年度頃の完成する見込みである。ただし、経済性・技術的な視

点から工期を検討した場合、新保川ダムは最短で 5年を要する。 

 

・治水代替案 

平成 23 年度の佐渡における河川改修事業の予算及び事業実施河川数から、1 河

川あたりの予算を 0.5 億円と仮定すると、二線堤＋河道改修案（掘削）は概ね 10

年程度を要し、河道改修案（掘削）は概ね 22 年程度要する。 

 

※H23 予算：2.66 億円、事業実施河川数：4河川 

1 河川あたり予算：2.66 億円÷5（H23 実施河川＋新保川）≒0.5 億円 

二線堤案：5億円÷0.5 億円＝概ね 10 年 

河道改修案（掘削）：11 億円÷0.5 億円＝概ね 22 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H51頃

二線堤案 概ね１０年

河道改修案
（掘削）

概ね２２年

※最短：経済性・技術的な視点からの点検結果による
※上記の評価は、今後の社会情勢・財政事情の変化により異なる場合がある。

H25頃

現行案

年度

H51頃完成

（検証４ダム）

H30 H40 H50

概ね５年

H45H35頃

最短でH39年頃完成
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６. 対応方針 

（１）「実施要領細目」に基づく検証検討結果 

総合的な評価 

・治水については、目的別評価では河道改修による対策が現行案と同程度以上の評価となっ

ているが、流域懇談会等の意見によれば、代替案については新たな用地協力を得ることは

困難であり、実現性に問題が残る。 

・上水道については、目的別評価では隣接流域の地持院川におけるため池案が現行案と同程

度と評価されたが、他流域に導水することについて、既得水利権者から同意を得ることは、

困難である。 

・新保川においては、地域の実情、事業を巡る状況から不特定の確保の必要性が高い。 

・不特定については、現行案と同程度以上と評価される案はない。 

・現行案については、流域懇談会等において反対の意見はなく、共有地の解決に向けて地元

は地縁団体を設立している。 

・各対策案のトータルコストを治水と上水道のみで比較した場合、コスト面で有利な代替案

の組み合わせがあるものの、安定的な水利用のためには現行案の実現性が最も高い。 

結論 

総合的な評価としては、現行案が優位であると判断する。 

なお、ダム事業を継続としても完成はしばらく先になることから、氾濫区域に金井小学校

が建設されて、避難所として指定されることを考えると、同小学校の安全性を向上させる方

策を地域とともに検討する必要がある。 

 

（２）新潟県ダム事業検証検討委員会の提言 

流域の実情を考慮すると、現行案はすでに存在するダムの嵩上げ事業であり、付け替え道

路建設による自然環境への影響はあるが、新たなダム建設によるような自然環境への影響は

少なく、現行案が優位であると認められるため、ダム事業を継続することが妥当である。 

・ただし、本体工事の本格的な着工まで 10 年以上の期間がかかると考えられることから、

上水道と農業用水については、東部金井簡易水道からの暫定導水、小倉ダムからの農業

用水の注水があるため、今後の人口増減など社会情勢の変化や水利用状況を見定めた上

で、本体着工する前にダム事業の必要性を予断無く見極めてほしい。 

・なお、金井小学校の安全性を向上させる方策として、二線堤も含めて地域と協力して取

り組んでほしい。 

 

（３）新潟県公共事業再評価委員会の意見聴取結果 

新潟県ダム事業検証検討委員会の提言を受けた後、新潟県の対応方針（案）に対し新潟県公

共事業再評価委員会から意見を聴取した結果は以下のとおりである。 
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【新潟県公共事業再評価委員会の意見聴取結果】 

県の対応方針（案）どおり、ダム事業を継続とすることが妥当である。 

 

（４）新保川生活貯水池再開発事業の対応方針 

以上を総合的に判断した結果、新保川生活貯水池再開発事業を継続する。 

ただし、新保川生活貯水池再開発事業の完成はしばらく先になることから、氾濫区域に金井

小学校が建設されて、避難所として指定されることを考えると、同小学校の安全性を向上させ

る方策を地域とともに検討することとする。 

 




